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故 東郷正美 先生 略歴

昭和９年８月２６日生

昭和２８年３月 東京都立戸山高等学校卒業

３５年３月 東京大学医学部医学科卒業

３５年４月 東京大学医学部附属病院分院にてインターン実地修練

３６年４月 東京大学大学院生物系研究科社会医学課程公衆衛生学専攻入学

４０年３月 同修了

４０年４月 旭硝子株式会社入社，船橋工場健康管理室勤務

４２年１０月 東京大学医学部助手（放射線健康管理学）

４３年１０月 鹿児島大学医学部助教授（公衆衛生学）

４８年１０月 東京大学医学部助教授（放射線健康管理学）

５３年３月 ロンドン大学小児保健研究所発育発達研究室（Department of Growth and

Development, Institute of Child Health, University of London）へ留学．

タナー教授のもとで昭和５４年９月まで発育学研究に従事

６１年４月 東京大学教育学部教授（健康教育学）

平成７年４月 神戸大学発達科学部教授

７年５月 東京大学名誉教授

１０年４月 鹿児島県衛生研究所兼環境センター所長

１２年３月 同退職

１９年１１月２０日 逝去．享年７３歳

２ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



故 東郷正美先生を偲んで

東京大学名誉教授，東郷正美先生は平成１９年１１月２０日，東京にて逝去されました．東郷先生は東京大学における私

の前任教授であり，多くの門下生を引き継いだかかわりがあり，ここに追悼の一文を捧げます．

東郷先生は東京大学医学部医学科を卒業され，インターン実地修練の後，同大学公衆衛生学教室に入られた後，当

時の勝沼晴雄教授の方針で臨床経験も積むこととなり，小児科学教室にて臨床の修練を受けられました．藤枝市立病

院など同教室の関連する病院で小児科臨床の経験を積まれたこともあったと聞きます．私にとっては東大小児科学教

室の先輩でもありました．その後，放射線健康管理学という新しい公衆衛生の一分野のエキスパートとなられた後，

昭和６１年から９年間，東京大学教育学部で�石昌弘教授の後を引き継ぎ，健康教育学の教育と研究に従事されました．

数々のご研究の中で生涯を通じて最も力を注がれたのがヒトの身体発育に関する縦断的研究です．ご自身やご家族

を含め，被検者として協力の得られた少数例の個体の身体計測を月１回の間隔で長年に渡り続けられ，さらに時系列

解析プログラムによる解析を加え，ヒトの発育が従来唱えられていた滑らかに進行するとする定説を覆し，最初から

最後まで連続して波打つとする発育波動説を確立されました．さらに同説を基礎に，季節による発育の変動や経時的

発育情報から健康状態にかかわる変化が読み取れることを明らかにされました．これらは他の追随を許さない輝かし

い業績です．

公衆衛生学の領域では，健康指標や健康調査の開発や地域住民健康管理への応用等に力を注がれ，放射線健康管理

学領域では，セシウム１３７の人体内蓄積に関する実証的研究を行い，従来明らかにされていなかった知見を得，また

ヒューマンカウンターという人体の発する放射線を測定する装置を駆使し，基礎的検討を行った上で，身体発育学へ

の応用を確立されました．

日本公衆衛生学会，日本民族衛生学会，日本産業衛生学会，日本衛生学会，日本保健物理学会，日本放射線影響学

会，日本学校保健学会，日本体育学会，The Society for the Study of Human Biology（連合王国），The Human Bi-

ology Council（アメリカ合衆国），The Society for Epidemiologic Research（アメリカ合衆国），The American Asso-

ciation of Physical Anthropologists（アメリカ合衆国）に所属して学会活動を行い，日本民族衛生学会では幹事，日

本産業衛生学会，日本学校保健学会では評議員を務められました．

このような業績をあげられました東郷先生には，亡くなられてからではありますが，天皇陛下より瑞寶小綬賞が贈

られ，従四位に叙せられました．また業績を残されただけでなく，多くの弟子を育て，慕われて来られました．厳し

さの中にある暖かな眼差しの先生にもうお目にかかれないのは大変残念でなりません．どうか天から私たちを見守っ

てくださるようお願いします．やすらかにお眠り下さい．

（東京大学大学院教育学研究科身体教育学コース健康教育学分野教授 衞藤 隆）
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先回号（４９巻６号）の本誌に「編集後記」を執筆した

ら，今回は「巻頭言」ということで，大変驚いている．

現在勤務中の大学の入試委員会に出席後，少し遅れて本

誌編集委員会に出席したところ，「すでに巻頭言の執筆

者は決定している」とのことで，学会誌編集委員長とし

ては，お断りはできず，有り難くお引き受けさせていた

だいた．学校保健とメタボリックシンドロームについて

考えてみたい．

周知のように，生活の“文明化”に伴う身体運動量の

減少（sedentary life）と欧風化された食事（高蛋白・

高脂肪食）は，内臓脂肪の蓄積を招き，メタボリックシ

ンドローム／生活習慣病を増加させ，最終的に心筋梗塞，

脳卒中など動脈硬化性心血管障害を誘発することが明ら

かとなっている．

２００５年３月日本内科学会などの合同委員会は“メタボ

リックシンドロームの診断基準”を公表した．２００５年９

月には，厚生労働省厚生科学審議会が「今後の生活習慣

病対策について」という中間とりまとめを行い，メタボ

リックシンドロームの概念を導入した生活習慣病対策を

推進し，国民に「予防」の重要性に対する理解の促進を

図ることとした．

当時はマスコミも連日のように，メタボリックシンド

ロームに関する報道を行い，「ユーキャン新語・流行語

大賞」では年間大賞の「イナバウアー」，「品格」に続き，

トップテンにメタボリックシンドロームが選出された．

メタボリックシンドロームの成人の診断基準は，内臓

肥満（腹囲：男性≧８５cm，女性≧９０cm，男女とも内臓

脂肪面積≧１００cm２に相当）に加えて，以下のいずれか

２項目，高脂血症（中性脂肪≧１５０mg／dl，HDL―C＜４０

mg／dl），高血圧（≧１３０mmHg，＞８５mmHg），高血糖

（空腹時血糖≧１１０mg／dl）となっている．

食事の適正化と身体トレーニングの継続は内臓脂肪を

効果的に減少させ，個体のインスリン抵抗性改善を介し，

インスリン抵抗性関連のメタボリックシンドローム／生

活習慣病および最終段階である心臓血管障害の発症予防

に有用である．

しかし，食事と運動に関する生活習慣の積極的改善

（体重減少７％）が経口血糖降下薬より，糖尿病予備群

（境界型）からの糖尿病発症予防効果が大きいことを明

解に証明した「糖尿病予防プログラム研究」（米国）に

おいても，生活習慣改善群の達成率は５０％と食事・運動

習慣改善の継続的実施は極めて困難である．

浜松医大小児科大関武彦教授（厚生労働省研究班「小

児期メタボリックシンドロームの概念・病態・診断基準

の確立及び効果的介入に関するコホート研究」の主任研

究者）も述べておられるように，メタボリックシンド

ロームの主な発症要因である生活習慣の確立は小児期に

スタートし，動脈硬化様病変の初期段階が小児期にも認

められる．

以前私共も検討を加えたことがあるが（学校保健研究

３０：９５―１００，１９８８，Int. J. Obesity １４：３９―４５，１９９０），

成人（高校生）の肥満は小児期に始まっていることも多

く，メタボリックシンドロームへの介入（指導）を小児

期より行う事は極めて重要である．

また，その実施にあたっては，医療施設だけでなく，

学校，家庭との密接な連携がより効果的な指導につなが

ると期待され，健康教育のプロフェッショナルである養

護教諭の果たす役割は極めて大きい．

上記大関研究班によれば，小児期メタボリックシンド

ロームの診断基準は，�腹囲の増加（８０cm以上）を必

須項目とし，�中性脂肪１２０mg／dl以上，ないしHDL―コ

レステロール４０mg／dl未満，�収縮期血圧１２０，ないし

拡張期血圧７０mmHg以上，�空腹時血糖１００mg／dl以上

の３項目のうち２項目となっている．また，腹囲／身長

０．５以上，小学生では腹囲７５cm以上の場合には，内臓脂

肪の増加があると判定される．

大関教授らは，腹囲が８０cm以上は「赤信号」，腹囲／

身長が０．５以上は「黄信号」という腹囲を用いた子ども

の健康管理を提唱しておられる（診断と治療９６：３５１―

３５７，２００８）．

すなわち，腹囲を計測し，その値を適切に評価するこ

とにより，医療機関だけでなく，学校，家庭においても，

メタボリックシンドローム移行への危険度を判定するこ

とが可能であり，学校現場において是非活用していただ

きたい研究成績である．

なお，肥満小児の中に出生児に低体重であった群が存

在する．言い換えれば，低出生体重児は２型糖尿病，高

血圧，高脂血症などの生活習慣病に罹患する確率が高い

ことが報告されている．この低出生体重児を引き起こす

大きな要因として低栄養が注目されており，妊婦が肥満

解消を目指した不適切なダイエット（食事制限）を行うこ

とにより胎児の低栄養を招き，出生後に生まれた子ども

が肥満／メタボリックシンドロームとなる危険性がある．

適度な食事制限と身体運動の継続的実施という生活習

慣教育の重要性が再確認される．

（愛知学院大学心身科学健康科学科）

学校保健とメタボリックシンドローム

佐 藤 祐 造

School Health and Metabolic Syndrome

Yuzo Sato

巻頭言
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�．はじめに

近年，日本人の生活習慣には，２４時間営業のコンビニ

エンスストアやスーパーマーケットに代表される，昼夜

の区別の希薄化が蔓延している．児童生徒の環境にもこ

うした夜型生活習慣の影響は及んでおり，さらに学習塾

に通い，テレビゲームや携帯電話を夢中になって使用し

ている様子から，睡眠不足，運動不足，朝食欠食などの

生活習慣の乱れが生じ，不定愁訴の増加，保健室登校症

候群，慢性疲労症候群などの一因となっているように思

われる１－８）．食事，睡眠など生活習慣の乱れは，健康を

害するだけでなく，学力低下や非行につながる恐れもあ

るとされ，２００４年度の国立教育政策研究所の調査９）では，

「朝食を必ずとる」小中学生が，「全くかほとんどとら

ない」者より，テストの平均得点が各教科で１割以上高

かったと報告している．このような背景のもと，文部科

学省も２００６年度より「早寝 早起き 朝ご飯」の国民運

動を提唱している．

本論文著者の一人（野々上）は，中学校の保健室で心

身の健康問題を抱えている生徒に日々直面している１０）．

その中で，不定愁訴を持つ生徒は，９教科の評定が低

い１１）という知見を得ているが，生活習慣の乱れと学業成

績との関係はまだ十分に明らかにはされていない．児童

生徒の“からだ”の健康と“こころ”の健康には様々な

問題があり，その解決のためには，多面的な解析に基づ

いた方策が必要であると考える．

そこで本研究は，�生活時間や食生活，課外活動，情

報機器の使用などの生活習慣の各種側面と，�心身の健

康への自覚症状，が学業成績とどのように関連するかを

検討した．

�．研究方法

１．調査対象

岡山市内の公立中学校のＡ校在籍生徒全員７３５名（１～

３年生）を対象とし，調査が実施できた６４８名を分析の

対象とした．内訳は男子３２７名，女子３２１名であった．

２．調査方法

質問紙調査法（資料１）による選択式とし，記名式で

行った．調査は，学級担任に依頼し，授業の一部を利用

して行った．その際，４月上旬から２ケ月間を振り返っ

て回答するように指示してもらい，結果はコンピュータ

で処理され，個人に迷惑はかからないことを説明しても

らった．

平日（月～金）の帰宅後の情報機器の使用時間および

その他の生活時間とふだんの疲労の自覚症状について，

記入を求めた．日常の生活，情報機器の調査に関しては，

中学生の生活習慣および自覚症状と学業成績に関する研究
―岡山市内Ａ中学校生徒を対象として―

野々上 敬 子＊１，平 松 清 志＊２，稲 森 義 雄＊２

＊１岡山市立芳泉中学校
＊２ノートルダム清心女子大学大学院

The Relationship between Life Style and Subjective Symptoms, and
Academic Records of Junior High School Students in Okayama City

Keiko Nonoue＊１ Kiyoshi Hiramatsu＊２ Yoshio Inamori＊２

＊１Hosen Junior High School, Okayama City
＊２Notre Dame Seishin University Graduate School

A questionnaire survey was conducted among６４８junior high school students in order to investigate the

relationship between their life style（their impression of their general health and the use of IT equipment）

and their academic records. Results showed students who participated in club activities more than three

times a week, attended cram schools, or had regular eating habits, enjoyed their school life, had better aca-

demic records. The long―time use of audio―visuals or mobile phones made their scores lower. Female stu-

dents were more likely to report a lower impression of their general health than male students. Female stu-

dents who claimed they had a lower impression of their general health had significantly lower academic re-

cords. This implies that appropriate advice on life style is important for junior high school students.

Key words：junior high school students, life style, academic records, information equipment,

subjective symptoms

中学生，生活習慣，学業成績，情報機器，自覚症状
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独自の調査項目を用いた．ふだんの疲労の自覚症状の調

査には「自覚症状しらべ」（産業疲労研究会）３０項目１２）

を用いた．この３０項目は，３群（各１０項目）から構成さ

れており，�群は「眠気とだるさの症状」，�群は「注

意集中の困難さ」，�群は「局在した身体違和感」であった．

学業成績は，指導要録の「各教科の学習の記録」に記

載されたものから転記した．９教科（国語，社会，数学，

理科，音楽，美術，技術家庭，保健体育，英語）の評定

は，観点別学習状況の絶対評価に基づいて，到達度によ

り５，４，３，２，１の５段階に整理されている．５は

「十分満足できると判断されるもののうち，特に高い程

度のもの」，４は「十分満足できると判断されるもの」，

３は「おおむね満足できると判断されるもの」，２は「努

力を要すると判断されるもの」，１は「一層努力を要す

ると判断されるもの」である．

なお，本研究結果の発表に際し，個人資料は公表しな

いことを説明して，学校内での理解と協力を得た．

３．調査時期

２００４年７月５日（月）～９日（金）の午前中に調査を行っ

た．学業成績は２００５年３月の指導要録の評定を用いた．

４．資料の収集と分析

１）資料の集計

日常の生活の状態や食生活は３カテゴリーに，情報機

器の使用時間及び生活時間は５カテゴリーに集約した．

疲労の自覚症状の訴え数は３０項目の訴え数を０～９個の

者，１０～１９個の者，２０～３０個の者の３段階に区分した．

２）資料の分析

統計的検討はエクセル統計１３）を用い，一元配置の分散

分析，多重比較，相関分析，重回帰分析，t検定，χ２検

定を用い有意水準は５％とした．なお，結果で断定して

いる表現はすべて有意差のあった場合である．

�．結 果

１．生活習慣と学業成績

１）休養と成績について

日常の生活の中で，主に休養面に関わる項目と評定を

分散分析したところ，表１―１，表１―２のとおりであっ

た．学年別，男女別とも就寝時刻，起床時刻と９教科の

評定との関連性はみられなかった．睡眠時間と評定の関

係は，学年別では２年生に，男女別では男子に認められ，

睡眠時間が７～８時間の者に比較して６時間未満の者は

評定が低くなっていた．

２）勉学・学習量や満足度と成績について

家庭での勉強時間と評定の関連では，表１―１，表１―

２に示したように，学年別，男女別とも家庭での勉強時

間が「１時間未満」の者が，１時間以上勉強している者

に比較して評定が低くなっていた．学習塾と評定の関連

では，学年別，男女別とも「週３日以上」学習塾に通っ

ている者は，「通っていない」者に比較して評定が高かっ

た．ふだんの生活（学校生活や家庭生活，地域での生活

など）の中での「楽しみ」の有無と評定の関連では，学

年別では１年生が，男女別では男女とも「楽しみ」が多

い者ほど評定が高くなっており，「楽しみ」が少ない者

は評定が低かった．学校生活の「満足度」（学校生活に

満足しているかどうか）と評定の関連では，学年別，男

女別とも「満足度」が高い者ほど評定が高くなっており，

「満足度」が低い者は評定が低かった．心身の不調で「学

校を休みたい」と思ったことのない者は，学年別では１

年生と２年生が，男女別では男女とも「学校を休みたい」

（週１～２日）と思った者より評定が高く，心身の不調

で「学校を休みたい」と思ったことの少ない者ほど評定

が高くなっていた．欠席日数では，学年別では２年生と

３年生が，男女別では男女とも学校を「欠席していない」

者は，「欠席した」者に比較して評定が高くなっていた．

３）食生活や便通と成績について

食生活と９教科の平均評定の関係は，表２―１，表２―

２のとおりであった．朝食と評定の関連では，学年別で

は２年生，３年生が，男女別では男女とも「毎日食べる」

者が，「週２～３日食べる」者や「ほとんど食べない」

者に比較して評定が高かった．給食と評定の関連では，

学年別では２年生が「全部食べる」者に比較して「残す」

者の評定が低く，３年生では逆に「全部食べる」者の評

定が低かった．男女別では，男女とも関連性はみられな

かった．夕食と評定の関連では，学年別では２年生が，

男女別では朝食と同様に男女とも「毎日食べる」者が，

「週２～３日食べる」者や「ほとんど食べない」者に比

較して評定が高かった．夜食・間食と評定の関連では，

学年別と女子には関連がみられなかったが，男子では

「毎日食べる」者が，「週２～３日食べる」者に比較し

て評定が低かった．清涼飲料水と評定の関連では，学年

別では２年生と３年生で，男女別では男女とも「毎日飲

む」者が「飲まない」者より評定が低かった．食欲と評

定の間には２年生にのみ関連が認められ，「食欲がある」

者は「食欲がない」者に比較して評定が高かった．排便

と評定の間には学年別，男女別とも関連性はみられな

かった．

４）運動と成績について

運動と９教科の平均評定の比較は，表３―１，表３―２

のとおりであった．部活動と評定の関連では，学年別で

は２年生と３年生，男女別では男女とも「週３日以上」

活動している者は，活動「していない」者に比較して評

定が高かった．運動と評定の関連は，女子では認められ

なかったが，男子では「週３日以上」運動している者は

「していない」者と「週１～２日」運動している者に比

較して，評定が高くなっていた．学外活動（スポーツ少

年団等）と評定の関連は，学年別，男女別ともみられな

かった．

５）情報機器の使用時間と成績について

情報機器の使用時間では「１２０分以上」使用している

者の割合は，テレビでは男子５７．９％，女子６１．３％，ゲー

６ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



表１―１ 生活別（休養面）９教科の平均評定【学年別】

種 類 内 訳
１年（ｎ＝２１５） ２年（ｎ＝２１８） ３年（ｎ＝２１５）

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

就寝時刻

１０ 時 以 前 ２０ ９．４ ３０．４ ５．９

＊

１５ ７．０ ３０．２ ６．９

ns

５ ２．３ ２８．２ ９．０

ns

１０ ～ １１ 時 ８０ ３７．４ ３２．２ ６．２ ５８ ２７．０ ３０．６ ７．９ ３６ １６．７ ２７．９ ７．４

１１ ～ １２ 時 ８５ ３９．７ ３１．８ ６．５ ８０ ３７．２ ３１．０ ７．３ １００ ４６．５ ３１．４ ７．６

１２ ～ １ 時 ２４ １１．２ ２９．５ ６．０ ４５ ２０．９ ３０．４ ７．８ ５８ ２７．０ ３２．４ ７．１

１ 時 以 後 ５ ２．３ ２４．４ ３．３ １７ ７．９ ３０．１ ６．５ １６ ７．５ ３１．２ ７．０

起床時刻

６ 時 以 前 １６ ７５．５ ３０．１ ６．３

ns

１６ ７．５ ２９．９ ７．１

ns

７ ３．３ ３１．７ ８．６

ns６ ～ ７ 時 １１７ ５５．２ ３１．８ ６．２ １０５ ４８．８ ３０．６ ７．２ ７８ ３６．６ ３１．３ ８．１

７ 時 以 後 ７９ ３７．３ ３１．３ ６．４ ９４ ４３．７ ３０．５ ７．９ １２８ ６０．１ ３０．９ ７．２

睡眠時間

６時間未満 １３ ６．１ ２６．８ ４．２

ns

２２ １０．２ ２６．６ ６．２

＊

１９ ８．９ ３２．１ ８．８

ns

６～７時間 ７８ ３６．８ ３１．６ ６．６ ７９ ３６．６ ３０．４ ８．０ ９７ ４５．５ ３１．７ ７．４

７～８時間 ８８ ４１．５ ３２．２ ６．２ ８６ ３９．８ ３１．５ ７．１ ７２ ３３．８ ３１．２ ７．１

８～９時間 ２５ １１．８ ３１．８ ６．３ ２５ １１．６ ３１．４ ７．５ ２０ ９．４ ２７．４ ７．５

９時間以上 ８ ３．８ ２９．１ ５．６ ４ １．８ ２４．８ ３．３ ５ ２．４ ３０．２ ８．３

勉強時間

１時間未満 ５０ ２３．５ ２９．１ ６．４

＊＊

９０ ４１．６ ２７．８ ７．５

＊＊

１０６ ５０．０ ２９．７ ７．７

＊
１～２時間 ８６ ４０．４ ３１．６ ６．１ ８５ ３９．４ ３２．１ ６．９ ６７ ３１．６ ３２．７ ７．０

２～３時間 ５２ ２４．４ ３２．８ ５．８ ３３ １５．３ ３３．９ ６．３ ２７ １２．７ ３２．６ ６．６

３時間以上 ２５ １１．７ ３３．５ ６．３ ８ ３．７ ３１．３ ８．４ １２ ５．７ ３１．５ ８．８

学 習 塾

週３日以上 ４０ １８．８ ３４．０ ５．７

＊＊

４８ ２２．１ ３３．９ ５．９

＊＊

６２ ２９．１ ３２．７ ７．０

＊週１～２日 ８１ ３８．０ ３２．２ ６．８ ９４ ４３．３ ３０．０ ７．２ ７６ ３５．７ ３１．４ ７．１

通っていない ９２ ４３．２ ２９．５ ５．５ ７５ ３４．６ ２９．１ ８．２ ７５ ３５．２ ２９．３ ８．１

楽 し み

多 い ９６ ４５．７ ３２．９ ５．９

＊＊

１０８ ５０．５ ３１．２ ７．６

ns

１０１ ４７．０ ３２．２ ７．３

ns少 し １００ ４７．６ ３１．２ ６．１ ８６ ４０．２ ３０．２ ６．５ １０４ ４８．４ ３０．０ ７．７

な い １４ ６．７ ２６．２ ６．７ ２０ ９．３ ２９．０ ９．６ １０ ４．６ ２９．７ ６．５

満 足 度

満 足 ７９ ３９．３ ３３．４ ６．０

＊

９０ ４３．５ ３２．３ ６．６

＊

９６ ４６．４ ３３．２ ７．４

＊＊少 し 満 足 １０７ ５３．２ ３０．９ ５．９ ９５ ４５．９ ３０．０ ６．７ ８２ ３９．６ ２９．９ ６．８

不 満 足 １５ ７．５ ３０．１ ７．９ ２２ １０．６ ２７．９ １０．４ ２９ １４．０ ２７．５ ８．４

休みたい

週１～２日 ２６ １２．６ ２８．４ ６．９

＊

３２ １５．０ ２５．５ ６．９

＊＊

３９ １８．３ ２８．７ ８．９

ns月１～２日 ４２ ２０．４ ３２．１ ６．４ ４５ ２１．０ ２９．６ ７．４ ３６ １６．９ ３０．３ ７．３

な い １３８ ６７．０ ３２．１ ５．８ １３７ ６４．０ ３２．３ ６．９ １３８ ６４．８ ３１．９ ７．１

欠席日数

０ 回 １４９ ７２．０ ３２．１ ６．３

ns

１４７ ６９．３ ３２．２ ７．０

＊＊

１３３ ６２．４ ３２．２ ７．２

＊

１ 回 ２９ １４．０ ３１．３ ５．５ ２９ １３．７ ２７．９ ７．５ ４０ １８．８ ２８．９ ７．８

２ 回 １５ ７．３ ３０．１ ５．７ １７ ８．０ ３０．９ ６．２ １３ ６．１ ３１．８ ６．１

３ 回 ９ ４．３ ２６．７ ３．８ １１ ５．２ ２５．２ ６．１ １７ ８．０ ３０．２ ６．３

４ 回 以 上 ５ ２．４ ２８．６ １０．９ ８ ３．８ ２１．９ ６．７ １０ ４．７ ２５．２ １０．０

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

※勉強時間は，学校や塾の宿題を含む．

７野々上ほか：中学生の生活習慣および自覚症状と学業成績に関する研究



表１―２ 生活別（休養面）９教科の平均評定 【男女別】

種 類 内 訳
男 子 女 子

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

就 寝 時 刻

１０ 時 以 前 ２８ ８．６ ２８．６ ６．６

ns

１２ ３．８ ３３．３ ４．８

ns

１０ ～ １１ 時 ９６ ２９．６ ２９．１ ６．９ ７８ ２４．４ ３２．８ ７．０

１１ ～ １２ 時 １３２ ４０．７ ２９．５ ７．１ １３３ ４１．６ ３３．３ ６．７

１２ ～ １ 時 ５２ １６．０ ２９．０ ７．７ ７５ ２３．４ ３２．７ ６．４

１ 時 以 後 １６ ４．９ ２８．９ ５．５ ２２ ６．９ ３０．４ ７．１

起 床 時 刻

６ 時 以 前 ２３ ７．１ ２９．７ ７．３

ns

１６ ５．１ ３１．１ ６．１

ns６ ～ ７ 時 １３７ ４２．３ ２８．７ ６．８ １６３ ５１．６ ３３．４ ６．５

７ 時 以 後 １６４ ５０．６ ２９．４ ７．２ １３７ ４３．４ ３２．６ ６．８

睡 眠 時 間

６時間未満 １９ ５．９ ２４．７ ５．８

＊＊

３５ １１．０ ３０．７ ６．９

ns

６～７時間 １２７ ３９．３ ２８．７ ７．１ １２７ ３９．９ ３３．９ ６．６

７～８時間 １２４ ３８．４ ３０．６ ７．０ １２２ ３８．４ ３２．７ ６．３

８～９時間 ４１ １２．７ ２９．１ ７．０ ２９ ９．１ ３２．２ ７．１

９時間以上 １２ ３．７ ２７．３ ４．２ ５ １．６ ３１．２ ８．２

勉 強 時 間

１時間未満 １３６ ４２．４ ２７．４ ７．３

＊＊

１１０ ３４．４ ３０．７ ７．２

＊＊
１～２時間 １１７ ３６．４ ３０．３ ６．６ １２１ ３７．８ ３３．８ ６．２

２～３時間 ５３ １６．５ ３１．８ ５．５ ５９ １８．４ ３４．２ ６．４

３時間以上 １５ ４．７ ２８．５ ８．８ ３０ ９．４ ３４．６ ５．２

学 習 塾

週３日以上 ６９ ２１．３ ３０．８ ６．６

＊＊

８１ ２５．４ ３５．７ ５．０

＊＊週１～２日 １２１ ３７．３ ２９．７ ７．２ １３０ ４０．８ ３２．５ ６．７

通っていない １３４ ４１．４ ２７．８ ６．９ １０８ ３３．９ ３１．２ ７．１

楽 し み

多 い １３３ ４０．７ ３０．２ ７．２

＊

１７２ ５４．１ ３３．５ ６．５

＊少 し １６５ ５０．５ ２８．８ ６．８ １２５ ３９．３ ３２．７ ６．２

な い ２９ ８．９ ２６．６ ７．１ ２１ ６．６ ２９．２ ９．１

満 足 度

満 足 １２３ ４０．６ ３１．５ ７．０

＊＊

１４２ ４５．５ ３４．２ ６．３

＊＊少 し 満 足 １４９ ４９．２ ２８．５ ６．２ １３５ ４３．３ ３２．４ ６．１

不 満 足 ３１ １０．２ ２５．６ ８．１ ３５ １１．２ ３０．５ ８．８

休 み た い

週１～２日 ５１ １６．１ ２５．３ ７．２

＊＊

４６ １４．６ ３０．１ ７．６

＊＊月１～２日 ５１ １６．１ ２７．３ ６．６ ７２ ２２．８ ３３．１ ６．３

な い ２１５ ６７．８ ３０．７ ６．５ １９８ ６２．７ ３３．６ ６．４

欠 席 日 数

０ 回 ２１７ ６８．５ ３０．５ ６．７

＊＊

２１２ ６７．３ ３３．９ ６．４

＊＊

１ 回 ４４ １３．９ ２７．６ ７．６ ５４ １７．１ ３０．７ ６．５

２ 回 ２１ ６．６ ２８．２ ４．３ ２４ ７．６ ３３．２ ６．０

３ 回 ２１ ６．６ ２６．９ ４．９ １６ ５．１ ２９．１ ６．９

４ 回 以 上 １４ ４．４ ２０．６ ７．６ ９ ２．９ ３１．２ ６．７

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

※勉強時間は，学校や塾の宿題を含む．

８ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



表２―１ 生活別（栄養面）９教科の平均評定 【学年別】

種 類 内 訳
１年（ｎ＝２１５） ２年（ｎ＝２１８） ３年（ｎ＝２１５）

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

朝 食

食 べ る １７６ ８２．２ ３１．９ ６．３

ns

１８６ ８５．７ ３１．４ ７．２

＊＊

１７０ ７９．４ ３２．２ ７．３

＊＊週２～３日 ２４ １１．２ ３０．４ ６．５ １７ ７．８ ２６．２ ６．９ １９ ８．９ ２７．５ ６．１

食 べ な い １４ ６．６ ２７．９ ５．５ １４ ６．５ ２４．６ ７．８ ２５ １１．７ ２５．４ ７．２

給 食

全部食べる １２２ ５６．７ ３１．５ ７．１

ns

７２ ３３．２ ３１．７ ７．７

＊

１０３ ４８．１ ２９．４ ７．２

＊少 し 残 す ８３ ３８．６ ３１．８ ４．９ １２０ ５５．３ ３０．６ ７．２ ８８ ４１．１ ３２．５ ７．７

半分以上残す １０ ４．７ ２７．８ ６．０ ２５ １１．５ ２７．０ ７．６ ２３ １０．７ ３２．５ ７．２

夕 食

食 べ る ２０７ ９８．１ ３１．５ ６．３

ns

２０８ ９６．３ ３１．０ ７．０

＊＊

２１１ ９８．０ ３１．１ ７．６

ns週２～３日 ４ １．９ ２７ ８．８ ６ ２．８ ２１．７ ８．８ ２ １．０ ２６．０ ７．１

食 べ な い ０ ０．０ ― ― ２ ０．９ １４．５ ３．５ ２ １．０ ２７．５ ３．５

夜食・間食

食 べ る ５５ ２５．８ ３０．１ ６．１

ns

３８ １７．７ ２８．３ ８．４

ns

５７ ２６．５ ３０．０ ７．１

ns週２～３日 ８３ ３９．０ ３２．３ ６．０ ９１ ４２．３ ３１．４ ７．３ ８４ ３９．１ ３２．４ ７．２

食 べ な い ７５ ３５．２ ３１．７ ６．６ ８６ ４０．０ ３０．９ ７．０ ７４ ３４．４ ３０．１ ８．１

清涼飲料水

毎 日 飲 む ７５ ３４．９ ３０．４ ７．０

ns

９５ ４４．０ ２９．８ ７．７

＊

８７ ４０．５ ２９．８ ７．６２

＊＊週２～３日 １０２ ４７．４ ３１．８ ５．９ ８１ ３７．５ ３０．２ ６．７ ７１ ３３．０ ３０．３ ７．０５

飲 ま な い ３８ １７．７ ３２．５ ５．８ ４０ １８．５ ３３．５ ７．３ ５７ ２６．５ ３３．７ ７．４７

食 欲

あ る １３１ ６２．４ ３１．８ ６．６

ns

１１５ ５５．０ ３１．５ ７．３

＊

１６２ ７５．４ ３０．８ ７．６

ns少 し 残 す ６６ ３１．４ ３１．８ ５．７ ７９ ３７．８ ３１．１ ６．５ ４２ １９．５ ３１．０ ７．１

な い １３ ６．２ ２７．８ ３．９ １５ ７．２ ２６．５ ９．４ １１ ５．１ ３３．８ ７．９

排 便

１ 日 １２４ ６３．０ ３２．２ ６．４

ns

１３９ ６６．８ ３１．０ ７．６

ns

１２５ ６０．４ ３０．８ ７．２

ns２ ～ ３ 日 ６７ ３４．０ ３０．７ ６．０ ５９ ２８．４ ３１．５ ６．６ ７０ ３３．８ ３０．９ ８．２

４ ～ ５ 日 ６ ３．０ ３３．７ ６．７ １０ ４．８ ２７．５ ５．６ １２ ５．８ ３１．６ ６．８

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

表２―２ 生活別（栄養面）９教科の平均評定 【男女別】

種 類 内 訳
男 子 女 子

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

朝 食

食 べ る ２６３ ８１．２ ２９．８ ７．１

＊＊

２６９ ８３．８ ３３．８ ６．１

＊＊週２～３日 ３５ １０．８ ２７．２ ６．０ ２５ ７．８ ２９．８ ７．０

食 べ な い ２６ ８．０ ２５．３ ６．４ ２７ ８．４ ２６．４ ７．３

給 食

全部食べる １７４ ５３．４ ２９．３ ７．０

ns

１２３ ３８．４ ３３．０ ７．２

ns少 し 残 す １２７ ３９．０ ２９．４ ７．１ １６４ ５１．３ ３３．１ ６．１

半分以上残す ２５ ７．７ ２６．８ ７．２ ３３ １０．３ ３１．２ ７．１

夕 食

食 べ る ３１５ ９７．５ ２９．４ ６．９

＊＊

３１１ ９７．５ ３３．０ ６．６

＊＊週２～３日 ６ １．９ ２０．７ ８．６ ６ １．９ ２７．７ ６．８

食 べ な い ２ ０．６ ２１．０ １２．７ ２ ０．６ ２１．０ ５．７

夜 食 ・ 間 食

食 べ る ８９ ２７．５ ２７．５ ６．８

＊＊

６１ １９．１ ３２．６ ６．３

ns週２～３日 １１８ ３６．５ ３０．６ ７．４ １４０ ４３．９ ３３．３ ６．１

食 べ な い １１７ ３６．１ ２９．０ ６．７ １１８ ３７．０ ３２．８ ７．３

清 涼 飲 料 水

毎 日 飲 む １３０ ４０．０ ２８．０ ７．８

＊

１２７ ３９．６ ３２．０ ６．５

＊＊週２～３日 １３７ ４２．２ ２９．７ ６．６ １１７ ３６．４ ３２．３ ６．２

飲 ま な い ５８ １７．８ ３０．８ ５．７ ７７ ２４．０ ３５．１ ７．２

食 欲

あ る ２１６ ６７．９ ２９．６ ７．３

ns

１９２ ６０．８ ３３．３ ６．６

ns少 し 残 す ８６ ２７．０ ２９．２ ５．９ １０１ ３２．０ ３３．１ ６．２

な い １６ ５．０ ２５．７ ７．２ ２３ ７．３ ３１．３ ７．５

排 便

１ 日 ２３４ ７４．８ ２９．８ ７．１

ns

１５４ ５１．５ ３３．７ ６．４

ns２ ～ ３ 日 ６９ ２２．０ ２７．７ ６．９ １２７ ４２．５ ３２．８ ６．３

４ ～ ５ 日 １０ ３．２ ２８．２ ４．２ １８ ６．０ ３１．９ ７．１

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

９野々上ほか：中学生の生活習慣および自覚症状と学業成績に関する研究



ム機では男子１６．６％，女子２．９％，パソコンでは男子

７．２％，女子７．６％，オーディオでは男子１２．１％，女子

１９．２％，であった．また，携帯電話を「６０分以上」使用

している者は男子１７．１％，女子２８．３％であった．一方

「使用しない」者は，テレビでは男子４．０％，女子６．６％，

ゲーム機では男子３３．９％，女子８０．４％，パソコンでは男

子６５．８％，女子６４．４％，オーディオでは男子４４．６％，女

子２７．６％，携帯電話では男子６３．０％，女子３７．８％であっ

た．性別比較では，ゲーム機は男子の方が，オーディオ，

携帯電話は女子の方が長時間使用していた．

情報機器の使用時間及び９教科の平均評定の学年別比

較は，表４―１のとおりであった．使用時間と評定の関

連がみられた情報機器は，テレビ，ゲーム機と携帯電話

であった．テレビは１年生で，ゲーム機は各学年とも

「使用しない」者に比較して使用時間が長い者の方が，

評定が低くなっていた．携帯電話は，２年生にのみ関連

が認められ「９０分以上」使用している者が，「３０分未満」

の者に比較して評定が低くなっていた．

性別比較は，表４―２のとおりであった．使用時間と

評定の関連がみられた情報機器は，男女ともゲーム機と

オーディオであった．ゲーム機は「使用しない」者に比

較して使用時間が長い者の方が，評定が低くなっていた．

また，オーディオは，女子では「使用しない」者が使用

している者より評定が高くなっていた．他の情報機器で

表３―１ 生活別（運動面）９教科の平均評定 【学年別】

種 類 内 訳
１年（ｎ＝２１５） ２年（ｎ＝２１８） ３年（ｎ＝２１５）

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

部 活 動

週３日以上 １８８ ８７．４ ３１．８ ６．２

ns

１７２ ８０．０ ３１．７ ６．８

＊＊

１３６ ６３．５ ３２．７ ７．１

＊＊週１～２日 ４ １．９ ２９．５ １０．８ ８ ３．７ ２３．１ １１．２ １６ ７．５ ３０．６ ７．４

していない ２３ １０．７ ２９．０ ６．１ ３５ １６．３ ２６．９ ７．８ ６２ ２９．０ ２７．５ ７．５

運 動

週３日以上 １２７ ５９．４ ３２．４ ５．９

＊

１３２ ６１．１ ３１．１ ７．０

ns

９７ ４５．３ ３０．６ ７．１

ns週１～２日 ４５ ２１．０ ２９．５ ７．１ ２９ １３．４ ２７．４ ７．６ ４０ １８．７ ３０．２ ８．４

していない ４２ １９．６ ３１．０ ６．０ ５５ ２５．５ ３０．９ ８．１ ７７ ３６．０ ３１．９ ７．６

学外活動

週３日以上 １８ ８．５ ２９．５ ７．２

ns

３０ １４．０ ２８．６ ８．５

ns

１８ ８．４ ２９．３ ８．８

ns週１～２日 ３４ １６．０ ３０．８ ７．３ ２４ １１．２ ２９．７ ６．５ ２７ １２．６ ２８．３ ７．７

していない １６０ ７５．５ ３１．８ ６．０ １６０ ７４．８ ３１．２ ７．３ １６９ ７９．０ ３１．６ ７．３

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

※部活動は，運動部と文化部．

※運動は，体育の授業は除く．

※学外活動は，スポーツ少年団・ボランティア等．

表３―２ 生活別（運動面）９教科の平均評定【男女別】

種 類 内 訳
男 子 女 子

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

部 活 動

週３日以上 ２５０ ７７．２ ３０．６ ６．５

＊＊

２４６ ７６．９ ３３．５ ６．５

＊＊週１～２日 １７ ５．２ ２５．４ ８．７ １１ ３．４ ３２．７ ７．９

していない ５７ １７．６ ２４．４ ６．５ ６３ １９．７ ３０．５ ６．７

運 動

週３日以上 ２１２ ６５．０ ３０．３ ６．７

＊＊

１４４ ４５．３ ３３．１ ６．３

ns週１～２日 ６１ １８．７ ２６．３ ７．５ ５３ １６．７ ３２．５ ６．４

していない ５３ １６．３ ２７．７ ６．８ １２１ ３８．１ ３３．０ ７．０

学 外 活 動

週３日以上 ３８ １１．８ ２７．０ ８．６

ns

２８ ８．８ ３１．８ ６．３

ns週１～２日 ５３ １６．５ ２８．８ ７．１ ３２ １０．０ ３１．３ ７．０

していない ２３０ ７１．７ ２９．６ ６．７ ２５９ ８１．２ ３３．２ ６．７

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

※部活動は，運動部と文化部．

※運動は，体育の授業は除く．

※学外活動は，スポーツ少年団・ボランティア等．

１０ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



使用時間と成績の関連がみられたものとしては，女子は

テレビ，携帯電話であり，使用時間が長い者の方が評定

が低くなっていた．テレビは「使用しない」者や「１時

間未満」の者が「３時間以上」使用する者に比較して評

定が高くなっていた．携帯電話は「使用しない」者や「３０

分未満」の者に対して，「１時間３０分以上」使用する者

の評定が低くなっていた．使用時間と成績の関連がみら

れなかった情報機器としては，男女のパソコンと，男子

のテレビ，携帯電話であった．

２．疲労の自覚症状と成績

疲労の自覚症状の平均愁訴数は，学年別にみると表

５―１のとおり，１年生は８．７±６．４，２年生は９．７±６．５，

３年生は１０．５±７．８で学年が進むにつれて多くなってい

た．群別の訴え数は，�群（眠気とだるさの症状）で１

年生は４．４±２．６，２年生は４．７±２．６，３年生は４．７±２．９，

�群（注意集中の困難さ）で１年生は２．６±２．８，２年生

は２．８±２．７，３年生は３．４±３．２，�群（局在した身体違

和感）で１年生は１．７±２．０，２年生は２．３±２．３，３年生

は２．４±２．６であり，�群と�群は学年が進むにつれて愁

訴数は多くなっていた．

男女別にみると表５―２のとおりで，全体では３０項目

中９．６±７．０であった．男子は９．０±７．３，女子は１０．２±

６．５で女子が多かった．群別の訴え数をみると，�群（眠

気とだるさの症状）は４．５±２．７，�群（注意集中の困難

さ）は２．９±２．９，�群（局在した身体違和感）は２．１±２．３

であった．男女別にみると�群は男子４．３±２．８，女子

４．８±２．６で差があり，女子に眠気とだるさが多いことが

認められた．�群は男子２．８±３．１，女子３．１±２．７で，差

表４―１ 情報機器使用時間別９教科の平均評定 【学年別】

種 類 内 訳
１年（ｎ＝２１５） ２年（ｎ＝２１８） ３年（ｎ＝２１５）

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

テ レ ビ

使用しない １１ ５．２ ３６．３ ６．７

＊＊

８ ３．７ ３０．９ １０．５

ns

１５ ７．０ ３３．８ ６．４

ns

６０分 未 満 ２３ １０．８ ３０．９ ６．１ ２４ １１．２ ３２．７ ８．１ ２１ ９．８ ３１．８ １０．３

６０～１２０分 ５２ ２４．４ ３２．１ ６．４ ６２ ２８．８ ３０．５ ７．９ ４４ ２０．４ ３１．３ ７．３

１２０～１８０分 ５７ ２６．８ ３２．５ ５．８ ５５ ２５．６ ３１．０ ６．７ ６３ ２９．３ ３１．４ ６．５

１８０分以上 ７０ ３２．８ ２９．６ ６．１ ６６ ３０．７ ２９．５ ７．１ ７２ ３３．５ ２９．６ ７．８

ゲ ー ム

使用しない １１２ ５３．６ ３２．７ ６．３

＊＊

１２３ ５７．５ ３２．３ ７．１

＊＊

１２７ ５９．９ ３３．１ ７．２

＊＊

６０分 未 満 ４９ ２３．４ ３１．４ ７．０ ３４ １５．９ ３０．０ ７．１ ２８ １３．２ ２８．２ ６．２

６０～１２０分 ３４ １６．３ ２９．８ ４．８ ３７ １７．３ ２７．１ ７．５ ２９ １３．７ ２９．３ ８．４

１２０～１８０分 ８ ３．８ ２８．０ ３．７ １４ ６．５ ２６．９ ６．８ １３ ６．１ ２７．２ ５．０

１８０分以上 ６ ２．９ ２４．７ ２．７ ６ ２．８ ２９．２ １０．３ １５ ７．１ ２４．６ ６．２

パ ソ コ ン

使用しない １３３ ６３．９ ３１．６ ６．２

ns

１５０ ７０．１ ３０．７ ７．３

ns

１３１ ６１．２ ３０．８ ８．１

ns

６０分 未 満 ４４ ２１．１ ３２．０ ６．５ ３８ １７．７ ３０．６ ７．４ ４０ １８．７ ３２．４ ６．６

６０～１２０分 １６ ７．８ ３２．１ ５．４ １３ ６．１ ３２．８ ７．３ ２４ １１．２ ３０．８ ７．０

１２０～１８０分 ７ ３．４ ３１．３ ７．１ ７ ３．３ ３０．９ ９．３ １２ ５．６ ２９．０ ３．９

１８０分以上 ８ ３．８ ２８．８ ５．７ ６ ２．８ ２６．５ ９．６ ７ ３．３ ２９．１ ７．３

オーディオ

使用しない ９８ ４６．２ ３２．３ ５．７

ns

７０ ３２．６ ３０．０ ７．９

ns

６４ ２９．８ ３０．６ ８．８

ns

６０分 未 満 ５７ ２６．９ ３２．１ ５．８ ６０ ２７．９ ３１．０ ７．６ ６５ ３０．２ ３３．０ ６．６

６０～１２０分 ３１ １４．６ ２８．９ ７．３ ５１ ２３．７ ３１．２ ６．６ ４６ ２１．４ ２９．４ ７．１

１２０～１８０分 １６ ７．６ ３０．６ ９．０ ２２ １０．２ ２９．０ ８．８ １７ ７．９ ３０．４ ５．８

１８０分以上 １０ ４．７ ２９．１ ４．１ １２ ５．６ ３２．８ ５．６ ２３ １０．７ ３０．０ ７．３

携 帯 電 話

使用しない １４３ ６８．４ ３１．２ ６．３

ns

１０５ ５０．０ ３１．５ ７．８

＊

７０ ３３．０ ３０．９ ８．２

ns

３０分 未 満 ２５ １２．０ ３２．５ ６．９ ３２ １５．２ ３２．８ ７．０ ２５ １１．８ ３３．５ ８．３

３０～６０分 １８ ８．６ ３４．３ ５．０ ３２ １５．２ ２８．９ ７．１ ３８ １７．９ ３１．７ ７．４

６０～９０分 １３ ６．２ ３０．５ ４．７ １８ ８．６ ２９．６ ６．５ ２６ １２．３ ３０．８ ６．０

９０分 以 上 １０ ４．８ ２８．１ ７．６ ２３ １１．０ ２７．４ ６．８ ５３ ２５．０ ２９．４ ６．９

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

１１野々上ほか：中学生の生活習慣および自覚症状と学業成績に関する研究



表４―２ 情報機器使用時間別９教科の平均評定【男女別】

種 類 内 訳
男 子 女 子

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

テ レ ビ

使用しない １３ ４．０ ２８．８ ５．３

ns

２１ ６．６ ３７．０ ７．０

＊＊

６０ 分 未 満 ３８ １１．８ ２９．１ ８．２ ３０ ９．４ ３５．２ ６．６

６０～１２０分 ８５ ２６．３ ２９．６ ７．１ ７３ ２２．８ ３３．２ ６．９

１２０～１８０分 ８０ ２４．８ ２９．９ ６．４ ９５ ２９．７ ３３．１ ５．９

１８０分 以 上 １０７ ３３．１ ２８．３ ７．２ １０１ ３１．６ ３０．９ ６．５

ゲ ー ム

使用しない １０８ ３３．９ ３０．８ ７．１

＊＊

２５４ ８０．４ ３３．５ ６．７

＊＊

６０ 分 未 満 ７７ ２４．１ ２９．５ ７．０ ３４ １０．８ ３１．５ ６．４

６０～１２０分 ８１ ２５．４ ２８．２ ７．２ １９ ６．０ ３０．４ ５．６

１２０～１８０分 ３１ ９．７ ２７．６ ５．６ ４ １．３ ２４．５ １．１

１８０分 以 上 ２２ ６．９ ２４．８ ６．４ ５ １．６ ２９．４ ６．４

パ ソ コ ン

使用しない ２１０ ６５．８ ２９．３ ７．１

ns

２０４ ６４．４ ３２．８ ７．０

ns

６０ 分 未 満 ６５ ２０．４ ３０．１ ７．０ ５７ １８．０ ３３．５ ６．０

６０～１２０分 ２１ ６．６ ２９．４ ５．９ ３２ １０．１ ３３．２ ６．４

１２０～１８０分 １２ ３．８ ２７．７ ６．９ １４ ４．４ ３２．２ ４．７

１８０分 以 上 １１ ３．４ ２５．９ ６．８ １０ ３．２ ３０．８ ６．３

オ ー デ ィ オ

使用しない １４４ ４４．６ ２８．９ ７．１

＊

８８ ２７．６ ３４．９ ６．１

＊＊

６０ 分 未 満 ８７ ２６．９ ３１．０ ６．５ ９５ ２９．８ ３３．０ ６．８

６０～１２０分 ５３ １６．４ ２８．０ ６．２ ７５ ２３．５ ３１．４ ７．１

１２０～１８０分 ２８ ８．７ ２７．０ ８．８ ２７ ８．５ ３２．９ ５．３

１８０分 以 上 １１ ３．４ ３０．０ ５．６ ３４ １０．７ ３０．７ ６．４

携 帯 電 話

使用しない １９９ ６３．０ ２９．６ ７．１

ns

１１９ ３７．８ ３３．９ ６．７

＊＊

３０ 分 未 満 ３２ １０．１ ２８．９ ６．８ ５０ １５．９ ３５．５ ６．３

３０ ～ ６０ 分 ３１ ９．８ ２８．５ ７．７ ５７ １８．１ ３２．７ ６．２

６０ ～ ９０ 分 ２４ ７．６ ２７．９ ５．８ ３３ １０．５ ３２．１ ５．１

９０ 分 以 上 ３０ ９．５ ２７．９ ７．４ ５６ １７．８ ２９．１ ６．６

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．

表５―１ 疲労の自覚症状群別平均愁訴数 【学年別】

自覚症状
１ 年 ２ 年 ３ 年

検定
平均 SD 平均 SD 平均 SD

� 群 ４．４ ２．６ ４．７ ２．６ ４．７ ２．９ ns

� 群 ２．６ ２．８ ２．８ ２．７ ３．４ ３．２ ＊

� 群 １．７ ２．０ ２．３ ２．３ ２．４ ２．６ ＊＊

全 群 ８．７ ６．４ ９．７ ６．５ １０．５ ７．８ ＊

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意

差あり．nsは有意差なし．

表５―２ 疲労の自覚症状群別平均愁訴数【男女別】

自覚症状
全 体 男 子 女 子

t検定
平均 SD 平均 SD 平均 SD

� 群 ４．５ ２．７ ４．３ ２．８ ４．８ ２．６ ＊＊

� 群 ２．９ ２．９ ２．８ ３．１ ３．１ ２．７ ns

� 群 ２．１ ２．３ １．９ ２．４ ２．３ ２．２ ＊

全 群 ９．６ ７．０ ９．０ ７．３ １０．２ ６．５ ＊

対応のないt検定 ＊＊：ｐ＜０．０１，＊：ｐ＜０．０５で有意差

あり．nsは有意差なし．
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はなかった．�群は男子１．９±２．４，女子２．３±２．２で差が

みられ，女子に局在した身体違和感が多いことが認めら

れた．

疲労の自覚症状愁訴数と成績の関連については，学年

別にみると表６―１のとおりであり，各学年とも関連は

認めなかった．一方，疲労の自覚症状愁訴数と成績との

相関では，男子では有意な相関を示さなかったが，女子

はｒ＝－０．１８２（ｐ＜０．０１）で，疲労の自覚症状愁訴数

が多い者ほど成績が低いという負の相関関係が認められ

た．さらに，より細かくみるために分散分析を行ったと

ころ，表６―２が示すように，男子では疲労の自覚症状

愁訴数と評定との関連はみられなかったが，女子では愁

訴数が多いほど評定が低くなっており，愁訴数０～９個

の者（３４．０±６．４）に対して，１０～１９個の者（３２．０±６．４）

と２０～３０個の者（３０．５±７．７）の間に差がみられた．群

別の疲労の自覚症状愁訴数と９教科の評定を重回帰分析

したところ，男女ともに�群（注意集中の困難さ）に疲

労の自覚症状愁訴数が多いほど評定が低いという関連性

が認められた．�群で訴え率が３０％以上あった自覚症状

は，「いらいらする」「ちょっとしたことが思いだせない」

「気がちる」「考えがまとまらない」「物事に熱心になれ

ない」であった．

�．考 察

これまでにも中学生を対象とした生活習慣と自覚症状

との関連を検討した報告は多くなされているが，本調査

のように，学業成績と生活習慣，情報機器の使用時間と

自覚症状愁訴数との関連を検討したものはみられない．

学業成績には多くの要因が関与していると思われるが，

生活習慣や自覚症状との関連を検討することは，中学生

に基本的生活習慣を指導するための資料として重要であ

ると考える．

健康な生活を送るためには，適切なる休養と睡眠の確

保，栄養の摂取，運動の充足があげられる．神山１４）は

「睡眠不足は，学習力の低下・認知力の低下・いらいら

感の増強につながる」と述べていることから，本調査に

おいても，まず，休養と学業成績の関係を探ってみた．

男子では睡眠時間７～８時間の者が最も高い評定を得て

おり，睡眠時間がそれより短い者も長い者も，ともに評

定は低かった．これらの点から適度な睡眠時間は，学習

効果を高め学業成績を向上させていることが推察された．

一方，女子では睡眠時間と評定の関係は，一元配置分散

分析で有意差がみられなかった．

家庭での勉強時間と評定の関係では，各学年とも勉強

時間が１時間未満の者は，それ以上の者より評定が低い

ことから，１時間以上の勉強時間の確保は必要であろう．

女子は勉強時間が長いほど評定は高くなり，男子は勉強

時間が３時間以上になると逆に評定が下がっていた．男

子は３時間以上家庭で勉強している者が少なかったこと

もあるが，集中力の継続性といった点で性差があるのか

もしれない．筆者らはすでに，情報機器の長時間の使用

による夜型化と睡眠不足が自覚症状の訴え率を高め，家

庭での学習意欲の低下による学習時間の減少にもつな

がっている１）ことを報告している．本調査においても情

報機器の長時間の使用が，家庭での勉強時間を減少させ，

評定の低下に影響を及ぼしていることがうかがえた．情

報機器の使用については，使用時間が過度にならないこ

とや，気分をリフレッシュするための有効な利用方法な

どを考慮して，保健指導を行う必要があると考えられた．

日常の生活と学業成績の関係からみると，学校生活に

「満足していない」者やふだんの生活の中で「楽しみが

少ない」者，心身の不調で「学校を休みたい」と思った

日数や欠席日数が多い者ほど評定が低くなっており，学

校不適応の傾向が，睡眠や食生活，運動などの生活習慣

表６―１ 疲労の自覚症状愁訴数別９教科の平均評定 【学年別】

自覚症状愁訴数
１年（ｎ＝２１５） ２年（ｎ＝２１８） ３年（ｎ＝２１５）

人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定 人数 ％ 評定 SD 検定

０ ～ ９ １３４ ６２．６ ３１．６ ６．４

ns

１２１ ５６．６ ３１．２ ７．６

ns

１１３ ５２．５ ３１．６ ７．４

ns１０ ～ １９ ６３ ２９．４ ３１．８ ６．０ ７５ ３５．０ ２９．９ ７．５ ７３ ３４．０ ３０．６ ６．７

２０ ～ ３０ １７ ８．０ ２８．９ ６．３ １８ ８．４ ３０．６ ６．７ ２９ １３．５ ２９．４ ９．７

一元配置分散分析で，nsは有意差なし．

表６―２ 疲労の自覚症状愁訴数別９教科の平均評定【男女別】

自覚症状愁訴数
男 子 女 子

人 数 ％ 評 定 SD 検 定 人 数 ％ 評 定 SD 検 定

０ ～ ９ ２０４ ６３．１ ２９．４ ７．０

ns

１６４ ５１．２ ３４．０ ６．４

＊＊１０ ～ １９ ９１ ２８．２ ２９．０ ６．９ １２０ ３７．５ ３２．０ ６．４

２０ ～ ３０ ２８ ８．７ ２８．４ ８．１ ３６ １１．３ ３０．５ ７．７

一元配置分散分析で，＊＊：ｐ＜０．０１ 有意差あり．nsは有意差なし．
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とも相まって成績に影響を及ぼしていることが考えられ

た．特に，欠席日数と評定の関係では，学年が進むにつ

れて，欠席日数が多くなるほど評定が低くなっているた

め，１年生より注意を喚起していく必要があると思われ

た．また，筆者らは，健康状態が「不健康」と判別され

る者には，欠席日数が多い，心身の不調で学校を休みた

いと思うことがある，学校生活の満足度が低い，不安・

悩みが多いなど，学校生活に対しても不適応傾向を示す

者が多いことをすでに報告している１７）．このように学校

不適応の傾向と健康状態には密接な関連があるため，該

当する生徒が保健室を訪れた際には，ヘルスカウンセリ

ング等の個別指導をきめ細かく行う必要があると考える．

食事と学業成績の関連では，朝食や夕食を「毎日食べ

る」者が「食べない」者より評定が高かった．この理由

として，特に朝食には，体のリズムを整える，やる気と

集中力を出す，脳にエネルギーを補給するといった働き

があることがあげられる．また，朝食，昼食，夕食の１

日３度の規則正しい摂食は，健康面，（学習面）にも重

要な役割を果たしている１６）．一方，夜食・間食を「毎日

食べる」者や清涼飲料水を「毎日飲む」者は，それらを

毎日食べたり飲んだりしない者より評定が低かった．ク

ロス集計を行った結果，夜食・間食を食べる者は清涼飲

料水も飲む傾向がみられた．このことから，夜食・間食

や清涼飲料水による糖分摂取によって，空腹感を覚えず，

朝食，夕食摂取をはじめ，規則正しい食事の摂取が行わ

れていないこと，さらには清涼飲料水からの過剰な糖分

摂取によっていらいら感を増して，学習面に影響を及ぼ

しているという可能性も考えられる．

次に運動と学業成績の関係であるが，男子で「週３日

以上」運動している者は，「していない」者と比較して

評定が高かった．運動の効果として，体力の向上，心身

のバランスのとれた人間形成，疲労からの回復力の増加，

ストレス解消などがあげられる，との指摘がある１５）．部

活動と評定の関連では，２年生と３年生は「週３日以上」

活動している者の評定が，「していない」者に比較して

高かった．クロス集計を行ったところ，学校生活に満足

している者は部活動を行っていた．このことから，部活

動をすることがバランスのとれた学校生活を可能にし，

ひいては学習においてもよい影響を及ぼしているように

考えられた．

疲労の自覚症状と学業成績の学年別比較では，差は認

められなかった．女子は疲労の自覚症状愁訴数が多くな

るほど評定が低くなっていたが，男子は認められなかっ

た．保健室に不定愁訴を訴えてきた回数が多い者ほど評

定が低かった１１）ことと同様の結果であった．このことは，

女子は�群（眠気とだるさ）症状の訴えが１日を通して

高く維持されていたり，�群（局在した身体違和感）の

訴えが授業終了時に増加していたりする１８）ことが要因で

あると考えられる．このような疲労の自覚症状における

愁訴が，学校生活の中だけではなく帰宅後も続いていた

ことが，学習に悪影響を及ぼしているのかもしれない．

本調査の群別の疲労の自覚症状で多くみられた�群（眠

気とだるさ）の症状である「ねむい」「あくびがでる」「横

になりたい」などの症状を半数以上の者が訴えていたこ

とや，�群で１番多かった「いらいらする」といった訴

えを約４０％の生徒が持っていたことからも，睡眠時間の

不足や熟睡できないことが，学習効率の低下，ひいては

成績低下に関与しているのではないかと思われた．評定

と疲労の自覚症状（�群，�群，�群）の関係では，男

女とも�群（眠気とだるさ）や�群（局在した身体違和

感）より，�群（注意集中の困難さ）の症状が成績には

関係していた．学業成績に関与する疲労の自覚症状の種

類としては，身体の疲れに関する自覚症状より注意力や

集中力といった精神的なものの方が影響が強いようで

あった．

睡眠や食生活，運動などの生活習慣の乱れは心身の不

調に留まらず，成績にも関与しているということが本調

査の結果から明らかになった．思春期は心身ともに変化

の著しい時期である．基本的生活習慣が確立しているこ

とで，その時期の身体的な変化にも対応できる．心身の

健康が保障されてこそ，心の安定，学習意欲，向上心・

生きる力も培われる．しかし，往々にして生徒自身はも

ちろんのこと保護者や教師も成績には強い関心を示すが，

その根幹をなす健康教育には，なかなか関心を示さない．

規則正しい睡眠と目覚めのリズムを築き，質のよい睡

眠をとることが，発育・発達や健康の保持増進のために

は大切であり，規則正しい生活リズムの確立が心の健康

増進にも役立っていることが先行研究からも明らかにさ

れている１９）．また，学習指導要領においても，自らが健

康を管理し，健康な生活習慣を確立するための，実践力

と態度を育成することが示されており，その重要性は，

国民的健康づくり運動である「健康日本２１」の中でも，

生活の質の向上を実現するための健康づくりとして提言

されている．

本調査の結果から，心身の健康を維持増進することが

学力の向上とも深く関わっていることを，生徒のみなら

ず，保護者や教師も十分認識し，食事の摂取をはじめと

する生活習慣や情報機器の適切な使用についての生活指

導や保健指導を行い，学習効果を高める生活習慣を確立

する必要があると考える．

�．要 約

中学生６４８名を分析の対象として，生活習慣・疲労の

自覚症状と学業成績との相互の関連について検討した．

結果は以下のとおりである．

１）家庭での勉強時間と９教科の平均評定の関連では，

家庭での勉強時間が「１時間未満」の者は，「１時間

以上」の者に比較して９教科の平均評定が低くなって

いた．学習塾と評定の関連では，「週３日以上」学習

塾に通っている者は，「通っていない」者に比較して
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評定が高かった．

２）学校生活の満足度が高い者やふだんの生活の中で楽

しみが多い者ほど，９教科の平均評定が高くなってい

た．また，心身の不調で学校を休みたいと思ったこと

がない者や欠席日数が少ない者ほど９教科の平均評定

が高くなっていた．

３）食事と成績の関連では，朝食や夕食を「毎日食べる」

者が「食べない」者より９教科の平均評定が高かった．

夜食・間食を「毎日食べる」者や清涼飲料水を「毎日

飲む」者は，毎日食べたり飲んだりしない者より９教

科の平均評定が低かった．

４）部活動と評定の関連では，「週３日以上」活動して

いる者の９教科の平均評定が「していない」者に比較

して高かった．運動と９教科の平均評定の関連では，

男子は「週３日以上」運動している者は，「していな

い」者に比較して評定が高かった．

５）情報機器使用時間と成績の関連では，男子はゲーム

機，オーディオ，女子はテレビ，ゲーム機，オーディ

オ，携帯電話の使用時間が長い者が，９教科の平均評

定が低くなっていた．

６）疲労の自覚症状愁訴数と成績の関連は，男子では有

意差はみられなかったが，女子では，疲労の自覚症状

愁訴数が多い者ほど９教科の平均評定が低くなってい

た．

７）�群（眠気とだるさ），�群（注意集中の困難さ），

�群（局在した身体違和感）の疲労の自覚症状と９教

科の平均評定の関連では，男女ともに�群（注意集中

の困難さ）の愁訴数が多い者ほど評定が低かった．

これらのことから，学業成績を高めるためには運動，

睡眠，および食事の摂取・充足や情報機器の適切な使用

についての生活指導や保健指導を通して，中学生として

のしっかりとした生活習慣を確立させることが極めて重

要である．
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（資料１）

日常の生活と健康に関する調査

このアンケートは日常の生活と健康について調査するものです．結果はコンピュータで処理され，個人に迷惑

はかかりませんので，ご協力よろしくお願いいたします．回答はすべて選択式です．

（ ）年（ ）組（ ）番 性別（１．男 ２．女）

＊４月からのことを思い出して，それぞれの質問に答えてください．

�．学校のある日（月曜日から金曜日まで）のふだんの生活についてお聞きします．あてはまる番号に○をしてくだ

さい．

� 何時ごろ寝ていますか．

１．１０時以前 ２．１０～１１時 ３．１１～１２時 ４．１２～１時 ５．１時以後

� 何時ごろ起きていますか．

１．６時以前 ２．６～７時 ３．７～８時 ４．８時以後

� 睡眠時間は１日どのくらいですか．

１．６時間未満 ２．６～７時間 ３．７～８時間 ４．８～９時間 ５．９時間以上

� 朝食（ごはん，パン，おかずなど）を食べていますか．

１．ほとんど毎日食べる ２．週２～３日食べる ３．ほとんど食べない

� 学校給食（弁当等）を食べていますか．

１．全部食べる ２．少し残す ３．半分以上残す

� 夕食（ごはん，パン，おかずなど）を食べていますか．

１．ほとんど毎日食べる ２．週２～３日食べる ３．ほとんど食べない

� 夜食や間食（ごはん，めん類，パン，おかし類など）を食べていますか．

１．ほとんど毎日食べる ２．週２～３日食べる ３．ほとんど食べない

	 清涼飲料水（ペットボトル，パック，缶入りの飲み物）を飲んでいますか．（水やお茶は除きます）

１．ほとんど毎日飲む ２．週２～３日飲む ３．ほとんど飲まない


 家で勉強をどのくらいしていますか．（学校や学習塾の宿題を含みます）

１．１時間未満 ２．１～２時間 ３．２～３時間 ４．３～４時間 ５．４時間以上

� 学習塾（おけいこごとを含む）に行っていますか．

１．週３日以上行く ２．週１～２日行く ３．行っていない

� 学内での部活動やサークル活動（運動部・文化部）をしていますか．

１．週３日以上する ２．週１～２日する ３．ほとんどしていない


 学外での活動（スポーツやボランティアなど）をしていますか．

１．週３日以上する ２．週１～２日する ３．ほとんどしていない

� 運動・スポーツをしていますか．（体育の授業は除きます）

１．週３日以上する ２．週１～２日する ３．ほとんどしていない

�．学校のある日に，学校から帰って寝るまでにどんなことをして過ごすことが多いですか．あてはまるものに○を，

そうでないものには×を，（ ）の中につけてください．

� テレビ（ビデオ）を見る （ ） � テレビや・パソコンゲームをする（ ）

� 雑誌，漫画を読む （ ） � 友達との遊びやおしゃべり （ ）

� 勉強，読書をする （ ） � 塾や習い事へ行く （ ）

� 家族とのおしゃべりや家事の手伝い（ ） 	 何もしないでボーッとしている （ ）


 携帯電話，パソコンをする （ ） � 音楽を聞く （ ）

� その他 （ ）

�．あなたの家には，次の中で自分専用のものがありますか．ある場合は○を，ない場合は×を，（ ）の中につけ

てください．

� テレビ，ビデオ （ ） � ゲーム機（ ）

� 携帯電話 （ ） � パソコン（ ）

� オーディオ（MD，CD）（ ）
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�．学校のある日に，１日どれくらい使用しますか．あてはまる番号に○をしてください．

� テレビ，ビデオ

１．ほとんど使用しない ２．１時間未満 ３．１～２時間 ４．２～３時間 ５．３時間以上

� ゲーム機

１．ほとんど使用しない ２．１時間未満 ３．１～２時間 ４．２～３時間 ５．３時間以上

� 携帯電話（メール，ゲームを含む）

１．ほとんど使用しない ２．３０分未満 ３．３０分～１時間 ４．１時間～１時間３０分 ５．１時間３０分以上

� パソコン

１．ほとんど使用しない ２．１時間未満 ３．１～２時間 ４．２～３時間 ５．３時間以上

� オーディオ（MD，CD）

１．ほとんど使用しない ２．１時間未満 ３．１～２時間 ４．２～３時間 ５．３時間以上

�．楽しみについてお聞きします．あてはまる番号に○をしてください．

� ふだんの生活（学校生活や家庭生活，地域での生活など）の中で楽しみがありますか．

１．たくさんある ２．少しはある ３．ほとんどない

� 質問�で，１．または２．と答えた人は，どのような楽しみがありますか．

（〇はいくつでもかまいません）

１．友人との会話やおしゃべり ２．学内での部活動やサークル活動

３．学外での活動（スポーツやボランティアなど） ４．家族との会話やおしゃべり

５．趣味・娯楽（テレビゲーム・パソコンなどを含む） ６．塾・おけいこごと

７．その他

� 学校生活に満足していますか．

１．満足している ２．少しは満足している ３．ほとんど満足していない

�．ふだんの心身の健康についてお聞きします．あてはまる番号に○をしてください．

� 自分の健康についてどう思いますか．

１．健康である ２．まあ健康である ３．やや不健康である

� 朝の目覚めはどうですか．

１．よい ２．まあよい ３．あまりよくない

� 排便状況はどうですか．

１．１日１回はある ２．２～３日に１回はある ３．４～５日に１回はある

� 食欲はどうですか．

１．ある ２．少しある ３．あまりない

� 心身の不調（体調不良など）でどのくらい学校を欠席しましたか．

１．０回 ２．１回 ３．２回 ４．３回 ５．４回以上

� 心身の不調で学校を休みたいと思うことがありましたか．

１．週１～２日あった ２．月１～２日あった ３．ほとんどなかった

�．最近，次のようなことがよくありますか．ある場合には○を，ない場合は×を□の中につけてください．

１）頭がおもい １１）考えがまとまらない ２１）頭がいたい

２）全身がだるい １２）話をするのがいやになる ２２）肩がこる

３）足がだるい １３）いらいらする ２３）腰がいたい

４）あくびがでる １４）気がちる ２４）いき苦しい

５）頭がぼんやりする １５）物事に熱心になれない ２５）口がかわく

６）眠い １６）ちょっとしたことが思い出せない ２６）声がかすれる

７）目がつかれる １７）することに間違いが多くなる ２７）めまいがする

８）動作がぎこちない １８）物事が気になる ２８）まぶたや筋肉がピクピクする

９）足もとがたよりない １９）きちんとしていられない ２９）手足がふるえる

１０）横になりたい ２０）根気がなくなる ３０）気分がわるい

１７野々上ほか：中学生の生活習慣および自覚症状と学業成績に関する研究



Investigation into Children with Prader―Willi Syndrome,
Covering Their School Lives, Quality of Life
and Family Functioning of Their Mothers

Naohiro Hohashi＊１ Kyoko Kobayashi＊１ Akiko Takagi＊２

＊１Child and Family Health Nursing, Faculty of Health Sciences, Kobe University School of Medicine
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プラダー・ウィリー症候群児の学校生活，母親のQOLと家族機能

法 橋 尚 宏＊１，小 林 京 子＊１，高 木 亜希子＊２

＊１神戸大学医学部保健学科小児・家族看護学
＊２独立行政法人国立病院機構災害医療センター附属昭和の森看護学校

抄録：小・中・高校に就学しているプラダー・ウィリー症候群児（PWS児）の母親を対象として，自記式質
問紙調査を実施した．質問紙は，PWS児と家族の基本属性（PWS児の就学状況，PWSの症状，学校の理解など），

母親のQOLを評定するWHO QOL２６，家族全体の家族機能を評定するFeetham家族機能調査（FFFS）日本語版

�で構成し，９２名の有効回答を分析した．

PWS児の身体症状と非順応性行動の出現頻度は，養護学校就学児のほうが普通学校就学児よりも有意に高

かった．また，養護学校に就学しているPWS児の百分率をみると，小学生から中学生，高校生と上がるにつれ

て有意に高くなっていた．したがって，PWS児の症状の増悪が，普通学校から養護学校へ転校する要因のひと

つであると考えられた．

学校の理解については，いじめに対する理解は養護学校就学児よりも普通学校就学児のほうが有意に低かった

ので，とくに普通学校においてPWSへの理解を深めることが課題であろう．

PWS児の母親のQOLと家族機能には有意で中程度の相関が認められ，いずれも一般人口よりも低かった．母

親と家族全体に対する援助が必要であることが示唆された．家族機能の分野別に検討すると，母親のQOLはサ

ブシステム（家族との相互関係が強い家族外のシステム）における家族機能と有意で中程度の相関が認められた．

友人や親族などのサブシステムからの支援やピアサポートの充実は，母親のQOLに関係があると考えられた．

Abstract：A self―administered questionnaire was administered to mothers of Prader―Willi syndrome

（PWS）children attending school. The questionnaire consisted of demographic data（PWS children school at-

tendance situation, PWS characteristics, schools’understanding, etc.）; the WHO QOL２６, which assesses moth-

ers’quality of life（QOL）; and the Japanese version I of the Feetham Family Functioning Survey（FFFS）.

Ninety―two valid responses were analyzed.

The occurrence frequency of PWS children’s physical conditions and maladaptive behaviors was signifi-

cantly higher among students in schools for special needs education than among those in regular schools, and

the percentage of PWS children in schools for special needs education showed a significant increase from ele-

mentary school to middle school to high school. It is presumed that the worsening of PWS symptoms is one

reason for children’s transfer from regular schools to schools for special needs education.

As for schools’understanding, because understanding of bullying was significantly lower at regular schools

than at schools for special needs education, raising understanding of PWS stands out as a challenge for regu-

lar schools.

There was a significant and moderate correlation between mothers’QOL and family functioning, and both

were lower than those of the general population. These findings suggest that the mother and the whole fam-

ily require support. When family functioning is segmented by area, a significant and moderate correlation was

observed between mothers’QOL and family functioning in subsystems（systems outside the family closely re-

lated to it）. It is considered that the enhancement of help and peer support from friends, relatives, and other

subsystems is related to mothers’QOL.

Key words：Prader―Willi syndrome, school, mother, QOL, family functioning

プラダー・ウィリー症候群，学校，母親，QOL，家族機能
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�．Introduction

As health care has developed in recent years, home

care has been promoted１） but even with home―care―

engendered improvement in the quality of life（hereaf-

ter QOL）of sick children and children with special

needs, such children still require an education. Under-

standing of special education has been promoted.２）３）

However, caring at home for sick children or children

with special needs places a burden on family members,

causes stress, and leads to a decline in family function-

ing.４） The role of family members in transporting a

child to and from a school for special needs education

（abbreviated“special school” in the tables）and in

care after school and on holidays represents a major

burden.５） Therefore, it is necessary to improve family

members’QOL and enhance family functioning so that

sick children and children with special needs can con-

tinue to receive home care.

Prader―Willi syndrome（hereafter PWS）is caused

by a congenital chromosomal aberration.６） The main

symptoms vary with age, being hypotonia in infancy,

overeating and obesity in school age, and obesity―re-

lated complications in adolescence. Maladaptive behav-

iors（tantrums, stubbornness, self―injurious behavior,

etc.）, learning disability, and mental retardation be-

come marked from middle school age onward and

worsen with age.７）Therefore, it can be predicted that

the types of schools that PWS children attend will

vary with age, although the full picture remains un-

clear. What is clear is that families with PWS children

feel stress and experience difficulties.８）９）It has been re-

ported that mothers in particular bear a heavy physi-

cal, mental, and social burden.１０） However, mothers’

QOL and the functioning of the family as a whole have

not been examined.

Thus the present study, covering the mothers of

PWS children in school, sheds light on PWS children’s

school attendance, PWS characteristics, schools’under-

standing, mothers’QOL and family functioning. Fur-

thermore, it investigates the correlation between the

mother’s QOL and family functioning, with the aim of

making suggestions for supporting PWS children in

school and their families.

�．Participants and methods

１．Participants

In cooperation with the nationwide Association of

Parents with PWS Children,３７０mothers of PWS chil-

dren aged between １ and １８ years, and who were

members of the association, were asked to complete a

questionnaire. Only questionnaires returned by moth-

ers with PWS children in elementary, middle, or high

school were analyzed. The research, which took place

in April and May２００３, was conducted by a mail sur-

vey method using a self―administered questionnaire.

２．Structure of the self―administered question-

naire

１）Demographic data of PWS children and their fami-

lies

The self―administered questionnaire consisted of

questions about the demographic data of PWS children

and their families: family composition, ages, whether

the father and mother worked, the PWS child’s school

attendance, and whether family members transported

the PWS child to and from school.

２）PWS characteristics, schools’understanding

As for PWS characteristics and schools’understand-

ing, questionnaire items were adopted on the basis of a

preceding study of mothers of PWS children.１１） PWS

characteristics consisted of２４items in three areas:１１

physical conditions（hypotonia, overeating, obesity, dia-

betes, scoliosis, sleep apnea, short stature, eye disease,

dental caries, undescended testis, and mental retarda-

tion）; seven treatments （growth hormone therapy,

diet therapy, sex hormone therapy, exercise therapy,

insulin therapy, respiratory management, and drug

therapy including antipsychotic drugs）; six maladap-

tive behaviors（tantrums, stubbornness, theft, skin―

picking, overfriendliness, and officiousness）. Schools’

understanding consisted of three items in a single area:

understanding of diet therapy, understanding of PWS,

and understanding of bullying.

Respondents answered yes or no.“Yes”was one

point, and“no,”zero.“Item average”was calculated

by dividing total points for items in each area by the

number of items in the area（scores ranging from zero

to one point）.

３）Mothers’QOL

The WHO QOL２６１２）was used for assessing mothers’

QOL. This consisted of five domains, namely,“physical

domain”（seven items）,“psychological domain”（six）,

“social relationships（three）,“environment”（eight）,

and“QOL impression”（two items assessing overall

QOL）, for a total of２６items.

For each item respondents answered according to

the five―point Likert scale（scores ranging from one to

five points）, the higher the score, the better the QOL.

“Item average”was calculated by dividing total points

for items in each domain by the number of items in

１９
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the domain（scores ranging from one to five points）.

“Average QOL score”was the average score for the

２６items（scores ranging from one to five points）.

４）Family functioning

The Japanese version I of the Feetham Family

Functioning Survey（hereafter FFFS）１３） was used for

assessing family functioning. Based on the family eco-

logical model,１４）the FFFS allows a function assessment

not only of intrafamily relationships, but also of inter-

family relationships, including those with the subsys-

tem of society（acquaintances, relatives, and people

such as neighbors with whom the family has strong in-

terrelationships）and the broader society. Therefore, it

is regarded as appropriate for a comprehensive assess-

ment of family functioning of the families providing

home care for their children. FFFS was assessed by２５

multiple―choice questions and two open―ended ques-

tions. The multiple―choice questions comprised three

areas: １０ items covering“relationship between family

and family members,”eight items“relationship be-

tween family and subsystem,”and six items“relation-

ship between family and society.”（One of the２５items

did not belong to any area.）

Respondents answered according to the seven―point

Likert scale, and the d score, the family functioning

score, was calculated（scores ranging from zero to six

points）. The higher the d score, the lower the suffi-

ciency level of family functioning.“Total d score”was

the total of d scores for all ２５ items（scores ranging

from zero to１５０points）.“Item average”for d scores

was calculated by dividing total points for items in

each area by the number of items in the area（scores

ranging from one to seven points）. Open―ended ques-

tions were elicited for“the greatest difficulties”and

“the most helpful things.”

３．Statistical analysis

Statistical analysis was performed by using SPSS

１２．０ for Microsoft Windows（SPSS Inc.）. For inde-

pendent comparisons, the Mann―Whitney U test was

used to compare two groups, and the Kruskal―Wallis

test was used to compare three groups. Correlation be-

tween two variables was evaluated using the Spear-

man rank―order correlation coefficient. The chi―square

test was used to compare proportions across the

groups. If any of the expected frequencies were less

than or equal to five, Fisher’s exact test was used in-

stead of the chi―square test. The binomial test was

used to calculate the probability of two mutually exclu-

sive categories. By convention, p values less than０．０５

were considered statistically significant, whereas p val-

ues greater than ０．０５ but less than ０．１ were inter-

preted as indicating a trend toward significance. For

the correlation analysis, the absolute value of a correla-

tion coefficient greater than０．４was considered to rep-

resent a moderate correlation.

For the open―ended questions used for FFFS, cate-

gories were identified by using Berelson’s content

analysis,１５） and recording units classified by category

were calculated.

４．Ethical considerations

The Council of the Association of Parents approved

the present study after discussing the research plan.

Ethical considerations included mothers’participation

on a voluntary basis, the option not to participate in

the study, not having to answer questions they did not

want to answer, and being able to withdraw at any-

time during the study. The request for participation in

the study, the set of questionnaires, the explanation of

ethical considerations, and a small token of gratitude

were mailed to participants. The questionnaires were

returned only in case of agreement to participate. Af-

ter receiving the questionnaires, the data were filed by

code numbers to ensure anonymity.

�．Results

１．Demographic data of PWS children and

their families

Of３７０mothers,１５５（４１．９％）returned the question-

naire. Ninety―two of those mothers had PWS children

in elementary, middle, or high school, and became the

subject of analysis.

Table１gives the demographic data of PWS children

and families. The rate of PWS children being trans-

ported to and from school tended to be higher among

those attending schools for special needs education

than among those attending regular schools.

Table２shows PWS children by type of school they

attend. The PWS children comprised６０children in ele-

mentary school, １１ in middle school, and ２１ in high

school. Sixty―two attended regular schools and ３０

went to schools for special needs education. Significant

differences were observed among elementary school,

middle school, and high school students at schools for

special needs education. High school students had the

highest attendance.

Table３shows when PWS children began attending

schools for special needs education. Five of the six mid-

dle school students began attending schools for special

needs education from middle school, and１０ of the１８

high school students began attending from high school.
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２．PWS characteristics, schools’understand-

ing

Table ４ shows PWS characteristics by elementary,

middle, and high school. Segmented by the three areas,

significant differences were observed in“item aver-

age” for “physical conditions” and “treatments”

among elementary, middle, and high school students.

The“item average” for “physical conditions” was

highest for high school students. Also, when tested in

terms of the２４ items, significant differences were ob-

served in frequency of“overeating,”“obesity,”“diabe-

tes,”“growth hormone therapy,”and“exercise ther-

apy” among elementary school, middle school, and

high school students.

Table５shows PWS characteristics by type of school

attended. Segmented by the three areas, the“item av-

erage”for“physical conditions”and“maladaptive be-

haviors”was significantly higher among students in

schools for special needs education than among those

in regular schools. When tested in terms of the ２４

items disclosed that the frequency of“overeating,”

“obesity,”“diabetes,”“short stature,”“exercise ther-

apy,”“drug therapy,” and“tantrums” was signifi-

cantly higher among students in schools for special

needs education than among those in regular schools.

On the other hand, the frequency of“growth hormone

Table１ Demographic data of PWS children and families

n

PWS child’s age All １０．５±３．７years（ages６to１８） ７８

Children in regular schools ＊＊＊ ８．７±２．４years（ages６to１７） ５３

Children in special schools １４．４±３．１years（ages６to１８） ２５

Fathers’ages ４２．６±６．１years（ages３１to５６） ８７

Mothers’ages ４０．６±５．１years（ages３１to５４） ９１

Fathers’employment rate １００％（８８of８８families）

Mothers’employment rate ５４．３％（５０of９２families）

Family structure Nuclear families ６２families（６７．４％）

Extended families ３０families（３２．６％）

Family size ４．７±１．２persons（２to７persons） ９０

Number of children（including PWS children） ２．３±０．８children（１to４children）９１

Rate of families transporting All ４６．２％（４２of９１families）

children to／from school Children in regular schools △ ３９．３％（２４of６１families）

Children in special schools ６０．０％（１８of３０families）

n＝９２（Cases with incomplete data are excluded.）, △p＜０．１, ＊＊＊p＜０．００１（Mann―Whitney U test, chi―square test）

Table２ PWS children by type of school

Regular school Special school Total

All ６２（６７．４） ３０（３２．６） ９２（１００）

Elementary school ５５（９１．７） ５（８．３） ６０（１００）

＊＊

Middle school ＊＊＊ ５（４５．５） ６（５４．５） １１（１００）

＊

High school ２（９．５） １９（９０．５） ２１（１００）

n＝９２, number（％）
＊p＜０．０５, ＊＊p＜０．０１, ＊＊＊p＜０．００１, chi―square test（Fisher’s exact test）

Table３ Period PWS children began attending a special school

From elementary school From middle school From high school Total

All ６（２０．７） １３（４４．８） １０（３４．５） ２９（１００）

Elementary school pupils ５（１００ ） ― ― ５（１００）

Middle school students １（１６．７） ５（８３．３） ― ６（１００）

High school students ０（ ０ ） ８（４４．４） １０（５５．６） １８（１００）

n＝２９, number（％）
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therapy”was significantly higher among students in

regular schools than among those in schools for special

needs education.

Table ６ shows schools’understanding by type of

school attended. Segmented by the three items, the

frequency of“understanding of bullying”was signifi-

cantly lower at regular schools than at schools for spe-

cial needs education.

３．Mothers’QOL, family functioning

Tables７and８show mothers’QOL scores and fam-

ily functioning scores, respectively. “Average QOL

score”for all mothers’WHO QOL２６was３．００, and the

Table４ PWS characteristics by elementary, middle, and high school

Elementary school pupils Middle school students High school students p

Physical conditions（１１items）§ ０．３８±０．１６ ０．４４±０．１４ ０．４８±０．１５ ＊

Overeating ３１（５１．７） ９（８１．８） １６（７６．２） ＊

Obesity ３３（５５．０） １０（９０．９） １９（９０．５） ＊

Diabetes １（１．７） １（９．１） ７（３３．３） ＊＊

Treatments（７items）§ ０．１４±０．１１ ０．２４±０．０９ ０．１８±０．１３ ＊

Growth hormone ２７（４５．０） ５（４５．５） ３（１４．３） ＊

Sex hormone １（１．７） １（９．１） ３（１４．３） △

Exercise ２（３．３） ２（１８．２） ４（１９．０） ＊

Drugs １（１．７） ２（１８．２） ２（９．５） △

Maladaptive behaviors（６items）§ ０．４２±０．２１ ０．５１±０．１６ ０．４９±０．１９ n.s.

n＝９２（６０elementary schoolchildren,１１middle school,２１high school）, △p＜０．１, ＊p＜０．０５, ＊＊p＜０．０１, n.s.: not significant
§Item average: mean±SD, Kruskal―Wallis test

Occurrence frequency: observed frequency of“yes,”（％）, chi―square test（Fisher’s exact test）, only items where the p―

value is ＜０．１are recorded.

Table５ PWS characteristics by type of school

Children in regular schools Children in special schools p

Physical conditions（１１items）§ ０．３８±０．１６ ０．４７±０．１４ ＊

Overeating ３１（５０．０） ２５（８３．３） ＊＊

Obesity ３６（５８．１） ２６（８６．７） ＊＊

Diabetes ２（３．２） ７（２３．３） ＊＊

Short stature ２９（４６．８） ２５（８３．３） ＊＊

Treatments（７items）§ ０．１６±０．１２ ０．１７±０．１２ n.s.

Growth hormone ３０（４８．４） ５（１６．７） ＊

Exercise １（１．６） ７（２３．３） ＊＊

Drugs １（１．６） ４（１３．３） ＊

Maladaptive behaviors（６items）§ ０．４１±０．２０ ０．５２±０．１７ ＊＊

Tantrums ３１（５０．０） ２３（７６．７） ＊

n＝９２（６２children in regular schools,３０in special schools）, ＊p＜０．０５, ＊＊p＜０．０１, n.s.: not significant
§Item average: mean±SD, Mann―Whitney U test

Occurrence frequency: observed frequency of“yes,”（％）, chi―square test（Fisher’s exact test）, only items where the p―

value is ＜０．１are recorded.

Table６ Schools’understanding by type of school

Children in regular schools Children in special schools p

Schools’understanding（３items）§ ０．７５±０．２６ ０．６８±０．２１ n.s.

Diet therapy ５１（９１．１） ２７（１００ ） △

PWS ４４（８０．０） １８（６９．２） n.s.

Bullying ２５（４３．９） １８（６９．２） ＊＊

n＝９２（６２children in regular schools,３０in special schools）, △p＜０．１, ＊＊p＜０．０１, n.s.: not significant
§Item average: mean±SD, Mann―Whitney U test

Occurrence frequency: observed frequency of“yes,”（％）, chi―square test（binomial test）, only items where the p―value is

＜０．１are recorded.
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Table７ Mothers’QOL by PWS children school attendance situation

Item

average

Average QOL score

Physical

domain

Psychological

domain

Social

relationships
Environment

QOL

impression

All ３．００±０．４７ ３．２７±０．５６ ２．４７±０．４９ ３．２３±０．６０ ３．１０±０．５７ ３．０１±０．６５

Elementary school pupils ３．０４±０．５１ ３．２９±０．５６ ２．５１±０．５４ ３．３０±０．６７ ３．１５±０．６０ ３．０６±０．６８

Middle school students ２．８４±０．４５ ３．１４±０．６９ ２．３５±０．３１ ３．１０±０．５５ ２．８３±０．５４ ２．７０±０．６３

High school students ２．９８±０．３３ ３．２７±０．５２ ２．４４±０．４０ ３．１１±０．３７ ３．０７±０．４８ ３．００±０．５５

Children in regular schools ３．０５±０．４８ ３．３２±０．５４ ２．５１±０．５３ ３．２７±０．６３ ３．１６±０．５８ ３．０８±０．６４

Children in special schools ２．９０±０．４２ ３．１７±０．６０ ２．４１±０．４０ ３．１５±０．５３ ２．９６±０．５２ ２．８６±０．６４

n＝９２（６０children in elementary school,１１in middle school,２１in high school;６２children in regular schools,３０ in special

schools）, mean±SD

There were no significant differences among elementary, middle, and high school children or between children in regular

and special schools（Kruskal―Wallis test, Mann―Whitney U test）.

Table８ Family functioning by PWS children school attendance situation（FFFS d score）

Total d score

Item average

Relationship with

family members

Relationship with

subsystem

Relationship with

society

All ３２．６９±１４．７１ １．３９±０．７９ １．３１±０．８１ １．２０±０．８１

Elementary school pupils ３２．１０±１３．３９ １．３９±０．７７ １．３１±０．７３ １．１９±０．８２

Middle school students ２９．８９±２０．５９ １．４２±１．０６ １．２８±１．１３ ０．７６±０．４８

High school students ３６．０５±１４．８５ １．５０±０．８６ １．３５±０．８８ １．４６±０．８６

Children in regular schools ３２．００±１３．１５ １．３９±０．７９ １．２８±０．７３ １．１８±０．８０

Children in special schools ３４．１３±１７．６９ １．４６±０．９０ １．３８±０．９６ １．２３±０．８５

n＝９１（６０children in elementary school,１１in middle school,２０in high school;６２children in regular schools,２９ in special

schools）, mean±SD

There were no significant differences among elementary, middle, and high school children or between children in regular

and special schools（Kruskal―Wallis test, Mann―Whitney U test）.

Table９ Correlation between mothers’QOL and family functioning

Average

QOL

score

Item average

Physical

domain

Psycho-

logical

domain

Social

relation-

ship

Environ-

ment

QOL

impres-

sion

Total d score

All －０．５０＊＊ －０．４３＊＊ －０．４５＊＊ －０．３６＊＊ －０．４２＊＊ －０．３６＊＊

Children in regular schools －０．５１＊＊ －０．４２＊＊ －０．４３＊＊ －０．２８＊ －０．４４＊＊ －０．５１＊＊

Children in special schools －０．５０＊＊ －０．４８＊＊ －０．４９＊＊ －０．５３＊＊ －０．４０＊＊ －０．１１

Item

average

Relationship

with family

members

All －０．３０＊＊ －０．１３ －０．２４＊ －０．３１＊＊ －０．２５＊ －０．２７＊

Children in regular schools －０．２９＊ －０．１０ －０．１６ －０．２０ －０．２３ －０．４１＊＊

Children in special schools －０．３４ －０．２３ －０．４０＊ －０．５３＊＊ －０．２６ －０．０２

Relationship

with subsys-

tem

All －０．５０＊＊ －０．５０＊＊ －０．５０＊＊ －０．３５＊＊ －０．３９＊＊ －０．２５＊

Children in regular schools －０．５２＊＊ －０．５０＊＊ －０．５６＊＊ －０．３６＊＊ －０．３９＊＊ －０．３８＊＊

Children in special schools －０．４１＊ －０．４３＊ －０．４０＊ －０．３２ －０．３９＊ －０．０２

Relationship

with society

All －０．３５＊＊ －０．３８＊＊ －０．３４＊＊ －０．０８ －０．２９＊＊ －０．２５＊

Children in regular schools －０．３８＊＊ －０．４２＊＊ －０．３６＊＊ －０．０４ －０．３３＊ －０．３１＊

Children in special schools －０．２４ －０．２７ －０．２６ －０．１５ －０．１９ －０．１０

n＝９１（６２children in regular schools,２９in special schools）
＊p＜０．０５, ＊＊p＜０．０１（Spearman rank―order correlation coefficient）
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FFFS’s“total d score”was３２．６９. No significant differ-

ences were observed in either“average QOL score”or

“total d score”among PWS children in elementary,

middle, and high school. Similarly, no significant differ-

ences were observed in“average QOL score”and“to-

tal d score”between PWS children in schools for spe-

cial needs education and in regular schools.

Table ９ shows the correlation coefficient between

mothers’QOL scores and family functioning scores.

There were significant and moderate correlations be-

tween“average QOL score”and“total d score”for all

mothers, for mothers of PWS children in regular

schools, and for mothers of PWS children in schools for

special needs education. Also, a significant and moder-

ate correlation was found between all mothers’“aver-

age QOL score”and the“item average”for d score for

“relationship between family and subsystem.”There

was a significant and moderate correlation between all

mothers’“total d score”and, respectively,“item aver-

age”of“physical domain,”“psychological domain,”and

“environment.”

４．“The greatest difficulties”and“the most

helpful things”

The results of content analysis of the FFFS open―

ended questions are respectively shown in the top five

items in Table１０. Many mothers cited“coping with a

PWS child’s physical symptoms”and“lack of time”as

“the greatest difficulties,”and“cooperation and sup-

port from family”and“cooperation and support from

friends”as“the most helpful things.”

�．Discussion

１．PWS characteristics

The occurrence frequency of PWS characteristics

（physical conditions, maladaptive behaviors）was sig-

nificantly higher among students in schools for special

needs education than among those in regular schools.

As for the percentage of PWS children in schools for

special needs education, it significantly increased from

elementary school to middle school to high school.

Therefore, it is presumed that worsening of PWS

symptoms is one reason for transferring from a regu-

lar school to a school for special needs education. A

preceding study１６） reports that parents of school―age

children with chronic disease continually cudgel their

brains trying to place their children in a suitable

school. The PWS children in the present study trans-

ferred from regular middle and high schools to schools

for special needs education, and it is presumed that

transfer students with PWS and their families experi-

ence difficulties. Because of reports that the families of

children with special needs feel secure when they can

receive constant healthcare,１７） coordination between

schools is especially needed at the time of transfer.

When the occurrence frequencies of physical condi-

tions of PWS among elementary, middle and high

school were compared, the highest rate was found in

high school. This corresponds with the fact that symp-

toms appear from age three to five and have the char-

acteristic of worsening with age.７）１８） Mothers most

often cited“coping with a PWS child’s physical symp-

toms”as the greatest difficulties, and difficulties for

families arising from worsening PWS symptoms are

expected. In particular, because the rate of transport-

ing PWS children to and from school by family mem-

bers tends to be higher for children in schools for spe-

cial needs education than for those in regular schools,

it is thought that the families of the former bear a

heavier burden.

The frequency of growth hormone therapy was sig-

nificantly higher among students at regular schools

than among those at schools for special needs educa-

tion. Growth hormone therapy is effective not only for

short stature but also for building muscles and reduc-

ing obesity.１９） The significantly higher rates of short

stature and obesity among children at schools for spe-

cial needs education are possibly related to the fre-

quency of use of growth hormone therapy.

Table１０ Top five“greatest difficulties”and“most help-

ful things”（FFFS）

The greatest difficulties（n＝７３, number of recorded units,

１０２）

Coping with PWS children’s physical symptoms ３３（３２．４）

Lack of time １１（１０．５）

Insufficient financial resources ９（８．８）

Relationship with family members ９（８．８）

No cooperative resources ９（８．８）

The most helpful things（n＝７２, number of recorded units,

８６）

Cooperation and support from family ３６（４１．９）

Cooperation and support from friends １１（１２．８）

Presence of family １０（１１．６）

Presence of children, smiling faces １０（１１．６）

People who understand PWS ５（５．８）

number of recorded units（％）（Berelson’s content analy-

sis）
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２．Schools’understanding

Regular schools demonstrated significantly less un-

derstanding of bullying, one of three items measuring

schools’understanding, than did schools for special

needs education. Fostering greater understanding of

PWS and reinforcing coordination between homeroom

teachers and school nurses are future challenges for

regular schools. Overeating, obesity, and tantrums, all

of which are PWS symptoms among students at

schools for special needs education, are found among

approximately half of students at regular schools

（５０．０％, ５８．１％, ５０．０％, respectively）, and it is pre-

sumed these symptoms are leading to bullying of PWS

children. It is necessary to take precautions that these

PWS―specific symptoms are understood by the people

around the students and that misunderstanding does

not lead to inappropriate involvement. Hopefully or-

ganic cooperation between medical institutions and

educational institutions will result in recommenda-

tions２０）for the need for support of school life（including

the PWS children’s and their families’health）in the

areas of comprehensive health and medical care, social

welfare, and education.

３．Mothers’QOL and family functioning

In the present study mothers’“average QOL score”

for the WHO QOL２６was３．０, below cancer patients’

score of ３．３９２１） and the general population’s score of

３．２９,２２） and was the same as the score of ３．０ for

women giving home care.２３） Also, the FFFS total d

score of ３２．６９was higher than the score of mothers

with healthy children, ２８．９.２４） Furthermore, when the

mothers’QOL and family functions were segmented

by three groups in accordance with the children’s

school attendance situation, no significant differences

were observed, with resulting low scores in all cases.

This is considered to indicate that the QOL and family

functions of mothers of PWS children remains at a

chronically low level.

Moreover, no significant difference was found in“av-

erage QOL score”and“total d score”between moth-

ers of PWS children in regular schools and in schools

for special needs education. It is suggested that irre-

spective of the type of school PWS children attend the

QOL of mothers of PWS children receiving home care

and family functioning are in decline.

A significant and moderate correlation was found

between“average QOL score”and“total d score,”

making it evident a relationship exists between QOL

and family functioning. Namely, in families with PWS

children receiving home care, the QOL of the mother,

a specific member of the family, and the functioning of

the whole family affected each other, with indications

both had declined. This suggests that the mother and

the entire family require support.

Since, when segmented by the areas of family func-

tioning, a significant and moderate correlation between

“average QOL score”and“relationship between fam-

ily and subsystem”was found, support from subsys-

tems（friends, relatives, neighbors, etc.）was believed

to be related to mothers’QOL; however, further re-

search will be needed to clarify the causal relationship

between mothers’QOL and family functioning. Studies

of mothers of children with special needs have re-

ported that in the absence of peer support, tenuous so-

cial interaction with mother and child places a more

subjective burden on the mother.２５）“Friends’coopera-

tion and support”are the mother’s two greatest helps.

Therefore, the enhancement of assistance through

peer support is required for improving mothers’QOL

and family functioning. Also, it seems necessary to cre-

ate a system in support of an environment for increas-

ing schools’and communities’understanding of PWS,

and fostering school nurses and public health nurses

capable of providing continuous counseling.

４．The limitations of this study

This study has disclosed the actual conditions of

mothers’QOL and family functioning for different con-

ditions of school attendance by PWS children but does

not investigate how they change over time. In particu-

lar, it would be desirable to measure mothers’QOL

and family functioning before and after PWS children

move on to higher education or transfer from a regu-

lar school to a school for special needs education. This

would allow families to select the most suitable school

for PWS children.

The QOL of mothers of PWS children and family

functioning are related, and it is suggested that both

are in decline. But because the present study did not

investigate the causal relation or influencing factors,

these will need to be examined in the future.
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�．緒 言

２００６年４月から５月にかけて，茨城県と千葉県の学校

で麻疹の集団感染が発生した１）．千葉市における麻疹症

例報告数は１２８名あり，その３３％は高校生であった．小

学校でも集団発生が見られ，大学においても１１名が麻疹

を発症した．しかし，乳幼児での集団発生はみられな

かったという２）．２００７年４月には東京都と埼玉県で麻疹

の流行があり，小児だけでなく高校生と成人にも感染が

認められた．さらに，５月には大阪の大学で感染が確認

され，休講が相次いだ．このように，近年，青年期や成

人での発生が報告されるなど，子どもの病気という麻疹

のイメージが変わりつつある．しかし重篤性は，現代に

おいてもかわりがない．入院患者の症状を比較した高

山３）は，成人の症状は小児とほぼ同等ないしやや重症で

あったと言っている．また岡田は４），麻疹の経過中にお

こる一過性の強い免疫抑制が，幼児では２週間以内であ

るのに，成人の初感染ではおよそ半年と遅延すると言っ

ている．不顕性感染はほとんどなく，罹患すれば治療は

対症療法のみで，ワクチン以外には有効な予防方法がな

鳴門教育大学の学部学生と大学院生における
麻疹と風疹の抗体保有状況

斎 藤 広 美＊１，廣 瀬 政 雄＊２

＊１立命館小学校
＊２鳴門教育大学，心身健康研究教育センター

Measles or Rubella Immunization State in the Students of the Undergraduate and
Graduate Schools at Naruto University of Education

Hiromi Saitou＊１ Masao Hirose＊２

＊１Ritsumeikan Elementary School
＊２Research, Education, and Management Center of Mental and Physical Health, Naruto University of Education

The purpose of this research was to investigate immunization state of measles or rubella in the students of

university of education. This study involved１２５０first year students（５２４men and７２６women）of the under-

graduate and graduate schools who entered from２００３to２００７at Naruto University of Education. The sub-

jects’ages ranged from１８to５８. Measles antibody was measured in both male and female students in con-

trast to the rubella antibody in only female students. Past history of infection and vaccination was asked in

paper questionnaire. These students signed an agreement regarding their participation. In２００３, the suscepti-

bility of contracting measles was measured by the serum antibody titer using HI method（hemagglutination

inhibition test）, and it was measured by the HI method plus the IgG antibody examination by EIA（Enzyme―

linked Immunosorbent Assay）in the undergraduate students from２００４to２００７.

The results surprisingly showed that a high antibody negative rate exists in３６．７％ out of１２５０students by

the HI method and it increased in the younger generations. The antibody negative rate in EIA method was

as high as８．９％ in the６５３students. Above all, negative rate showed the highest score of２１．９％ in１９８７th

birth group. This may account for the beginning of increase of the adolescence without measles antibody.

The antibody of rubella was measured by the HI method, which showed a６．３％ of negative rate in all６０２

female students. The ratio of the students with negative rubella antibody was correlated with the percentage

of the students who had not received rubella vaccination. There was no difference in antibody negative rate

between generations.

As it has been thought that people had a lifelong immunity if they contacted measles or rubella once（or

had the vaccination）, no attention have been paid to the dangers of these childhood infectious diseases. How-

ever, the results of this study in addition to the recent prevalence of childhood infectious disease in adults or

adolescence indicate that it is necessary to periodically check antibody levels since school is a group environ-

ment where infection could spread easily.

Key words：measles, rubella, antibody, HI, EIA

麻疹，風疹，抗体，HI法，EIA法
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い．

一方，風疹は麻疹と比べて軽微な感染症である．しか

し妊娠初期の女性が罹患すると，胎児に先天性風疹症候

群（congenital rubella syndrome, CRS）を生じる場合

があるため侮れない．わが国では１９７７年以来，女子中学

生に対して風疹ワクチンの接種が行われてきた．しかし，

１９９４年に予防接種法が改正され，風疹ワクチン接種対象

者が生後１２―９０ケ月の小児へと変更された．この時，小

学校の中高学年生に対する経過措置として，中学生相当

年齢でワクチンを受ける機会が設けられたものの，その

措置を知る人は少なかった．この法律改正から１２年が経

過し，当時小学生であった子どもたちが長じて，妊娠可

能年齢となっている．予想されたように，経過措置対象

者の予防接種率は低く，従って抗体を持たない者が多く，

妊娠初期に風疹に罹患することで再びCRSが増えるので

はないかと危惧されていた．実際，２００４年には風疹の地

域的な小流行によって，１０例のCRSが報告された．１９９９

年からのCRSの報告が毎年１例程度であったことを考え

ると，２００４年の急増は危惧が現実となったものと言えよ

う．

成人における麻疹や風疹の感染が報告されるように

なって，ウイルスと接する機会の多い病院職員，医学部

学生，あるいは看護学部学生などハイリスク者の感受性

が研究されている．しかし，本研究のような学校の教職

員や一般の学生を対象とした調査は著者らが知る限りま

だ少ない５）６）．学校へウイルスが持ち込まれた場合は，集

団発生になりやすく，そこで働く教職員や学生は自ら感

染するだけでなく，子どもたちに感染を広めてしまう危

険性もはらんでいる．そこで我々は，鳴門教育大学の学

部生と現職教員を含む大学院生の麻疹と風疹に対する抗

体保有状況を明らかにすることを目的に研究を行った．

１．研究対象

麻疹においては，２００３年から２００７年にかけて鳴門教育

大学学校教育学部または学校教育研究科（大学院）に入

学した学生のうち，書面にて研究への同意の得られた

１，２５０名，（男性５２４名，女性７２６名）を対象とした．

対象者の出生年は１９４５年から１９８８年まで幅広く分布し

ていた．そこで，対象者をワクチン接種制度により３群

に分けた．麻疹ワクチンが任意接種として一般に使用さ

れたのは１９６６年である．それ以前の１９４５年から１９６５年に

出生した人々は麻疹ワクチンが無かったため，彼らを

「無ワクチン世代」と呼ぶこととした．１９６６年から１９７７

年までは任意接種であり，希望者にワクチンが接種され

ている．そこでこの世代を「任意接種世代」とした．１９７８

年１０月以降，麻疹ワクチンが定期接種となったことから，

１９７８年から１９８８年に出生した世代を「定期接種世代」と

した．生年は年度によって分類し，その年の４月１日か

ら翌年の３月３１日までを含めた．

風疹においては，２００３年から２００７年にかけて鳴門教育

大学学校教育学部または学校教育研究科に入学した学生

のうち，書面にて研究への同意の得られた女子学生６０２

名を対象とした．

一方，風疹も政策によって，調査対象者を生年代別に

以下の３群に分類して比較した．風疹ワクチンを受けて

いない１９４５―１９６１出生群，中学生で風疹ワクチンを受け

た１９６２―１９７８出生群および経過措置下に置かれた１９７９―

１９８８出生群に分類した．

２．研究方法

麻疹と風疹の感受性検査はHI法（Hemagglutination

Inhibition Test，赤血球凝集抑制試験）により行い，末

梢血の抗体価を測定した．カットオフは２３未満とし，抗

体価２３未満の者を仮にHI抗体陰性者とよぶこととした．

２００３年は全対象者にHI法のみを行った．２００４年から

２００７年には，学部１年生の麻疹HI抗体陰性者に対して

EIA法（Enzyme―linked Immunosorbent Assay，酵素

抗体法）IgG抗体検査を追加した．２．０未満を陰性，２．０

以上４．０未満を擬陽性および４．０以上を陽性とした．２００５

年度から２００７年度は採血後すぐ両方の抗体検査を行った

が，２００４年度はHI検査の後凍結保存しておいた血清を

用いて，２００７年にIgG抗体検査を行った．抗体価の測定

は，�四国中検徳島検査所に依頼した．麻疹抗体は男女

学生に行い，風疹抗体は女子学生のみに実施した．

麻疹と風疹に対する罹患歴とワクチン歴は調査用紙に

よって行った．記載にあたっては保護者に尋ねるか，母

子手帳の記録を確認してもらうなどして，正確な情報と

なるよう努めた．有意差検定はχ２検定を用い，期待値

が５以下の場合はFisherの直接確率法を用いて，０．０１を

有意水準とした．

�．結 果

１．麻 疹

麻疹のHI抗体は１，２５０名（男性５２４名，女性７２６名）を

対象に調査した．抗体価は２３未満をピークとする単峰性

で，右肩下がりの分布を示した．平均値は２２．６４，標準偏

差は２２．２３であった．陰性率は３６．７％（４５９／１，２５０）で，男

女間や年齢による差は認められなかった．

異なる政策下に置かれた各世代の麻疹罹患率と予防接

種率をみると，若い世代ほどワクチンの接種率が高く罹

図１ 生年代別麻疹HI抗体陰性率

２８ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



患率が低い傾向を示している．図１にそれぞれの世代の

HI抗体陰性者の割合を示した．無ワクチン世代２４．８％

（３７／１４９），任意接種世代２７．４％（３７／１３５）および定期

接種世代３９．９％（３８５／９６６）であり，HI抗体陰性者は定

期接種世代において有意に多く，無ワクチン世代では少

ないことが明らかになった（Ｐ＜０．０１）．

血中HI抗体検査は，感染防御能を反映する信頼性の

高い測定方法として古くから用いられている．しかし麻

疹の抗体価測定においては感度が低いという欠点が指摘

されている７）８）．そこで本研究では２００４年から，HI抗体

陰性率が高い学部生を中心に，抗体陰性者に対して，

EIA法IgG抗体検査を追加した．対象者６５３名を生年度で

分類し比較すると，図２の結果が得られた．１９４６年から

１９８１年度生まれの８０人のなかには，IgG抗体陰性者はい

なかった．しかし，１９８２年度５．３％（１／１９）と出現し始

め，１９８７年に１３．５％（１３／９６）と急増した．ワクチン接

種対象となる陰性者と擬陽性者の合計をみると，１９８２年

５．３％（１／１９），１９８３年９．３％（５／５４），１９８４年５．０％（５／

９９），１９８５年６．８％（７／１０３），１９８６年９．１％（１０／１１０），

１９８７年２１．９％（２１／９６）および１９８８年９．８％（９／９２）で

あり，統計学的有意差は認められなかった．

用紙調査において，罹患歴とワクチン歴の有無を回答

した４１９名を４群に分類して，HI抗体陰性率との関係を

分析し，図３に示した．ワクチンの有無にかかわらず，

「罹患なし」群でのHI抗体陰性率は「罹患あり」群よ

りも高い傾向を示したが，統計学的有意差は認められな

かった．

罹患歴とワクチン歴の有無を回答し，かつIgG抗体検

査を受けた１７９名を同様に分析すると，図４の結果が得

られた．ワクチン接種対象となる陰性者と擬陽性者の割

合が一番高かったのは，「罹患なしワクチンなし」１７．１％

（７／４１）であった．次いで「罹患なしワクチンあり」

９．５％（１１／１１６），「罹患ありワクチンなし」５．９％（１／１７），

「罹患ありワクチンあり」で０％（０／５）と低下傾向

を示したが，統計学的有意差は認められなかった．注目

すべきことに，ワクチンを受けた者や感染歴のある者に

も抗体価の低い者や抗体陰性者が存在することが明らか

になった．

２．風 疹

風疹のHI抗体は女性のみの６０２名を対象に調査した．

抗体価は１：２５倍をピークとする単峰性で，ほぼ左右対

称の分布を示した．平均値は２６．００，標準偏差は２２．１２であっ

た．風疹のHI抗体陰性率は６．３％（３８／６０２）であり，陰

性率と年齢との間には有意な関係は認められなかった．

用紙調査において罹患歴とワクチン歴の有無を回答し

た２４４名について，HI抗体陰性率との関係を分析したと

図２ 麻疹IgG抗体保有率

図３ 麻疹履歴別HI抗体陰性率

図４ 麻疹履歴別IgG抗体保有率

＊ｐ＜０．０１（Fisherの直接確率法による）

図５ 風疹履歴別HI抗体陰性率

２９斎藤ほか：鳴門教育大学の学部学生と大学院生における麻疹と風疹の抗体保有状況



ころ，図５の結果となった．「罹患なしワクチンなし」

２１．７％（１０／４６）と「罹患ありワクチンあり」２．５％（１／

４０）および，「罹患なしワクチンあり」５．０％（６／１２０）

の間には有意差が認められた（ｐ＜０．０１）．

対象を風疹政策によって，風疹ワクチンが認可される

以前の１９４５―１９６１出生群，中学生で風疹ワクチンを受け

た１９６２―１９７８出生群，および経過措置下におかれた

１９７９―１９８８出生群の３群に分けてHI抗体陰性率を比較

した．各々のHI抗体陰性率は１９４５―１９６１出生群７．７％

（３／３９），１９６２―１９７８出生群４．０％（４／９９）および１９７９―

１９８８出生群６．７％（３１／４６４）であり，生年代による違い

は認められなかった．

予防接種の有無を回答した３１５名の各年代別予防接種

率は，１９４５―１９６１出生群６６．７％（１２／１８），１９６２―１９７８出

生群７０．８％（３４／４８），および１９７９―１９８８出生群７２．３％

（１８０／２４９）であり，各群の間に大きな違いは認められ

なかった．また１９７９―１９８８出生群のうち，中学生相当年

齢である１２歳以上１６歳未満で接種を受けたのは６０．６％

（５７／９４）であった．

�．考 察

麻疹において本研究で明らかにしたことは，麻疹HI

抗体陰性率が生年代が下るに従って増加したこと，１９８２

年以降に生まれた者で麻疹IgG抗体陰性者と擬陽性者が

確認され，特に１９８７年生まれの者で急増し２１．９％を占め

たこと，また罹患歴またはワクチン歴のある者でも抗体

陰性者が存在するということである．

本研究で得られた，麻疹HI抗体陰性者が定期予防接

種を受けた世代において多く，予防接種を受けなかった

世代に少ないという結果は，他の研究者の報告にもみら

れる．中山らによる都内私立小学校児童の調査において

も，１９９０年以前には９０％以上あったHI抗体陽性率は

１９９９年に４０％前後と，検査時期が下がるに従い低下して

いた９）．医学部学生の麻疹HI抗体価を測定した前田らの

研究においても，１９８５年と１９９８年を比べると，後者で

HI抗体価の低い者と陰性者の割合が増加していたとい

う１０）．EIA法を用いた渡辺らの調査でも，１９６５年以前に

生まれた者の抗体陰性率（IgG４．０未満）が０％であっ

たのに対して，１９６６―１９７７年に生まれた者では２．８％に，

１９７８―１９８２年では７．６％に増加したという１１）．前述した

ようにHI法はIgG法と比べて感度が低い上に，測定限界

が２３であるため，多くの偽陰性が生じる問題がある．し

かし，寺田は７）EIA法とHI法の相関係数は０．７４３であった

と言っているように，両者の相関はかなり高いと考えら

れることから，若年世代での麻疹抗体保有率は検査方法

に関わらず低下していると思われる．

麻疹HI抗体陰性率が生年代が下るに従って増加する

理由の一つとして，ワクチンによる免疫獲得のあり方に

原因を求めることが出来る．すなわち，自然感染とワク

チンとでは，ウイルスの量，活性および抗原性に大きな

違いがあるため，一般的にワクチンで得られた抗体価は

自然感染で得た者よりも低いと言われている１２）．その結

果，ワクチンを受けた定期接種世代において抗体力価が

低く，感度の低いHI抗体測定法では検出しにくかった

のではないかと考えられる．

若年世代で抗体陰性率が高かった二つ目の原因として，

感受性者の蓄積が存在すると考える．ワクチンが開発さ

れていなかった１９６５年以前は，２年から３年おきに全国

的で大規模な流行が繰り返されていた．そのため，ほと

んどの者が野生麻疹に感染し，感受性者は幼児に限られ

ていた．しかし，ワクチンの開発によって麻疹の流行が

抑制され，近年の全国的な流行は１９８４年，１９９１年，２００１

年にみられたのみであり，しかも流行規模は小さくなっ

ている１３）．野生麻疹に出会う機会が減少した結果，ワク

チン以外では抗体を得られなくなっていると考えられる．

麻疹ワクチンが定期接種となった１９７８年から法律改正

のされた１９９４年までの麻疹予防接種の実施率は一番高い

１９８７年で７７．７％，一番低い１９９０年では６５．５％であり１４），

流行阻止に必要といわれる９５％以上の接種率には遠く及

ばない．当時の接種率が低かった原因は様々あろうが，

その一つに漠然とした副作用への不安があったと考える．

１９７０年には，種痘後の脳炎などが大きな問題となった．

１９８７年には，インフルエンザの有効性に問題が投げかけ

られた結果，接種率は著しく低下した．１９８９年に開始さ

れたMMRによる無菌性髄膜炎の多発は記憶に新しいが，

マスコミによる危険性の喧伝により予防接種をためらっ

た親も多かったのではないかと想像される．一方，麻疹

流行が下火になったことにより，身近に麻疹患者を見る

ことが減り，かつて「命定め」と恐れられた麻疹の病態

を知る人は少なくなっている．野生ウイルスに出会う機

会が減り，ワクチンを打たなくても麻疹に罹患しない現

状では，幼少期にワクチンを接種しなければならないと

いう強い動機づけは起きにくい．これらのことから，ワ

クチンの接種を先延ばしにしたり，敬遠した親も多かっ

たのではないかと考えられる．

２００３年の国立感染症研究所感染症情報センター

（IDSC）の報告１５）によると，３歳児検診における麻疹

予防接種率は９０％と，１９９４年以前に比較して高くなって

いる．保育園通園児８５％や，母親が２５歳以下の若年であ

る場合に７１％と低くなっていたが，ワクチンに対して否

定的な見解を持っている回答は０．２％に過ぎなかったと

いう．接種を受けていない主な理由は接種予定日の体調

不良や，単にまだ受けていないとする回答であった．こ

のような意識の変化は，最近のインフルエンザの流行に

より，ワクチンの重要性が見直されたことによる可能性

が高いと考える．

このほか少数であるが，麻疹ワクチンは弱毒生ワクチ

ンであるためワクチンに含まれる成分にアレルギーを持

つ者や，痙攣発作の既往のある者，免疫不全状態が予測

される者などは，接種が見送られる．一部は医療の管理
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下で接種が行われるものの，手技が煩雑で被接種者の負

担が大きいことなどから，ワクチンからもれる者もいる．

従来，自然麻疹やワクチン接種によって得られた免疫

は長期間にわたって維持されると考えられてきた．しか

し近年，それは数年おきに野生麻疹の流行が起こり，自

然にBooster効果がかかっていたためであったことが明

らかになってきている．これを裏付ける様に，ワクチン

を受けた者における麻疹感染の症例が報告されている．

２００２年におきた愛媛県の麻疹の小流行では，１３．１％（４０

例）にワクチン接種の既往があった１６）．２００６年の茨城県

の小学校での集団発生では，１４名全員にワクチン接種歴

があったという１）．小船はワクチン接種による感染防御

可能期間は６年から１２年と考えられるという１７）．

麻疹抗体力価の低下は，ワクチンを受けた者のみでな

く，感染歴のある者においても生じている．堤は，重症

心身障害児（者）施設内で起こった麻疹集団発生例を検

討した結果，自然麻疹の既往のある者で顕性発症は見ら

れなかったものの，流行期の前後で抗体価の上昇が観測

されたという．HI抗体価３２（２５）倍以下の場合は抗体価

の上昇がみられ，再感染が成立し，６４（２６）倍以上では

抗体上昇は見られなかったと報告している１８）．これらは

自然麻疹によって得た免疫においてもBooster効果がな

い場合には抗体価が斬減することを示すものである．

HI抗体価を低下させる原因として他には，現在使用

されている高度弱毒生ワクチンの抗原性の問題，さらに

は流行株の変化などがあると考えられている１６）．

本研究で示したように，定期接種世代ではワクチンに

より低力価の抗体を獲得したが，大きな流行が無いため

に抗体価の低下を招いている者，あるいは過去に麻疹ウ

イルスに暴露されたことがないために，麻疹に対して感

受性を有する者が一定数存在することが明らかとなった．

１９８７年出生者の麻疹抗体陰性率はHI法，EIA法ともに

他の年に比較して高い傾向が示された．ワクチン政策か

らみると，彼らはMMRワクチンが定期接種となった後

の最初の接種対象であった．また，MMRワクチンは副

作用の問題で１９９３年に中止に追い込まれるなど，ワクチ

ン政策が混乱をみた時期に一致する．１９８８年出生者の

HI法，EIA法抗体陰性率は，１９８６年並みであることから，

小集団を対象としたための統計上の偏りを見ている可能

性も否定はできない．しかし，抗体陰性者の集積が起こ

りうることを示しており，継続的な麻疹抗体の測定が必

要と考えられる．

次に，風疹においてはワクチン歴または，ワクチン歴

と罹患歴の両方を有する者と，罹患歴もワクチン歴も持

たない者の間で，有意な差が認められた．一方，罹患歴

のみを有する者と，罹患歴もワクチン歴も持たない者の

間では有意な差が認められなかった．この背景には，回

答者の記憶違いがあるのではないだろうか．母子手帳に

記載されているワクチン歴に比較して，記憶にたよる場

合は時間とともにあいまいになりやすい．強い症状を呈

し，長い療養期間を必要とする麻疹に比べて，風疹は三

日はしかとも呼ばれるように症状も軽く，医療機関を受

診しない場合も少なくない．小児期の発疹性疾患は比較

的多く，風疹でなかった可能性も残る．種村は小児期の

発疹性疾患は非常に紛らわしいため，記憶違いが多いと

考えている．また，風疹に罹患したと思い違いして中学

校でのワクチン接種を受けなかった妊婦も少なくないと

言っている１９）．

今回の分析により，風疹ワクチンは麻疹ワクチンと比

べて免疫感作能力が高いことが明らかになったと考えら

れる．しかし，ワクチン既往があり風疹HI抗体価が１６

倍の母親からCRS児が出生したという報告もあり２０）２１），

ワクチンを接種していれば絶対に感染を防御できるとは

言えないのが現状である．また，風疹に再感染する確率

はワクチン歴がある場合で１４―１８％であり，自然感染歴

がある場合でも３―１０％と言われている２２）．風疹に罹患

した者に比べてワクチンを受けた者では再感染の確率が

高い可能性を示す結果である．しかし，免疫を獲得する

のに野生ウイルスとの出会いに頼ることは当然危険が大

きい．現状では，風疹を予防する最善の方法はワクチン

接種である．ワクチンによって十分な抗体が得られない

場合や，抗体価が低下する場合もあることを知った上で，

状況に応じて検査することが重要である．

種村は，風疹患者との密接な接触があった場合には，

暴露するウイルス量が多くなりCRSのリスクが高くなる

と述べている２３）．岡田は感染源が明らかな例を分析した

結果，自分の子どもからの感染と看護師などの職業上の

感染が多く，これらがハイリスクであると述べている２４）．

保育士や教師も同様に感染の機会の多い職種であると考

えられることから，CRSの危険性を十分知り，抗体保有

を確認しておくことが安全である．

わが国で風疹対策が開始されたのは１９７７年である．思

春期の女子に接種する英国方式が導入され，１９９４年まで

実施された．しかし，風疹の流行を制圧することはでき

ず，流行年には人工妊娠中絶が増加するという不幸な結

果が繰り返された２５）２６）．１９９４年の法律改正で，流行その

ものを制圧する方針に切り替えられ，ワクチンの接種対

象が１２―９０ケ月の小児に変更された．月齢が９０ケ月以上

で中学生以下の年齢の小児には，中学生に長じた時に予

防接種を受けるという経過措置が設けられたものの，認

知度は低くワクチン接種率は５５．９％―３８．６％と低率で

あったという１４）．このようなことから，経過措置世代に

は相当数の感受性者が蓄積していることが予測された．

しかしながら，今回の調査では，予防接種を受けたと回

答していたのは，７２．３％で，他の出生群との差は見られ

なかった．また同対象のうち，１２歳以上１６歳未満で接種

を受けたと回答していたのは６０．６％（５７／９４）であった

ことなどから，対象学生の多くは，中学生での予防接種

機会が確保されていたのではないかと考える．磯村によ

れば２７），全国３，０４７市町村のうち，１９９７年度に中学生に
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対する風疹ワクチン接種を集団接種・無料で行っていた

ところが６４．４％あり，平均予防接種率は７７．４％であった．

一方個別・無料で行っていたのは３３．７％で，平均予防接

種率は２７．８％であった．このように，法律改正後も中学

生での集団接種を継続した市町村は多い．

このほか，不顕性感染により抗体を得ていた可能性が

考えられる．風疹においては，小児の約１／３，成人の

約１５％が不顕性感染である２８）というように，比較的高い．

２００６年法律改正によって，麻疹・風疹ワクチンは，５

歳以上７歳未満で小学校就学前の１年間にあるものを対

象に２期接種が開始された．また２００８年からは５年間と

いう期限つきで，３期（中学１年生相当世代），４期（高

校３年生相当世代）へ予防接種対象が拡大される．期待

どおりに感受性者が減少していくのか，抗体価はどの程

度保たれるのかを確認するためにも，大学生での抗体検

査は今後も必要であると考える．

�．結 語

本学において，１９４５年から１９８８年の間に出生した学部

学生と大学院学生の１，２５０人を対象として麻疹と風疹の

抗体検査を行った．麻疹HI法による麻疹抗体陰性率は

３６．７％であり，EIA法IgG抗体での陰性率は６．７％であっ

た．１９７８年以降に出生した若い定期接種世代に多くの抗

体陰性者が存在したが，未感染者が多いこととワクチン

によって抗体を得た者が多いことが背景にあるものと考

えられた．今後の学部入学生において感受性者が増加す

る恐れがある．

風疹のHI抗体陰性率は６．３％であった．罹患もせず風

疹ワクチンを受けていない者に多くの抗体陰性者が存在

することから，抗体を得るためには風疹ワクチンが有効

であることが示された．

学生に対し，麻疹や風疹の危険性に対する情報の周知

をどのように行っていくのか，適切な予防行動をとれる

ようにするために，どのような援助が効果的なのかを探

るのが今後の課題である．
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中学生の生活習慣に関する
健康意識・知識・態度についての中日比較
～蘇州市と岡山市の生徒を対象として～
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Awareness, Knowledge, and Attitude of Junior High School Students Concerning Health and Life
Style: A Comparative Study of Students in Suzhou, China and Okayama City, Japan

Yang Jing＊１ Shinichiro Monden＊２ Keiko Nonoue＊３ Keiko Hiramatsu＊４

＊１Okayama Saiseikai General Hospital
＊２Faculty of Education, Okayama University
＊３Hosen Junior High School, Okayama City
＊４Hosen High School, Okayama Prefecture

The purpose of this study is to obtain basic data on health education at schools in China. By choosing the

first graders of junior high schools in Suzhou and Okayama City as subjects, the authors have surveyed

health awareness, knowledge, attitude, and subjective symptoms, in relation with respective life style, and

have obtained the results. In addition, interrelations of these have also been examined. The number of sub-

jects for analyses was４４３students in Suzhou and４６５Okayama. The survey was conducted in June２００６.

The outline of the results is as follows：

With the comparison of life style, there are differences in many items such as time cycle of daily life, exer-

cise and dietary habit. In Suzhou, compared with Okayama, more students go to bed earlier and get up ear-

lier. There were, however, more students who do not exercise and skip meals. As for food intake, more stu-

dents there eat vegetables, fruit, bean products, seaweeds and potatoes, and the score of their variety of food

intake is higher. Also differences are recognized health awareness, knowledge, attitude, and subjective symp-

toms. In Suzhou, health awareness is generally higher, but its knowledge lower. Health attitude in regard to

sleeping hours is higher, but with exercise and breakfast it is lower. A high frequency of complaints of subjec-

tive symptoms is marked, but less students complain of drowsiness.

In Suzhou, students with greater health knowledge tend to have better health attitude and awareness.

They tend to show lower complaint rate of subjective symptoms. In both of Suzhou and Okayama, students

with good health attitude and awareness, and with less subjective symptoms can be found mostly among stu-

dents keeping early hours, with exercise, better eating habit, and high score of food intake variety. Little cor-

relation is to be found between health knowledge and life style habits.

From these findings, it has been clarified that in school health education in China, higher health awareness

and practicing healthy life style, fostering health attitude are highly recommended. It has also been recog-

nized that improving knowledge and attitude on life style is expected to improve quality of life with junior

high students. It is acknowledged that the improvement in this regard helps them practice healthy life style,

enhance awareness, thus it results in reducing subjective symptoms.

Key words：junior high school students, life style, health awareness, subjective symptom, com-

parison between China and Japan
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�．緒 言

近年，中国（中華人民共和国）では社会経済が著しく

発展し，国民１人当たりの平均収入の増加から栄養状況

も改善されてきているが，この数年は先進国にみられる

栄養過多，運動不足，体力の低下などの生活習慣の歪み

が国民の大きな健康問題になっている１－３）．このような

健康問題は国民の健康に関する態度や知識不足が原因と

して指摘され，青少年を対象とした学校における健康教

育が重視されている４）．そして，学校教育は健康を第一

に考えることを明確に打ち出し，教科「体育」を「体育

と健康」に改訂し，従来の体育実技中心の授業から児童

生徒の健康を学校教育の柱に位置づけて５），健康教育の

参考書６）や教科書７）も出版されている．このように体育と

健康を総合的に捉える考え方は，諸外国の学校における

健康教育を積極的に取り入れたことや，特に，生活習慣

に着目した日本の学校における健康教育の内容８）９）を高く

評価したことによるところが大きい１０）．このような中国

での学校における健康教育を推進するためには，児童生

徒の心身の健康状況や生活習慣，それらに関連する健康

意識，知識，態度の現状を把握して，健康教育の基礎資

料とすることが不可欠であると考える．しかし，中国で

は日本のように児童生徒の定期健康診断は実施されてお

らず，学校給食も普及していないために，義務教育段階

にある小，中学生の健康状況や生活習慣に関する意識調

査などはほとんど行われていない．

一方，日本では周知のように，生活習慣に着目した小

児期からの家庭および学校での健康教育の必要性が強調

され１１），学校における健康教育の目標や内容が提言され

ている１２）．このように日本において，学校における健康

教育の内容に食習慣，運動習慣，休養・睡眠，喫煙，飲

酒などの生活習慣が取り上げられた背景には，児童生徒

期に肥満傾向児の増加，運動不足，体力の低下，喫煙・

飲酒，薬物乱用など，生活習慣に関わる健康問題が増加

していることや１３）１４），その発症，進行に関与するとされ

る生活習慣病の予防が日本での主要死因（悪性新生物，

心疾患，脳血管疾患など）１５）の予防にもつながることか

ら，生涯における健康増進対策の基盤として学校におけ

る健康教育が期待されているからである．また，朝食欠

食，運動不足，睡眠・休養不足などの生活習慣上の問題

は，将来の健康問題としてだけでなく，児童生徒期にお

ける種々の自覚症状の訴えの増加などにも関連している

ことから１６）１７），児童生徒期における生活の質（Quality of

Life）の向上という観点からも重要な課題と考えられて

いる．

中国と日本では，児童生徒を取り巻く生活環境や社会

経済的背景に大きな違いがあるが，児童生徒の健康な生

活についての理解とそれを営む態度，資質，能力の育成

は，学校における健康教育の基本的，共通的な課題であ

る１２）と考えられる．したがって，中国において中学生の

生活習慣に関する意識，知識，態度の現状や健康問題を

明らかにすることは，これからの中国での学校における

健康教育の在り方を検討１８）する上において必要不可欠な

ことであると考えられる．また，中国の中学生だけでな

く，諸外国の中学生の現状と比較することによって，中

国での新たな課題もみえてくるのではないかと考えられ

る．

そこで，本研究では，中国での学校における健康教育

の基礎資料を得ることを目的として，中国で健康教育を

重視している蘇州市と岡山市の中学校１年生を対象に，

生活習慣に関する健康意識，知識，態度の調査と，生活

習慣との関連が大きいと考えられる自覚症状の訴えにつ

いて調査し，それらの中日比較を行ってみた．

�．研究方法

１．調査対象と対象校の概要

１）調査対象と分析対象

蘇州市公立中学校１校の予備班４６０名と岡山市公立中

学校２校の１年生４８１名を対象とした．その内，無回答

の項目がある者を除いた人数を有効回答とした．有効回

答の得られた蘇州市４４３名（男子２２３名，女子２２０名），岡

山市４６５名（男子２４１名，女子２２４名）を分析対象とした．

有効回答率は蘇州市９６．３％，岡山市９６．７％であった．

注）中国は９月入学で小学校６年生を中学校予備班と

言う．調査時における蘇州市公立中学校の予備班は，

岡山市公立中学校１年生の年齢と同じである．

２）対象校の概要

� 蘇州市公立中学校

対象校は，蘇州市の市区にある１学年約５００名の大規

模校である．日本のように定期健康診断は実施されてい

ないが，学校給食は通学距離が長く，昼食を食べに帰れ

ない生徒で希望する者に提供されている．蘇州市は中国

江蘇省東南部に位置し，上海市に隣接する地の利があり

江蘇省の経済的中心として人口増加も著しい．蘇州市の

人口は約６００万人で，その半数が市区に集中している．

� 岡山市公立中学校

対象校は，岡山市郊外の住宅街に隣接する２校である．

１校は１学年約３００名の大規模校，他の１校は１学年約

２００名の中規模校である．岡山市の中心部の人口は減少

傾向にあるが，２校を取り巻く住宅街の人口は増加傾向

にある．岡山市は学校給食が実施されている．

２．調査方法

１）調査方法と調査時期

調査方法は，質問紙調査法による無記名で選択式（択

一式）とした．調査は各中学校の学級担任に依頼して，

授業の一部を利用して行ってもらった．学級担任からこ

の調査は無記名であり，個人の資料としては用いないこ

と，資料はすべて統計的に処理することなど調査の目的

を説明してもらい，協力を得た．

調査は，２００６年６月中旬に行った．
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２）質問紙調査の内容

生活習慣に関する健康意識，知識，態度および自覚症

状についての調査内容の概要は，以下のとおりである．

� 生活時間および運動の実施伏況

ふだんの就寝時刻，起床時刻，睡眠時間，テレビ・ビ

デオ視聴時間，パソコン・テレビゲーム使用時間，家庭

学習時間，運動（スポーツ，外遊びを含む）の実施状況

について調査した．これらの調査項目には，それぞれ

３～４の選択肢を設けた．

� 食生活

食事および嗜好品の摂取状況と食物摂取頻度について

調査した．これらの項目には，それぞれ「毎日食べる」，

「週２～３日食べる（飲む）」，「ほとんど食べない（飲

まない）」の３つの選択肢を設けた．

食物摂取頻度は，日本の国民健康・栄養調査１９）と門

田２０）の調査を参考に１０食品（緑黄色野菜，淡色野菜，果

物，肉類又は魚類，卵，牛乳・乳製品，大豆・豆製品，

海草，芋類，穀類）を取り上げた．そして，「毎日食べ

る」を３点，「週２～３日食べる」を２点，「ほとんど食

べない」を１点とし，計３０点満点として食物摂取得点を

算出した．

� 健康意識と健康知識および健康態度

健康意識は，健康の自己評価，朝のめざめ，食欲，排

便回数，睡眠時間と運動および栄養のバランスの７項目

について調査した．ここでは健康意識を自分自身の生活

や心身の状態に気付くこと１２）として捉えて，それぞれ３

つの選択肢を設けた．そして，健康の自己評価の「健康

である」を３点，「まあ健康である」を２点，「あまり健

康ではない」を１点というように，健康意識の高い選択

肢に高い得点を与えて，計２１点満点として健康意識得点

とした．

健康知識は，日本の小学校５・６年の保健の教科書の

内容２１）から，生活習慣病などに関係のある１５項目を作成

した．そして「知っていた」を１点とし，計１５点満点と

して健康知識得点とした．

健康態度は，日本の教師用指導書２２）にも取り上げてあ

るBreslowら２３）が生活習慣病の予防に必要な生活習慣と

して挙げている７項目（適正な睡眠時間をとる，喫煙を

しない，適正体重を維持する，過度の飲酒をしない，定

期的に運動を行う，不必要な間食をしない，毎日朝食を

食べる）を用い，語句を一部修正した．それぞれに，「大

切である」，「少しは大切である」，「あまり大切ではな

い」の３つの選択肢を設けた．そして，「大切である」

を３点，「少しは大切である」を２点，「あまり大切では

ない」を１点とし，計２１点満点として健康態度得点とし

た．なお，これらの７項目の選択肢は，自己の内面の価

値観であり知識を実践に生かす態度１２）とみなした．

� 自覚症状

自覚症状は，日本産業衛生学会産業疲労研究会の新版

「自覚症状しらべ」２４）の２５項目を用い，質問形式を「ふ

だん，次のようなことがよくありますか」というように

修正した．各項目に「ある」と回答した項目の数を合計

して訴え数とした．

３．資料の集計と分析

収集した資料は，中国と日本ともほぼ同じ分析対象数

であったこと，性別人数に差がなかったこと，中学校１

年生という年齢などから，ここでは各項目について国別

で集計した．

実数で算出した食物摂取得点，健康知識得点，健康態

度得点，健康意識得点および自覚症状の訴え数は，平均

値と標準偏差の１／２を基準に３区分した．実数の国別

比較はｔ検定を，各項目の国別比較および各項目間のク

ロス集計はそれぞれχ２検定を行い，危険率５％未満を

有意とした．

�．結 果

１．生活習慣に関する健康意識，知識，態度の中日比較

１）生活時間および運動実施状況

表１に，生活時間および運動実施状況について示した．

蘇州市では，就寝時刻「１０時以前」５１．９％，起床時刻

表１ 生活時間および運動実施状況（％）

項目 カテゴリ
蘇州市
ｎ＝４４３

岡山市
ｎ＝４６５

χ２

�就寝時刻

１．１０時以前 ５１．９ ９．５

＊＊
２．１０～１１時 ３７．７ ４２．８
３．１１～１２時 ６．３ ３４．２
４．１２時以後 １．１ １３．５

�起床時刻

１．６時以前 ３２．５ ７．１

＊＊
２．６～７時 ５９．１ ６８．０
３．７～８時 ７．７ ２４．７
４．８時以後 ０．７ ０．２

�睡眠時間

１．６時間未満 １６．７ ６．９

＊＊
２．６～７時間 ３１．４ ３４．８
３．７～８時間 ３７．２ ４６．９
４．８時間以上 １４．７ １１．４

�テレビ・ビ
デオ視聴時
間

１．１時間未満 ４７．４ ９．７

＊＊
２．１～２時間 ３３．６ ３４．６
３．２～３時間 １６．７ ２７．３
４．３時間以上 ２．３ ２８．４

�パソコン・
テレビゲー
ム使用時間

１．１時間未満 ６３．０ ６１．１

ns
２．１～２時間 ２６．６ ２５．２
３．２～３時間 ８．１ ８．２
４．３時間以上 ２．３ ５．６

�家庭学習時
間

１．１時間未満 ２３．７ ２６．９

＊＊
２．１～２時間 ３５．４ ４６．２
３．２～３時間 ２８．９ １７．６
４．３時間以上 １２．０ ９．２

�運動
（スポーツ，外
遊びを含む）

１．毎日する ４２．０ ６０．０
＊＊２．週２～３日する ３７．７ ２１．９

３．ほとんどしない ２０．３ １８．１

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

３６ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



「６～７時」５９．１％，睡眠時間「７～８時間」３７．２％，

テレビ・ビデオ視聴時間「１時間未満」４７．４％，パソコ

ン・テレビゲーム使用時間「１時間未満」６３．０％，家庭

学習時間「１～２時間」３５．４％，運動（スポーツ，外遊

びを含む）「毎日する」４２．０％がそれぞれ最も多くなっ

ていた．岡山市との比較では，パソコン・テレビゲーム

使用時間を除く６項目で差がみられた．蘇州市では，就

寝時刻の早い者，起床時刻の早い者，睡眠時間の少ない

者，家庭学習時間の多い者がそれぞれ多く，岡山市では

テレビ・ビデオ視聴時間の多い者や運動（スポーツ，外

遊びを含む）を毎日する者が多くなっていた．

２）食事および嗜好品の摂取状況と食物摂取頻度

表２に，食事および嗜好品の摂取状況について示した．

蘇州市では，朝食，昼食，夕食は「毎日食べる」が７２．９～

８３．１％，おやつ，清涼飲料水，インスタント食品は「毎

日食べる（飲む）」が２４．８～３７．０％であった．岡山市と

の比較では，食事および嗜好品の摂取状況では６項目と

も差がみられた．蘇州市に朝食，昼食，夕食は「毎日食

べる」が少なく，おやつ，清涼飲料水，インスタント食

品は「毎日食べる（飲む）」が多くなっていた．

表３に，１０食品の食物摂取頻度について示した．蘇州

市では「毎日食べる」が５０％以上は，緑黄色野菜，淡色

野菜，果物，肉類又は魚類，牛乳・乳製品，穀類の６食

品で５３．７～６９．１％であった．岡山市との比較では１０食品

のすべてで差がみられた．岡山市では肉類又は魚類，牛

乳・乳製品，穀類の３食品で「毎日食べる」が多く，そ

の他の７食品では蘇州市に「毎日食べる」が多くなって

いた．

１０食品から算出した食物摂取得点の平均値（標準偏差）

は，全体では２４．０（３．３）で，蘇州市は２４．６（３．４），岡

山市は２３．５（３．１）で差（ｐ＜０．０１）がみられ，蘇州市

の食物摂取得点が高くなっていた．

３）健康意識と健康知識および健康態度

表４に，生活習慣に関する健康意識について示した．

蘇州市では，健康の自己評価「健康である」６６．１％，朝

のめざめ「まあよい」４７．０％，食欲「ある」６０．３％，排

便の回数「毎日１回はある」５８．９％，睡眠時間「十分とっ

ている」５７．１％，運動「十分している」５１．５％，栄養の

バランス「十分とれている」５４．４％がそれぞれ最も多く

なっていた．岡山市との比較では，食欲と運動を除く５

項目で差がみられた．蘇州市では，健康の自己評価，朝

の目ざめ，睡眠時間の意識が高い者が多くなっていた．

７項目から算出した健康意識得点の平均値（標準偏差）

は，全体では１６．７（２．６）で，蘇州市は１７．４（２．６），岡

山市は１６．０（２．５）で差（ｐ＜０．０１）がみられ，蘇州市

の健康意識得点が高くなっていた．

表５に，生活習慣に関する健康知識の習得率を示した．

蘇州市では，「運動や外遊びは毎日するのがよい．」が

６８．６％と最も高く，「カップめん（１個）には，１日に

必要な塩分の半分以上が含まれている．」が４４．０％で最

も低くなっていた．岡山市では，「たばこを吸う人は，

肺がんや心臓病になりやすい．」が９６．６％で最も高く，

「カップめん（１個）には，１日に必要な塩分の半分以

上が含まれている．」が４４．７％で最も低くなっていた．１５

項目の平均習得率は，蘇州市は５７．３％，岡山市は７４．７％

であった．岡山市との比較では１５項目中１１項目で差がみ

られ，蘇州市に習得率が低い項目が多くなっていた．

１５項目から算出した健康知識得点の平均値（標準偏差）

は，全体では９．９（３．２）で，蘇州市は８．６（３．２），岡山

市は１１．２（２．７）で差（ｐ＜０．０１）がみられ，蘇州市の

表２ 食事および嗜好品の摂取状況（％）

項 目 カ テ ゴ リ
蘇州市
ｎ＝４４３

岡山市
ｎ＝４６５

χ２

�朝食
（ごはん・パン，おかず，など）

１．毎日食べる ７２．９ ８６．０
２．週２～３日食べる ２１．９ ９．２ ＊＊
３．ほとんど食べない ５．２ ４．７

�昼食
（給食，弁当）

１．毎日食べる ８３．１ ９５．９
２．週２～３日食べる １４．２ ２．４ ＊＊
３．ほとんど食べない ２．７ １．７

�夕食
（ごはん・パン，おかず，など）

１．毎日食べる ８１．５ ９６．１
２．週２～３日食べる １４．９ ３．２ ＊＊
３．ほとんど食べない ３．６ ０．６

�おやつ
（おかし，ケーキ，など）

１．毎日食べる ３４．８ ２７．５
２．週２～３日食べる ４２．４ ４９．５ ＊
３．ほとんど食べない ２２．８ ２３．０

�清涼飲料水
（ペットボトル，パック，ビン・カン入りの飲み物）

１．毎日飲む ３７．０ ３２．７
２．週２～３日飲む ３６．８ ４５．４ ＊
３．ほとんど飲まない ２６．２ ２１．９

�インスタント食品
（カップラーメン，カップヌードル，など）

１．毎日食べる ２４．８ １．９
２．週２～３日食べる ３５．４ ２７．５ ＊＊
３．ほとんど食べない ３９．７ ７０．５

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．

３７楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



健康知識得点が低くなっていた．

表６に，生活習慣に関する健康態度について示した．

蘇州市では，「不必要な間食をしない」で「大切である」

が６０．０％と低かったが，適切な睡眠時間，喫煙をしない，

過度の飲酒をしない，身長と体重のバランス，適度な運

動，朝食摂取は「大切である」が６８．６～９２．１％であった．

岡山市でも「不必要な間食をしない」で「大切である」

が３８．５％と低くなっていたが，その他の６項目では「大

切である」が７３．３～８７．７％となっていた．岡山市との比

較では，「身長と体重のバランス」を除く６項目で差が

みられた．不必要な間食をしない，睡眠時間の２項目で

は蘇州市に「大切である」とした者が多くなっていた．

７項目から算出した健康態度得点の平均値（標準偏差）

は，全体では１８．９（２．４）で，蘇州市は１８．８（２．５），岡

山市は１９．１（２．３）で差はみられなかった．

２．自覚症状の訴えの中日比較

表７に，ふだんの自覚症状２５項目の訴え率について示

した．蘇州市で最も訴え率が高かったのは，�群「ねむ

け感」の「あくびがでる」５３．７％で，次いで「ねむい」

４９．４％，「横になりたい」４５．８％となっていた．岡山市

でもこの３項目がそれぞれ８５．５％，７７．６％，５３．８％で高

くなっていた．岡山市との比較では，１８項目で差がみら

れ，蘇州市に訴え率が高い項目が多くなっていた．しか

し，�群「ねむけ感」では５項目中４項目で岡山市の訴

え率がかなり高くなっていた．

２５項目の訴え数の平均値（標準偏差）は，全体では８．５

（５．４）で，蘇州市は８．９（５．３），岡山市は８．１（５．４）で

差（ｐ＜０．０５）がみられ，蘇州市の訴え数が多かった．

３．健康知識と健康態度および健康意識と生活習慣との

関連

１）健康知識と健康態度および健康意識の相互の関連

表８に，健康知識得点と健康態度得点および健康意識

得点との関連について示した．蘇州市と岡山市ともに，

健康知識得点と健康態度得点には関連がみられ，健康知

識得点の高い者は健康態度得点も高くなっていた．しか

し，蘇州市と岡山市ともに，健康知識得点と健康意識得

点には関連はみられなかった．

表９に，健康態度得点と健康意識得点との関連につい

表３ 食物摂取頻度（％）

項 目 カ テ ゴ リ
蘇州市
ｎ＝４４３

岡山市
ｎ＝４６５

χ２

�緑黄色野菜
（ほうれんそう，にんじん，トマト，など）

１．毎日食べる ６６．６ ４５．２
２．週２～３日食べる ２６．９ ５０．３ ＊＊
３．ほとんど食べない ６．５ ４．５

�淡色野菜
（キャベツ，レタス，だいこん，など）

１．毎日食べる ５６．９ ５１．２
２．週２～３日食べる ３５．９ ４４．３ ＊
３．ほとんど食べない ７．２ ４．５

�果物
（バナナ，オレンジ，りんご，など）

１．毎日食べる ６８．２ ２７．５
２．週２～３日食べる ２８．２ ５４．６ ＊＊
３．ほとんど食べない ３．６ １７．８

�肉類，又は，魚類
１．毎日食べる ５３．７ ６５．４
２．週２～３日食べる ４１．１ ３３．１ ＊＊
３．ほとんど食べない ５．２ １．５

�卵
１．毎日食べる ４６．７ ３８．３
２．週２～３日食べる ４４．５ ４８．８ ＊
３．ほとんど食べない ８．８ １２．９

�牛乳（コップ１杯）・乳製品（ヨーグルト，チーズ，など）
１．毎日食べる ６１．６ ６９．７
２．週２～３日食べる ３０．７ ２０．６ ＊＊
３．ほとんど食べない ７．７ ９．７

�大豆・豆製品
（とうふ，なっとう，など）

１．毎日食べる ４３．８ ２６．７
２．週２～３日食べる ４４．５ ５２．０ ＊＊
３．ほとんど食べない １１．７ ２１．３

	海草
（こんぶ，わかめ，のり，など）

１．毎日食べる ３７．９ ２３．７
２．週２～３日食べる ４３．６ ５６．８ ＊＊
３．ほとんど食べない １８．５ １９．６


芋類
（じゃがいも，さつまいも，など）

１．毎日食べる ４３．６ ２０．２
２．週２～３日食べる ４０．９ ６８．８ ＊＊
３．ほとんど食べない １５．６ １１．０

�穀類
（ごはん，パン，うどん，など）

１．毎日食べる ６９．１ ８９．７
２．週２～３日食べる ２３．９ ９．０ ＊＊
３．ほとんど食べない ７．０ １．３

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．
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表４ 生活習慣に関する健康意識（％）

項 目 カ テ ゴ リ
蘇州市

ｎ＝４４３

岡山市

ｎ＝４６５
χ２

�健康の自己評価

１．健康である ６６．１ ３１．８

２．まあ健康である ３１．６ ６１．９ ＊＊

３．あまり健康ではない ２．３ ６．２

�朝の目ざめ

１．よい ４６．３ １５．９

２．まあよい ４７．０ ５１．０ ＊＊

３．あまりよくない １０．８ ３３．１

�食欲

１．ある ６０．３ ５４．０

２．少しはある ３５．７ ３９．６ ns

３．あまりない ４．１ ６．５

�排便の回数

１．毎日１回はある ５８．９ ４４．３

２．２～３日に１回はある ３２．３ ４８．８ ＊＊

３．４～５日に１回はある ８．８ ６．９

�睡眠時間

１．十分とっている ５７．１ ３６．１

２．少し不十分である ３９．３ ５２．５ ＊＊

３．不十分である ３．６ １１．４

�運動（スポーツ，外遊びを含む）

１．十分している ５１．５ ５６．８

２．少し不十分である ３３．９ ２７．５ ns

３．不十分である １４．７ １５．７

�栄養のバランス

１．十分とれている ５４．４ ４３．９

２．少し不十分である ３８．４ ５０．８ ＊＊

３．不十分である ７．２ ５．４

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

表５ 生活習慣に関する健康知識の習得率（％）

項 目
蘇州市

ｎ＝４４３

岡山市

ｎ＝４６５
χ２

�塩分や脂肪分の取りすぎは，心臓病，脳卒中，高血圧の原因になる． ５１．５ ６８．２ ＊＊

�運動不足やストレスは，心臓病や脳卒中の原因になる． ４２．９ ４６．２ ns

�カップめん（１個）には，１日に必要な塩分の半分以上が含まれている． ４４．０ ４４．７ ns

�パソコンやテレビゲームを長い時間続けると目が疲れ，視力が低下する． ６５．２ ９６．１ ＊＊

�歯みがきやうがいで口の中を清潔にしないと，歯ぐきの病気（歯周病）の原因になる． ６６．４ ９０．３ ＊＊

�むし歯は口の中の細菌が食べ物の中の砂糖を酸に変え，その酸が歯を溶かしてなる． ５４．０ ５１．６ ns

�おやつには砂糖の入っているものをあまり食べない方がよい． ６３．０ ８２．２ ＊＊

	やわらかいものばかり食べていると，あごが正常に発育しない． ４９．９ ８３．０ ＊＊


栄養，運動，睡眠・休養が十分でないと，体の抵抗力が低下し，病気にかかりやすくなる． ６２．８ ８１．９ ＊＊

�運動や外遊びは毎日するのがよい． ６８．６ ８６．２ ＊＊

�お酒の中のアルコールは，脳のはたらきを低下させ，注意力や判断力がにぶくなる． ５７．６ ７１．２ ＊＊


一度にたくさんのお酒を飲むと，意識がなくなったり，呼吸が止まったりすることがある． ４９．４ ６８．６ ＊＊

�たくさんのお酒を長い間飲み続けると肝臓の病気になることがある． ５８．７ ６４．５ ns

�たばこを吸う人は，肺がんや心臓病になりやすい． ６５．０ ９６．６ ＊＊

�たばこを吸う人がはき出す煙にも有害物質がたくさん含まれている． ６３．０ ８９．９ ＊＊

注）知識の習得率は各項目について「知っていた」と回答した者の割合である．

＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

３９楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



て示した．蘇州市と岡山市ともに健康態度得点と健康意

識得点には関連がみられ，健康態度得点の高い者は健康

意識得点が高くなっていた．

２）健康知識と生活習慣との関連

表１０に，健康知識得点と生活習慣との関連について示

した．蘇州市では，テレビ・ビデオ視聴時間と朝食で関

連がみられ，健康知識得点の高い者はテレビ・ビデオ視

聴時間が少なく，朝食を食べる者が多くなっていた．岡

山市では，テレビ・ビデオ視聴時間，家庭学習時間，イ

ンスタント食品，食物摂取得点で関連がみられ，健康知

識得点の高い者にはテレビ・ビデオ視聴時間が少ない者，

家庭学習時間が多い者，インスタント食品を食べない者

が多く，食物摂取得点が高くなっていた．蘇州市と岡山

市ともに，健康知識得点と生活習慣では関連がみられる

項目は少なかった．

３）健康態度と生活習慣との関連

表１１に，健康態度得点と生活習慣との関連について示

した．蘇州市では，就寝時刻，起床時刻，テレビ・ビデ

オ視聴時間，パソコン・テレビゲーム使用時間，昼食，

おやつ，清涼飲料水，インスタント食品，食物摂取得点

で関連がみられ，健康態度得点の高い者は就寝時刻や起

床時刻の早い者，テレビ・ビデオ視聴時間やパソコン・

テレビゲーム使用時間の少ない者，昼食を食べる者，お

やつ，インスタント食品，清涼飲料水を食べない（飲ま

ない）者，食物摂取得点の高い者が多くなっていた．岡

山市では，就寝時刻，睡眠時間，朝食，夕食，インスタ

ント食品，食物摂取得点で関連がみられた．蘇州と岡山

市ともに共通して関連がみられる項目は就寝時刻，イン

スタント食品，食物摂取得点の３項目と少なかったが，

関連のみられる項目では蘇州市と同様の傾向がみられた．

４）健康意識と生活習慣との関連

表１２に，健康意識得点と生活習慣との関連について示

した．蘇州市では，就寝時刻，運動，朝食，清涼飲料水，

インスタント食品，食物摂取得点で関連がみられ，健康

意識得点が高い者は就寝時刻の早い者，運動を毎日する

者，朝食を毎日食べる者，インスタント食品や清涼飲料

水を食べない（飲まない）者，食物摂取得点の高い者が

多くなっていた．岡山市では，就寝時刻，起床時刻，睡

眠時間，運動，朝食，インスタント食品，食物摂取得点

で関連がみられ，蘇州市とほぼ同様の傾向がみられた．

４．自覚症状の訴え数と健康知識，健康態度，健康意識

および生活習慣との関連

１）自覚症状の訴え数と健康知識，健康態度および健康

意識との関連

表１３に，自覚症状の訴え数と健康知識得点，健康態度

態度および健康意識得点との関連について示した．蘇州

表６ 生活習慣に関する健康態度（％）

項 目 カ テ ゴ リ
蘇州市

ｎ＝４４３

岡山市

ｎ＝４６５
χ２

�適切な睡眠時間をとる

１．大切である ９２．１ ８５．４

２．少しは大切である ７．０ １３．３ ＊＊

３．あまり大切ではない ０．９ １．３

�たばこを吸わない

１．大切である ７９．５ ８７．７

２．少しは大切である １８．５ ５．８ ＊＊

３．あまり大切ではない ２．０ ６．５

�お酒を飲み過ぎない

１．大切である ７２．９ ８２．６

２．少しは大切である １６．７ １０．３ ＊＊

３．あまり大切ではない １０．４ ７．１

�身長と体重のバランスを保つ

（肥満又はやせでない）

１．大切である ６８．６ ７３．３

２．少しは大切である ２７．３ ２４．１ ns

３．あまり大切ではない ４．１ ２．６

�適度な運動をする

１．大切である ７２．７ ８４．９

２．少しは大切である ２２．８ １３．１ ＊＊

３．あまり大切ではない ５．０ １．９

�朝食を毎日食べる

１．大切である ７６．１ ８６．５

２．少しは大切である １７．６ １１．６ ＊＊

３．あまり大切ではない ６．３ １．９

�不必要な間食をしない

１．大切である ６０．０ ３８．５

２．少しは大切である ２７．３ ５０．３ ＊＊

３．あまり大切ではない １２．６ １１．２

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

４０ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



市ではすべて関連がみられ，訴え数の少ない者は健康知

識得点，健康態度得点，健康意識得点ともに高くなって

いた．岡山市では，訴え数と健康意識得点でのみ関連が

みられ，訴え数が少ない者は健康意識得点が高くなって

いた．

２）自覚症状の訴え数と生活習慣との関連

表１４に，自覚症状の訴え数と生活習慣との関連につい

て示した．蘇州市では，生活時間，運動，食生活など１１

項目に関連がみられ，訴え数の少ない者は，就寝時刻の

早い者，テレビ視聴時間やパソコン使用時間の少ない者，

運動をする者，食事を摂取する者，嗜好品を食べない者，

食物摂取得点の高い者が多くなっていた．岡山市では，

蘇州市に比べて関連がみられる項目は６項目と少なかっ

たが，関連がみられる項目では蘇州市と同様の傾向がみ

られた．

３）「ねむけ感」の訴えと生活習慣との関連

表１５に，「ねむけ感」の訴え数と生活習慣との関連に

ついて示した．蘇州市では，睡眠時間，運動，食物摂取

得点の３項目で関連がみられ，訴え数の少ない者には，

睡眠時間が多い者，運動をする者，食物摂取得点の高い

者が多くなっていた．岡山市では，就寝時刻，睡眠時間，

朝食，インスタント食品，食物摂取得点の５項目で関連

がみられ，訴え数の少ない者には，就寝時刻の早い者，

睡眠時間の多い者，朝食を食べる者，インスタント食品

を食べない者，食物摂取得点の高い者が多くなっていた．

�．考 察

本研究は，中国と日本の中学生を対象に，生活習慣に

関する健康意識，知識，態度に関する調査と，生活習慣

との関連が大きい自覚症状の訴えを調査し，それらの比

較をとおして，中国での学校における健康教育に関する

基礎資料を得ることを目的としている．

近年，中国でも日本と同様に生活習慣の予防に着目し

た学校における健康教育が重視されており，教科として

の健康教育の位置づけを明確にして５），健康教育に関す

る参考書６）や教科書７）も出版されている．このような生活

習慣に視点を当てた健康教育を推進するためには，児童

生徒の健康に関する現代的課題の背景や要因を踏まえた

施策が必要である．しかし，中国では日本のように児童

生徒の定期健康診断は実施されておらず，学校給食の普

表８ 健康知識と健康態度および健康意識との関連（％）

項 目 カテゴリ

健康知識得点

蘇 州 市 岡 山 市

８以下 ９～１１ １２以上 ８以下 ９～１１ １２以上

ｎ＝２２４ ｎ＝１６５ ｎ＝５４ χ２ ｎ＝７７ ｎ＝２２３ ｎ＝１６５ χ２

健康態度得点

１．１７以下 ４１．１ １８．２ ９．３ ３７．７ １７．５ １１．５

２．１８～２０ ２５．０ ３８．２ ２４．１ ＊＊ ４４．２ ５５．２ ５０．３ ＊＊

３．２１ ３３．９ ４３．６ ６６．７ １８．２ ２７．４ ３８．２

健康意識得点

１．１５以下 ２３．２ ２４．８ １６．７ ５１．９ ４２．２ ３５．８

２．１６～１８ ４５．５ ４０．６ ３５．２ ns ３９．０ ４１．３ ４４．８ ns

３．１９以上 ３１．３ ３４．５ ４８．１ ９．１ １６．６ １９．４

注）＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

表７ 自覚症状の項目別の訴え率（％）

群 項 目
蘇州市

ｎ＝４４３

岡山市

ｎ＝４６５
χ２

�群

ねむけ感

１．ねむい ４９．４ ７７．６ ＊＊

２．横になりたい ４５．８ ５３．８ ＊

３．あくびがでる ５３．７ ８５．５ ＊＊

４．やる気がしない ３６．８ ４６．２ ＊＊

５．全身がだるい ２８．７ ３０．５ ns

�群

不安定感

６．不安な感じがする ３２．３ ２２．４ ＊＊

７．気分がゆううつである ３０．０ ２０．２ ＊＊

８．気分がおちつかない ３２．３ ２５．６ ＊＊

９．いらいらする ３８．６ ４４．７ ns

１０．考えがまとまらない ４１．８ ３１．６ ＊＊

�群

不快感

１１．頭がいたい ２７．５ ２７．３ ns

１２．頭がおもい ３２．１ ２６．２ ns

１３．気分がわるい ３９．３ ２４．３ ＊＊

１４．頭がぼんやりする ２９．１ ４０．０ ＊＊

１５．めまいがする ３７．０ １８．３ ＊＊

�群

だるさ感

１６．腕がだるい ３７．２ ２２．４ ＊＊

１７．腰がいたい ３３．０ ２２．２ ＊＊

１８．手や指がいたい ２９．３ １０．１ ＊＊

１９．足がだるい ２５．１ ２８．８ ns

２０．肩がこる ３４．５ ４０．６ ns

�群

ぼやけ感

２１．目がしょぼづく ３６．１ １３．１ ＊＊

２２．目がつかれる ３８．４ ４３．０ ns

２３．目がいたい ３６．３ １９．８ ＊＊

２４．目がかわく ３９．７ ２１．５ ＊＊

２５．ものがぼやける ３１．６ １４．６ ＊＊

注）各項目の訴え率は，「ふだん，次のようなことがよくあ

りますか」という質問に「ある」と回答した者の割合である．

注）各項目の訴え率は，対象集団の人数に対する訴え数の百

分比で求めた．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有

意差なし．

４１楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



及も十分でないことから，児童生徒の健康問題や食生活

の問題の把握やその対応はかなり遅れているのが現状で

ある．また，日本のように児童生徒の健康状況や生活習

慣に関する全国調査１４）１９）もほとんど行われていない．そ

こで，本研究では，日本で広く実施されている児童生徒

の生活や健康に関する調査内容を参考に簡易質問紙を作

成し，中国の蘇州市と岡山市の同じ年齢の中学校１年生

を対象に調査を行ってみた．

生活習慣に着目した健康教育を推進するためには，ま

ず，生活習慣の現状を把握する必要があると考える．こ

こでは，生活時間および運動実施状況，食事および嗜好

品の摂取状況と食品の摂取頻度を取り上げてみた．これ

らのほとんどの項目で蘇州市と岡山市に差がみられた．

生活習慣はその国の文化や慣習あるいは社会経済的背景

など児童生徒を取り巻く環境の影響が大きいが，発達期

にある児童生徒の健康的な生活習慣には共通するものも

多いと考えられる．蘇州市の中学生は，岡山市に比べて

就寝時刻が「１０時以前」と早い者が過半数と多く，起床

時刻も早い者が多かったのは，テレビ・ビデオ視聴時間

が「１時間未満」と少ない者が約半数と多かったことが

主に関係していると考えられる．情報機器の使用頻度の

多い日本の中学生では，テレビ・ビデオ視聴時間や携帯

電話の使用時間の長い者は自覚症状の訴え数が多く，睡

眠時間も少なくなっていることから１７），中国でも今後は

児童生徒の生活時間に留意した生活指導を考えておくこ

とが必要である．

食生活は運動とともに健康の保持増進の重要な要因で

ある．ここでは，食事および嗜好品の摂取状況と１０食品

の摂取頻度の調査を行い，学校における健康教育の資料

にすることにした．蘇州市の中学生は，岡山市に比べて

表９ 健康態度と健康意識との関連（％）

項 目 カテゴリ

健康態度得点

蘇 州 市 岡 山 市

１７以下 １８～２０ ２１ １７以下 １８～２０ ２１

ｎ＝１２７ ｎ＝１３２ ｎ＝１８４ χ２ ｎ＝８７ ｎ＝２４０ ｎ＝１３８ χ２

健康意識得点

１．１５以下 ２８．３ ２３．５ １９．０ ５８．６ ４０．８ ３１．９

２．１６～１８ ５８．３ ４５．５ ２９．３ ＊＊ ２９．９ ４３．８ ４７．１ ＊＊

３．１９以上 １３．４ ３１．１ ５１．６ １１．５ １５．４ ２１．０

注）＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．

表１０ 健康知識と生活習慣との関連（％）

項 目 カ テ ゴ リ

健康知識得点

蘇 州 市 岡 山 市

８以下 ９～１１ １２以上 ８以下 ９～１１ １２以上

ｎ＝２２４ ｎ＝１６５ ｎ＝５４ χ２ ｎ＝７７ ｎ＝２２３ ｎ＝１６５ χ２

テレビ・ビデ

オ視聴時間

１．１時間未満 ４０．６ ５１．５ ６３．０ ７．８ ６．７ １４．５

２．１～２時間 ３２．６ ３６．４ ２９．６ ＊＊ ２４．７ ３８．６ ３３．９ ＊

３．２～３時間 ２３．２ １２．１ ３．７ ３２．５ ２６．０ ２６．７

４．３時間以上 ３．６ ― ３．７ ３５．１ ２８．７ ２４．８

家庭学習時間

１．１時間未満 ２９．０ １８．２ １８．５ ３７．７ ２７．４ ２１．２

２．１～２時間 ３４．８ ３８．２ ２９．６ ns ４２．９ ４７．５ ４６．１ ＊

３．２～３時間 ２７．２ ２８．５ ３７．０ １５．６ １７．５ １８．８

４．３時間以上 ８．９ １５．２ １４．８ ３．９ ７．６ １３．９

朝 食

１．毎日食べる ６８．３ ７５．２ ８５．２ ８０．５ ８７．９ ８６．１

２．週２～３日食べる ２６．８ １８．２ １３．０ ＊ １４．３ ７．２ ９．７ ns

３．ほとんど食べない ４．９ ６．７ １．９ ５．２ ４．９ ４．２

インスタント

食 品

１．毎日食べる ３１．７ １３．９ ２９．６ ６．５ １．８ ―

２．週２～３日食べる ４１．１ ２９．１ ３１．５ ns ３９．０ ２６．０ ２４．２ ＊＊

３．ほとんど食べない ２７．２ ５７．０ ３８．９ ５４．５ ７２．２ ７５．８

食物摂取得点

１．２２以下 ２８．１ ２９．１ ２２．２ ５０．６ ３１．４ ２７．３

２．２３～２５ ２９．９ ３３．３ ２０．４ ns ３７．７ ４８．９ ３３．９ ＊

３．２６以上 ４２．０ ３７．６ ５７．４ １１．７ １９．７ ３８．８

注）蘇州市と岡山市のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

４２ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



表１１ 健康態度と生活習慣との関連（％）

項 目 カ テ ゴ リ

健康態度得点

蘇 州 市 岡 山 市

１７以下 １８～２０ ２１ １７以下 １８～２０ ２１

ｎ＝１２７ ｎ＝１３２ ｎ＝１８４ χ２ ｎ＝８７ ｎ＝２４０ ｎ＝１３８ χ２

就 寝 時 刻

１．１０時以前 ３２．３ ５１．５ ６５．３ ５．７ ７．９ １４．５

２．１０～１１時 ５０．４ ３７．９ ２８．８ ＊＊ ３６．８ ４３．３ ４５．７ ＊＊

３．１１～１２時 １６．５ ９．８ ３．８ ３３．３ ３６．７ ３０．４

４．１２時以後 ０．８ ０．８ １．６ ２４．１ １２．１ ９．４

起 床 時 刻

１．６時以前 ２２．８ ３０．３ ４０．８ ６．９ ７．５ ６．５

２．６～７時 ６４．６ ６１．４ ５３．８ ＊ ６２．１ ６９．２ ６９．６ ns

３．７～８時 １１．８ ８．３ ４．３ ３１．０ ２２．９ ２３．９

４．８時以後 ０．８ ― １．１ ― ０．４ ―

睡 眠 時 間

１．６時間未満 １９．７ １３．６ １６．８ １７．２ ５．８ ２．２

２．６～７時間 ２９．１ ３４．１ ３１．０ ns ２８．７ ３７．５ ３４．１ ＊＊

３．７～８時間 ４３．３ ３３．３ ３５．９ ４１．４ ４７．１ ５０．０

４．８時間以上 ７．９ １８．９ １６．３ １２．６ ９．６ １３．８

テレビ・ビデ

オ視聴時間

１．１時間未満 ２９．１ ５０．０ ５８．２ ６．９ １０．０ １０．９

２．１～２時間 ２８．３ ４１．７ ３１．５ ＊＊ ２５．３ ３４．６ ４０．６ ns

３．２～３時間 ３８．６ ７．６ ８．２ ３３．３ ２８．７ ２１．０

４．３時間以上 ３．９ ０．８ ２．２ ３４．５ ２６．７ ２７．５

パソコン・

テレビゲーム

使 用 時 間

１．１時間未満 ５０．４ ６８．２ ６７．９ ５９．８ ６０．８ ６２．３

２．１～２時間 ３２．３ ２３．５ ２５．０ ＊＊ ２４．１ ２５．０ ２６．１ ns

３．２～３時間 １４．２ ７．６ ４．３ ４．６ ９．６ ８．０

４．３時間以上 ３．１ ０．８ ２．７ １１．５ ４．６ ３．６

朝 食

１．毎日食べる ６４．６ ７０．５ ８０．４ ７２．４ ８６．７ ９３．５

２．週２～３日食べる ３０．７ ２２．７ １５．２ ns １４．９ ９．２ ５．８ ＊＊

３．ほとんど食べない ４．７ ６．８ ４．３ １２．６ ４．２ ０．７

昼 食

１．毎日食べる ７０．１ ８６．４ ８９．７ ８８．５ ９７．５ ９７．８

２．週２～３日食べる ２２．８ １２．９ ９．２ ＊＊ ８．０ １．７ ― ns

３．ほとんど食べない ７．１ ０．８ １．１ ３．４ ０．８ ２．２

夕 食

１．毎日食べる ７５．６ ８２．６ ８４．８ ８７．４ ９８．８ ９７．１

２．週２～３日食べる １８．９ １５．２ １２．０ ns １０．３ １．３ ２．２ ＊＊

３．ほとんど食べない ５．５ ２．３ ３．３ ２．３ ― ０．７

お や つ

１．毎日食べる ３７．８ ４３．９ ２６．１ ２８．８ ２８．７ ２３．９

２．週２～３日食べる ５５．１ ３８．６ ３６．４ ＊＊ ４３．７ ４９．２ ５３．６ ns

３．ほとんど食べない ７．１ １７．４ ３７．５ ２７．６ ２１．７ ２２．５

清涼飲料水

１．毎日飲む ４３．３ ４２．４ ２８．８ ４２．５ ２７．１ ３６．２

２．週２～３日飲む ４１．７ ３５．６ ３４．２ ＊＊ ４０．２ ４８．８ ４２．８ ns

３．ほとんど飲まない １５．０ ２２．０ ３７．０ １７．２ ２４．２ ２１．０

インスタント

食 品

１．毎日食べる ２９．９ ２４．２ ２１．７ ３．４ ２．５ ―

２．週２～３日食べる ４４．９ ３７．１ ２７．２ ＊＊ ３６．８ ２６．７ １９．６ ＊＊

３．ほとんど食べない ２５．２ ３８．６ ５０．５ ５９．８ ６８．８ ８０．４

食物摂取得点

１．２２以下 ３４．６ ２９．５ ２１．７ ５０．６ ３１．７ ２４．６

２．２３～２５ ２８．３ ３７．１ ２６．１ ＊＊ ３９．１ ４０．０ ４６．４ ＊＊

３．２６以上 ３７．０ ３３．３ ５２．２ １０．３ ２８．３ ２９．０

注）蘇州市と岡山市のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

４３楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



表１２ 健康意識と生活習慣との関連（％）

項 目 カ テ ゴ リ

健康意識得点

蘇 州 市 岡 山 市

１５以下 １６～１８ １９以上 １５以下 １６～１８ １９以上

ｎ＝１０２ ｎ＝１８８ ｎ＝１５３ χ２ ｎ＝１９３ ｎ＝１９６ ｎ＝７６ χ２

就 寝 時 刻

１．１０時以前 ４５．１ ３７．８ ７３．９ ４．７ ８．２ ２５．０

２．１０～１１時 ４５．１ ４６．８ ２１．６ ＊＊ ３４．７ ５０．０ ４４．７ ＊＊

３．１１～１２時 ７．８ １４．４ ３．９ ３６．８ ３３．７ ２８．９

４．１２時以後 ２．０ １．１ ０．７ ２３．８ ８．２ １．３

起 床 時 刻

１．６時以前 ２９．４ ２７．１ ４１．２ ６．２ ６．６ １０．５

２．６～７時 ５９．８ ６６．０ ５０．３ ns ６２．２ ６９．４ ７８．９ ＊

３．７～８時 １０．８ ６．４ ７．２ ３１．１ ２４．０ １０．５

４．８時以後 ― ０．５ １．３ ０．５ ― ―

睡 眠 時 間

１．６時間未満 １０．８ １４．４ ２３．５ １２．４ ４．１ ―

２．６～７時間 ３７．３ ３５．６ ２２．２ ns ４０．９ ３３．２ ２３．７ ＊＊

３．７～８時間 ４２．２ ３８．８ ３２．０ ３９．４ ５２．６ ５１．３

４．８時間以上 ９．８ １１．２ ２２．２ ７．３ １０．２ ２５．０

運 動

１．毎日する ２１．６ ４２．６ ５４．９ ４２．０ ６８．９ ８２．９

２．週２～３日する ３２．４ ４１．０ ３７．３ ＊＊ ３０．６ １６．８ １３．２ ＊＊

３．ほとんどしない ４６．１ １６．５ ７．８ ２７．５ １４．３ ３．９

朝 食

１．毎日食べる ６６．７ ６８．６ ８２．４ ７９．３ ９０．３ ９２．１

２．週２～３日食べる ２８．４ ２３．９ １５．０ ＊ １４．０ ６．１ ５．３ ＊

３．ほとんど食べない ４．９ ７．４ ２．６ ６．７ ３．６ ２．６

清涼飲料水

１．毎日飲む ２５．５ ３８．３ ４３．１ ３７．８ ２９．６ ２７．６

２．週２～３日飲む ４０．２ ３９．４ ３１．４ ＊ ４２．５ ４６．９ ４８．７ ns

３．ほとんど飲まない ３４．３ ２２．３ ２５．５ １９．７ ２３．５ ２３．７

インスタント

食 品

１．毎日食べる １５．７ ２３．４ ３２．７ ３．１ １．５ ―

２．週２～３日食べる ３４．３ ４４．７ ２４．８ ＊＊ ３３．７ ２７．０ １３．２ ＊＊

３．ほとんど食べない ５０．０ ３１．９ ４２．５ ６３．２ ７１．４ ８６．８

食物摂取得点

１．２２以下 ５２．９ ２８．２ １０．５ ４７．７ ２６．５ １３．２

２．２３～２５ ３３．３ ３１．４ ２６．１ ＊＊ ３８．９ ４５．４ ３９．５ ＊＊

３．２６以上 １３．７ ４０．４ ６３．４ １３．５ ２８．１ ４７．４

注）蘇州市と岡山市のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

表１３ 自覚症状の訴え数と健康知識，健康態度，健康意識との関連（％）

項 目 カテゴリ

自覚症状の訴え数

蘇 州 市 岡 山 市

０～５ ６～１１ １２以上 ０～５ ６～１１ １２以上

ｎ＝１２５ ｎ＝１４３ ｎ＝１７５ χ２ ｎ＝１７７ ｎ＝１６３ ｎ＝１２５ χ２

健康知識得点

１．８以下 ３６．８ ５０．３ ６０．６ １５．８ ２０．９ １２．０

２．９～１１ ３９．２ ３９．２ ３４．３ ＊＊ ４３．５ ５２．８ ４８．０ ns

３．１２以上 ２４．０ １０．５ ５．１ ４０．７ ２６．４ ４０．０

健康態度得点

１．１７以下 １０．４ ２１．７ ４７．４ １６．４ １８．４ ２２．４

２．１８～２０ ３０．４ ３４．３ ２５．７ ＊＊ ４６．９ ５５．８ ５２．８ ns

３．２１ ５９．２ ４４．１ ２６．９ ３６．７ ２５．８ ２４．８

健康意識得点

１．１５以下 １２．８ ２８．０ ２６．３ ２２．６ ４５．４ ６３．２

２．１６～１８ ２８．０ ３９．９ ５４．９ ＊＊ ４８．０ ４３．６ ３２．０ ＊＊

３．１９以上 ５９．２ ３２．２ １８．９ ２９．４ １１．０ ４．８

注）＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

４４ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



運動（スポーツ，外遊びを含む）している者が少なく，

朝食，昼食，夕食を欠食する者が約２０～３０％と多く，イ

ンスタント食品を摂取する者も多かった．しかし，１０食

品の摂取頻度では，野菜類，果物，大豆・豆製品，海草，

芋類の摂取頻度が高く，肉類又は魚類の摂取頻度は少な

く，１０食品から算出した食物摂取得点は学校給食を食べ

ている岡山市よりも高くなっていた．中国では，社会経

済が発展し，国民の栄養状況も改善されているが，都市

部では小・中学生の運動不足が指摘され２５）２６），肉類，卵

など動物性タンパク質などの摂取量が増えて，野菜類の

表１４ 自覚症状の訴え数と生活習慣との関連（％）

項 目 カ テ ゴ リ

自覚症状の訴え数

蘇 州 市 岡 山 市

０～５ ６～１１ １２以上 ０～５ ６～１１ １２以上

ｎ＝１２５ ｎ＝１４３ ｎ＝１７５ χ２ ｎ＝１７７ ｎ＝１６３ ｎ＝１２５ χ２

就 寝 時 刻

１．１０時以前 ６１．６ ５９．４ ３８．９ １５．３ ６．７ ４．８

２．１０～１１時 ３１．２ ２９．４ ４９．１ ＊＊ ４２．９ ３７．４ ４０．８ ＊＊

３．１１～１２時 ６．４ ９．８ １０．９ ２９．４ ３９．３ ３４．４

４．１２時以後 ０．８ １．４ １．１ ６．２ １６．６ ２０．０

睡 眠 時 間

１．６時間未満 １５．２ １５．４ １８．９ ２．３ ７．４ １２．８

２．６～７時間 ２２．４ ３５．７ ３４．３ ＊＊ ３１．６ ３５．６ ３８．４ ＊＊

３．７～８時間 ３４．４ ３９．９ ３７．１ ５１．４ ４４．８ ４３．２

４．８時間以上 ２８．０ ９．１ ９．７ １４．７ １２．３ ５．６

テレビ・ビデ

オ視聴時間

１．１時間未満 ５８．４ ４９．０ ３８．３ １０．２ ８．６ １０．４

２．１～２時間 ３２．８ ３７．１ ３１．４ ＊＊ ３７．９ ３６．２ ２８．０ ns

３．２～３時間 ５．６ １１．９ ２８．６ ２５．４ ２８．２ ２８．８

４．３時間以上 ３．２ ２．１ １．７ ２６．６ ２７．０ ３２．８

パソコン・

テレビゲーム

使 用 時 間

１．１時間未満 ７６．０ ６０．８ ５５．４ ６５．５ ５５．２ ６２．４

２．１～２時間 １７．６ ３１．５ ２９．１ ＊＊ ２１．５ ３０．１ ２４．０ ns

３．２～３時間 ４．０ ７．０ １２．０ ７．９ １０．４ ５．６

４．３時間以上 ２．４ ０．７ ３．４ ５．１ ４．３ ８．０

運 動

１．毎日する ５２．２ ３６．４ ３８．９ ６４．４ ６６．３ ４５．６

２．週２～３日する ３４．４ ４３．４ ３５．４ ＊＊ ２０．９ １９．０ ２７．２ ＊＊

３．ほとんどしない １２．８ ２０．３ ２５．７ １４．７ １４．７ ２７．２

朝 食

１．毎日食べる ８８．０ ６７．８ ６６．３ ９２．７ ８３．４ ８０．０

２．週２～３日食べる １０．４ ２６．６ ２６．３ ＊＊ ４．０ １１．０ １４．４ ＊

３．ほとんど食べない １．６ ５．６ ７．４ ３．４ ５．５ ５．６

昼 食

１．毎日食べる ９０．４ ８４．６ ７６．６ ９８．９ ９３．３ ９５．２

２．週２～３日食べる ７．２ １１．９ ２１．１ ＊ １．１ ３．７ ２．４ ns

３．ほとんど食べない ２．４ ３．５ ２．３ ― ３．１ ２．４

お や つ

１．毎日食べる ２５．６ ３３．６ ４２．３ ２７．７ ２３．３ ３２．８

２．週２～３日食べる ４４．８ ３９．９ ４２．９ ＊＊ ４７．５ ５４．６ ４５．６ ns

３．ほとんど食べない ２９．６ ２６．６ １４．９ ２４．９ ２２．１ ２１．６

清涼飲料水

１．毎日飲む ２７．２ ４２．０ ４０．０ ２８．８ ３３．１ ３７．６

２．週２～３日飲む ３８．４ ３１．５ ４０．０ ＊ ４９．２ ４６．０ ３９．２ ns

３．ほとんど飲まない ３４．４ ２６．６ ２０．０ ２２．０ ２０．９ ２３．２

インスタント

食 品

１．毎日食べる １６．８ ２８．０ ２８．０ １．１ ２．５ ２．４

２．週２～３日食べる ２３．２ ３６．４ ４３．４ ＊＊ １９．８ ３０．１ ３５．２ ＊

３．ほとんど食べない ６０．０ ３５．７ ２８．６ ７９．１ ６７．５ ６２．４

食物摂取得点

１．２２以下 ２３．２ ３０．８ ２８．６ ２６．０ ３５．６ ４０．０

２．２３～２５ １９．２ ３２．２ ３６．０ ＊＊ ４３．５ ３９．９ ４１．６ ＊

３．２６以上 ５７．６ ３７．１ ３５．４ ３０．５ ２４．５ １８．４

注）蘇州市と岡山市のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

４５楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



摂取が減っていることが指摘されている１）．また，中国

では，収入が増えると子どもを大事にして，良いものだ

けを食べさせるという根強い国民の意識がある．そのた

め，野菜より肉類を多く食べさせようとする家庭も増加

しており，保護者の食生活や健康に関する認識不足も考

えられる．今後は，日本と同じように肉類などの摂取量

が多くなる２７）と考えられるので，児童生徒だけではなく

保護者にも食に対しての知識や意識の現状を調査し，正

しい食事の知識を指導しなければならないと考えられる．

また，岡山市に比べ，蘇州市では，きちんと三食を摂取

している者が少なく，間食やインスタント食品の摂取頻

度が多かったのは，両親が共働きで，給食を食べずに家

に帰って食事を取る者も多いことが，欠食や間食などの

摂取頻度を多くしていると考えられる．中国では「中国

国民の健康に関する改善条例」を作って，栄養と健康を

考え，学校や栄養に関わる会社に栄養士を積極的に採用

し，栄養過多や栄養のアンバランスなど偏っている食事

に歯止めをかけようという動きがある２８）．このような公

衆衛生的な活動と関連づけた学校における健康教育が必

要であると考えられる．

児童生徒の生活習慣には，学校における健康教育で習

得する知識や態度の育成が関係し，健康的な生活習慣は

健康意識を高め，自覚症状の訴えを少なくするなど，現

在の生活の質にも関係していると考えられる．そこで，

生活習慣に関する健康知識と健康態度および健康意識に

ついてみると，これらのほとんどの項目でも蘇州市と岡

山市に差がみられた．健康知識では，蘇州市の習得率が

低くなっていたが，これは日本の小学校の教科書の内

容２１）から項目を作成したことや，中国と日本の教育内容

や指導方法の違いが考えられるので，今後さらに検討す

る必要がある．一方，健康態度では，蘇州市に睡眠時間

と間食では高い者が多く，飲酒，喫煙，運動，朝食では

低い者が多かった．また，健康意識では，蘇州市に健康

の自己評価，朝の目ざめなどの意識が高い者が多くなっ

ていた．このような健康知識と健康態度および健康意識

の蘇州市と岡山市の差は，学校における健康教育の影響

だけでなく，中学生を取り巻く生活環境や生活習慣の違

いによるところも大きいと考えられる．

そこで，健康知識と健康態度および健康意識の相互の

関連を検討してみた．日本では中学生の生活習慣や健康

に関する意識調査は広く行われているが，健康知識や健

康態度に関する調査２０）は少ない．また，健康知識と健康

態度および健康意識の把握は単一の項目のみでは限界が

あるので，ここでは得点化して関連をみることにした．

表１５「ねむけ感」の訴え数と生活習慣との関連（％）

項 目 カ テ ゴ リ

「ねむけ感」の訴え数

蘇 州 市 岡 山 市

０～１ ２～３ ４～５ ０～１ ２～３ ４～５

ｎ＝１５９ ｎ＝２０１ ｎ＝８３ χ２ ｎ＝８５ ｎ＝１９９ ｎ＝１８１ χ２

就 寝 時 刻

１．１０時以前 ５４．７ ５３．７ ４２．２ １８．８ ９．５ ５．０

２．１０～１１時 ３４．６ ３５．８ ４８．２ ns ５５．３ １０．７ ３９．２ ＊＊

３．１１～１２時 ８．８ １０．０ ８．４ ２４．７ ３６．７ ３５．９

４．１２時以後 １．６ ０．５ １．２ １．２ １３．１ １９．９

睡 眠 時 間

１．６時以前 １８．９ １２．９ ２１．７ ３．５ ５．０ １０．５

２．６～７時間 ２２．０ ３６．３ ３７．３ ＊＊ ２０．０ ３３．７ ４３．１ ＊＊

３．７～８時間 ３６．５ ４０．３ ３１．３ ５７．６ ４９．７ ３８．７

４．８時間以上 ２２．６ １０．４ ９．６ １８．８ １１．６ ７．７

運 動

１．毎日する ５８．５ ３５．８ ２５．３ ６１．２ ６４．３ ５４．７

２．週２～３日する ３０．２ ３９．３ ４８．２ ＊＊ ２５．９ １９．６ ２２．７ ns

３．ほとんどしない １１．３ ２４．９ ２６．５ １２．９ １６．１ ２２．７

朝 食

１．毎日食べる ８３．０ ６７．７ ６６．３ ９２．９ ８８．９ ７９．６

２．週２～３日食べる １２．６ ２５．９ ３０．１ ns ４．７ ７．３ １３．８ ＊

３．ほとんど食べない ４．４ ６．５ ３．６ ２．４ ４．０ ６．６

インスタント

食 品

１．毎日食べる ２３．９ ２４．９ ２６．５ ― １．５ ３．３

２．週２～３日食べる ３６．５ ３５．３ ３３．７ ns ２０．０ ２１．６ ３７．６ ＊＊

３．ほとんど食べない ３９．６ ３９．８ ３９．８ ８０．０ ７６．９ ５９．１

食物摂取得点

１．２２以下 １８．９ ３０．８ ３７．３ １８．８ ３２．２ ４０．９

２．２３～２５ ２１．４ ３４．８ ３４．９ ＊＊ ４３．５ ４１．２ ４１．４ ＊＊

３．２６以上 ５９．７ ３４．３ ２７．７ ３７．６ ２６．６ １７．７

注）蘇州市と岡山市のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

４６ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



健康知識得点と健康態度得点および健康意識得点の相互

の関連では，蘇州市と岡山市の中学生ともに，同様の傾

向がみられ，健康知識得点の高い者は健康態度得点が高

く，健康態度得点が高い者は健康意識得点が高くなって

いた．学校における健康教育の目標は，単に知識の習得

だけではなく，自分自身の心と体を大切にし，高めるこ

とが大切であるという内面に根ざした人としての価値観

を身に付け，知識を実践に生かす態度の育成を重視する

必要があるとされている１２）．このことからすると，生活

や健康についての理解を深め，健康知識の習得率を高め

ることは，健康態度の育成につながものと考えられる．

また，健康知識と健康態度および健康意識と生活習慣と

の関連をみることは，健康的な生活習慣の実践化をねら

いとする学校における健康教育の在り方を検討する上で

必要なことであると考えられる．先述した生活習慣のそ

れぞれの項目との関連を健康知識得点と健康態度得点お

よび健康意識得点でみると，蘇州市と岡山市の中学生と

もに，健康態度得点との関連が多くみられ，健康的な生

活時間や食生活を実践している者は，健康態度得点の高

い者が多くなっていた．また，健康意識得点の高い者も

健康的な生活時間や食生活を実践している者が多かった．

しかし，健康知識得点との関連は少なかったことから，

学校における健康教育において，健康知識の習得だけで

なく，どのようにして健康態度の育成を図るかを検討す

る必要がある．

さらに，日本での調査では，生活習慣と肥満度や自覚

症状などの健康状況との関連を検討した報告１４）２９）も多い．

中国では日本のように児童生徒の定期健康診断が実施さ

れていないので，児童生徒の健康状況に関する報告は少

ない３０）．門田ら１６）１７）は，ふだんの自覚症状の訴えを生活

意識や生活行動を反映した心身の状態，すなわち，健康

状況の指標として重要であるとしている．また，現在の

生活の質（Quality of Life）の向上という視点からも取

り上げている．そこで，自覚症状の訴え数と健康知識得

点，健康態度得点，健康意識得点および生活習慣との関

連をみてみた．蘇州市の中学生は，岡山市に比べて自覚

症状の訴え数は多くなっていたが，「ねむけ感」に関す

る項目の訴えは岡山市に比べて少なかった．蘇州市の中

学生でも，これまでの日本の調査と同様に，自覚症状の

訴え数の少ない者は，健康的な生活習慣を実践している

とみなされる者が多く，就寝時刻の早い者，テレビ・ビ

デオ視聴時間の少ない者，運動を毎日する者，朝食や昼

食を毎日食べる者，インスタント食品を食べない者，食

物摂取得点の高い者などに訴え数が少なくなっていた．

また，「ねむけ感」の訴え数では，岡山市の中学生では

就寝時刻で関連がみられ，就寝時刻の早い者は訴え数が

少なくなっていた．これらのことから，自覚症状の訴え

数は，中国でも児童生徒の健康指標として活用できると

考えられる．さらに，自覚症状の訴えの内容について検

討することは，生活習慣の改善や生活の質の向上にもつ

ながる３１）３２）ものと考えられる．

以上のことから，中国での学校における健康教育でも

生活や健康についての理解だけでなく，態度の育成が重

要であることが明らかになった．そして，生活習慣に関

する健康知識と態度の育成は，健康的な生活習慣を実践

させ，健康意識を高め，自覚症状の訴えを減少させるな

ど，中学生の生活の質の向上にもつながるものと考えら

れた．

�．要 約

近年，中国でも国民の生活習慣に関連する健康問題が

指摘され，学校教育の柱として健康が位置づけられるな

ど，学校における健康教育が重視されてきた．そこで，

本研究では，中国での学校における健康教育の基礎資料

を得ることを目的として，蘇州市と岡山市の中学校１年

生を対象に，生活習慣に関する健康意識，健康知識，健

康態度および自覚症状を調査して中日比較を行った．ま

た，それらの相互の関連についても検討した．分析対象

数は，蘇州市４４３名，岡山市４６５名である．調査は，２００６

年６月に行った．

結果の概要は，以下のとおりである．

生活習慣に関する比較では多くの項目で差がみられ，

蘇州市の中学生は，岡山市に比較して，生活時間では就

寝時刻の早い者や起床時刻の早い者が多かったが，運動

をしない者や食事を欠食する者，嗜好品を食べる者が多

かった．食品の摂取では野菜，果物，大豆・豆製品，海

草，芋類を食べる者が多く，肉類又は魚類，牛乳・乳製

品，穀類を食べる者は少なかったが，食物摂取得点は高

かった．

健康意識，健康知識，健康態度および自覚症状の比較

でも多くの項目で差がみられた．健康意識では健康の自

己評価，朝の目ざめなどの意識の高い者が多かったが，

健康知識の習得率は低かった．健康態度では睡眠時間は

高い者が多く，運動と朝食では低い者が多かった．自覚

症状の訴え率は高い項目が多かったが，ねむけ感の訴え

率は低くかった．

健康意識，健康知識，健康態度および自覚症状の相互

の関連と生活習慣との関連をみると，蘇州市の中学生で

は，健康知識の高い者は，健康態度や健康意識も高く，

自覚症状の訴え数は少なかった．また，蘇州市と岡山市

ともに，健康態度と健康意識および自覚症状の訴え数は

生活習慣との関連がみられる項目が多かった．健康態度

や健康意識の高い者，自覚症状の訴え数の少ない者は，

就寝時刻が早い者，運動を毎日する者，食事を欠食しな

い者，食物摂取得点が高い者など，健康的な生活習慣を

実践している者が多かった．

これらのことから，中国でも学校における健康教育で

は，生活や健康についての理解だけでなく，態度の育成

が重要であることが明らかになった．そして，生活習慣

に関する知識と態度の育成は，健康的な生活習慣を実践

４７楊ほか：中学生の生活習慣に関する健康意識・知識・態度についての中日比較



させ，健康意識を高め，自覚症状の訴えを減少させるな

ど，中学生の生活の質の向上にもつながると考えられた．
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�．研究目的

女子スポーツ選手に月経異常，特に周期の異常が一般

女性より高頻度にみられることはよく知られている．中

でもバレエ１），体操２），新体操３），マラソン４），陸上中・長

距離２）の選手に多いことが報告されている．これらのス

ポーツ種目では体脂肪の増大が競技にマイナスにはたら

くため，厳しい減量や摂食制限が行われ，その結果生じ

る低体脂肪が月経異常の要因の一つと考えられる．また，

この他にも女子スポーツ選手の月経周期異常の要因とし

て身体的・精神的ストレス，運動によって起こるホルモ

ン環境の変化などが考えられている５）．そしてこれらの

要因は単独ではなく複合的に作用し，月経異常が発現す

るとされている５）．

筆者らは，新体操選手７３名を対象に体脂肪率測定およ

び月経状態，トレーニング状況に関する調査を行い，月

経周期が規則的な選手群と不規則・無月経の選手群にお

ける違いを比較したところ，身長，体重，体脂肪率，ト

レーニング状況に差はみられなかったが，不規則・無月

経群の初経発来が有意に遅く，初経後の経過年数が短い

者ほど月経周期異常の出現が多くなる傾向を認めた．す

なわち，新体操選手の月経異常には初経後年数がもっと

も強く作用している可能性が認められた３）．しかしバレ

エ，体操，新体操，陸上中・長距離選手をまとめて月経

異常高率群として月経異常に強く作用する要因を探索す

ると，共通因子として体脂肪率低値が挙げられるが，種

大学女子陸上中・長距離選手における
月経異常の実態と競技的要因

菊 地 潤＊１，中 村 泉＊２，樫 村 修 生＊１

＊１東京農業大学大学院農学研究科環境共生学専攻
＊２日本女子体育大学体育学部スポーツ健康学科

The Athletic Factors and Status of Irregular Cycle and Amenorrhea
in the Female College Middle and Long―Distance Runners

Megumi Kikuchi＊１ Izumi Nakamura＊２ Osamu Kashimura＊１

＊１Department of Environmental Symbiotic Studies, Graduate School of Agriculture, Tokyo University of Agriculture
＊２Japan Women’s College of Physical Education

The present study investigates the relationship between menstrual cycle regularity and body fat as well as

physical characteristics among２３female middle and long―distance runners who were college students.

The results were as follows：

１）The body fat ratio ranged from５．０％ to２５．９％（mean,１４．４％）.

２）The mean age of menarche among the runners was１３．１years, which was evidently later than that of

non―athletes.

３）About６０％ of the runners had started training before the onset of menarche.

Irregularities in the length of the menstrual cycle were as follows：

１）The proportion of those who experienced menstrual irregularity was４７．８％.

２）Stature, age at menarche, running distances for one month, experience as a runner and athletic level did

not significantly differ between the groups with regular and irregular menstrual―cycles.

３）Runners with an irregular cycle had significantly less body fat than those with a regular cycle.

４）The abnormal rate of the menstrual cycle tended to increase with decreasing body fat. An irregular cycle

or amenorrhea was not evident in any runners with a body fat ratio of２０％ or more, but was evident in all

runners with ≦１０．０％ body fat.

５）Body fat negatively correlated with running distance for one month.

These results suggest that the higher proportion of menstrual irregularities among middle and long―dis-

tance runners with low body fat is due to decreasing body fat together with longer distances run over a pe-

riod of one month.

Key words：middle and long―distance runner, menstrual cycle, body fat ratio, irregular cycle

陸上中・長距離，月経周期，体脂肪率，月経異常

原 著
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目ごとに詳細な検討を行うと，個々の種目に特有の関連

要因が検索できる可能性が考えられる．また，近年，競

技開始年齢は若年化する傾向が強く，若年期の激しいス

ポーツ活動が選手の生殖生理機能や将来の妊孕性に及ぼ

す影響が危惧されており，月経異常が高率な種目につい

て各種目別に月経異常の発現に，より強く作用する関連

要因が明らかとなれば，クラブ活動やスポーツ指導の場

面において行っているスポーツ種目別に月経異常に関し

て早期より具体的かつ有効な注意喚起ができるものと考

える．

そこで，本研究では月経異常が高率とされる女子陸上

中・長距離選手を対象に新体操選手と同様の月経やト

レーニングに関する調査および体脂肪量測定を行い，女

子陸上中・長距離選手における月経状態を把握するとと

もに，同じ月経異常高率のスポーツ種目でも陸上中・長

距離選手の場合には，何がより強く月経周期異常と関連

しているのかを明確にすることを目的とした．

�．研究方法

東京都内にある大学の陸上部に所属する女子陸上中・

長距離選手２３名（年齢１８．１歳から２１．７歳）を対象に，体

脂肪率の測定と質問紙による月経状態やトレーニングに

関する調査を行った．本研究の対象となった選手の競技

レベルは，５，０００m走の記録が１６分２０秒から３１分５５秒の

範囲であり，出場競技会からみると，全国レベルが

８．７％（２名），関東大会レベルが３４．８％（８名），県大

会レベルが３４．８％（８名），記録会レベルが２１．７％（５

名）である．

体脂肪率の測定には，生体インピーダンス（BI）か

ら体脂肪量を推定する�タニタ社製体組成計インナース

キャンBC―６００（アスリートモード）を用いた．測定に

際しては被検者に食事直後やトレーニング直後にならな

いよう注意し，全員が同日のほぼ同時刻となるよう配慮

した．

月経状態およびトレーニングに関する調査には，初経

発来年月日，初経時身長・体重，現在から過去２年間の

月経状態（周期，持続日数），トレーニングに対する主

観，競技成績，トレーニング開始時期，陸上競技歴，走

行距離の項目からなる質問紙を用いた．体脂肪率測定は

２００６年６月に行い，質問紙は体脂肪率測定時に配布し，

１週間の留置期間をおいた後，回収した．

測定・調査にあたっては，事前に本研究の目的，方法，

内容を文書ならびに口頭にて説明を行い，本人の同意を

書面にて得られた者が本研究に参加した．なお，本研究

は，東京農業大学倫理委員会（人を対象とする実験・調

査等に関する倫理審査）の承認を得て実施した．

測定値および質問紙の集計・分析には統計用プログラ

ムパッケージSASを使用した．２群間の平均値の差の検

定には対応のないt―検定を，多群間の平均値の差の検定

には一元配置分散分析を用いた．また，分布の偏りの検

定にはχ２―検定を用いた．なお，有意確率は５％未満を

もって有意とした．

�．結 果

１．陸上中・長距離選手の身体的特性と月経状態

１）身体的特性

対象者２３名の身長，体重，体脂肪率，BMIおよび肥満

度の平均値と標準偏差を表１に示した．体脂肪率は５．０

から２５．９％に分布しており，１０％未満の選手が５名で全

体の２１．７％，１０．１～１５．０％の選手が６名２６．１％，１５．１～

２０．０％の選手が８名３４．８％，２０％以上の選手は４名

１７．４％で，体脂肪率が１５％以下の選手が全体の約半数を

占めた．

２）月経状態

対象者２３名のうち，初経状態を記憶していた者１９名の

初経年齢は，１０．２歳から１７．３歳に分布しており，平均初

経年齢は１３．１歳であった（表１）．調査時において初経

発来がまだみられない選手が１名存在した．

過去２年間における月経周期の状態については「規則

的」と答えた選手が８．７％（２名），「だいたい規則的」

と答えた選手は４３．５％（１０名），「ほとんど不規則」いわ

ゆる次回の月経が予測できない選手は１７．４％（４名），

「ここ２年間に月経はない」（以下，無月経）選手が

２６．１％（６名），初経未発来の選手が４．３％（１名）であっ

た．ほとんど不規則と無月経，初経未発来を合わせると

月経異常を訴えた選手は全体の４７．８％であった．

「規則的」，「だいたい規則的」と答えた選手の月経周

期は，２５から２９日（５０．０％）がもっとも多く，次に３０か

ら３４日（４１．８％），３５から３８日（８．２％）であった．また，

月経持続日数は「３～７日」が８１．０％ともっとも多く，

「１～２日」，「８日以上」の過短，過長月経の選手はそ

れぞれ１名（９．５％）にみられた．

３）トレーニング状況

トレーニング量として体脂肪率を測定した前月（５月）

の１ケ月間の走行距離を聞いたところ，平均は４８１．５km

（最短１８９km，最長は６９０km）であった．

日々のトレーニングに対する選手の主観的強度（５段

表１ 対象者における身体的特性および初経状態

n mean±S.D.（Min.―Max.）

年 齢（歳） ２３ ２０．０±１．２（１８．１―２１．７）

身 長（cm） ２３ １５８．９±５．２（１４８．０―１７０．０）

体 重（kg） ２３ ５０．３±６．６（３９．０―６６．２）

体 脂 肪 率（％） ２３ １４．４±６．５（ ５．０―２５．９）

BMI ２３ １９．９±１．９（１６．９―２３．８）

肥 満 度（％） ２３ －９．７±８．７（－２３．３― ８．３）

初 経 年 齢（歳） １９ １３．１±１．７（１０．２―１７．３）

初経時身長（cm） １５ １５３．２±４．７（１４５．０―１６０．０）

初経時体重（kg） １３ ４０．５±２．９（３６．０―４６．０）

陸上競技歴（年） ２３ ８．３±１．７（ ４．０―１１．０）
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階）は，「大変きつい」４．４％（１名），「きつい」が５６．５％

（１３名），「ふつう」３９．１％（９名）であった．「楽であ

る」「大変楽である」と感じている選手は１名もいなかっ

た．また，競技者としてトレーニングを開始した時期を

初経発来の前後で尋ねた結果，初経前が５６．５％（１３名），

初経後が４３．５％（１０名）であり，半数以上の選手が初経

発来前より専門的なトレーニングを開始していた状況で

あった．そして初経前にトレーニングを開始した選手の

平均初経年齢は，１４．４歳（S.D.１．２歳）であり，初経後

に開始した選手では１１．９歳（S.D.１．１歳）であった．ま

た，対象選手の陸上競技を始めてからの平均年数（以下，

陸上競技歴）は，８．３年（最短４．０年，最長１１．０年）であっ

た（表１）．

２．月経周期と身体的特性および月間走行距離の関係

表２は月経周期に異常がみられる群（「ほとんど不規

則」，「ここ２年間に月経はない」と答えた１０名を不規

則・無月経群）と正常な群（月経周期が「規則的」，「だ

いたい規則的」と答えた１２名を規則的群）について身体

的特性，走行距離および初経状況の面から比較した．年

齢，身長，初経年齢，初経時身長・体重，月間走行距離，

陸上競技歴は両群間に有意な差は認められなかった．し

かし，体重と体脂肪率，BMI，肥満度には両群間に有意

差が認められ，不規則・無月経群は規則的群より有意に

体重が軽く（p＜０．０１），体脂肪率および肥満度が低かっ

た（p＜０．００１）．

体脂肪率において月経周期に異常が生じるかをみるた

めに，図１に月経異常の出現率を体脂肪率５％ごとに示

した．体脂肪率が２０．１％以上あると月経異常を示す選手

はなく，体脂肪率１５．１から２０．０％においては異常出現率

２５．０％，１０．１から１５．０％においては６６．７％であり，体脂

肪率の減少にともなって月経異常の出現率が増加した．

また，体脂肪率が１０．０％以下の選手では，全員（n＝５）

で月経異常が起きていることが明らかとなった．

さらに，月経周期異常の出現率を陸上競技歴別にみた

ところ（図２），陸上競技歴が５年の選手の月経異常は

１００．０％，７年では６６．７％，８年は２５．０％と陸上競技の

経験年数が増加すると異常出現率が減少する傾向をみせ

表２ 月経周期の規則性別平均値および標準偏差

月経周期

規則的 不規則＋無月経

n mean±S.D. n mean±S.D.

年 齢（歳） １２ ２０．４±１．１ １０ １９．７±１．２ NS

身 長（cm） １２ １６０．５±４．６ １０ １５８．１±４．７ NS

体 重（kg） １２ ５４．１±６．０ １０ ４６．３±４．６ ＊＊

体 脂 肪 率（％） １２ １８．５±５．０ １０ ９．８±５．０ ＊＊＊

BMI １２ ２１．０±１．８ １０ １８．５±１．１ ＊＊＊

肥 満 度（％） １２ －４．６±８．０ １０ －１６．０±５．０ ＊＊＊

初 経 年 齢（歳） １０ １２．８±１．７ ９ １３．３±１．８ NS

初経時身長（cm） ７ １５３．１±４．６ ８ １５３．３±５．１ NS

初経時体重（kg） ５ ４１．２±３．０ ８ ４０．１±３．０ NS

月間走行距離（km） １２ ４２６．２±１６５．１ １０ ５４２．３±１１１．４ NS

陸上競技歴（年） １２ ８．７±１．１ １０ ８．２±２．０ NS

＊＊p＜０．０１，＊＊＊p＜０．００１，NS＝not significant（by t―test）

図１ 体脂肪率と月経異常出現率の関係
月経異常率＝不規則・無月経群／全体の度数（規則的群

＋不規則・無月経群）×１００

図２ 陸上競技歴別月経異常出現率
＊月経異常出現率＝不規則・無月経群／全体の度数（規則的群

＋不規則・無月経群）×１００
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たが，１１年の選手では１００．０％と増加し，統計的に有意

な関連は認められなかった．練習に対する主観的運動強

度別（図３）の月経異常出現率は，「ふつう」と感じて

いる選手群より「きつい」と感じている選手群に高い傾

向がみられたが，有意な関連は認められなかった．また，

初経発来学年と月経異常出現率の間に，初経発来の早遅

による一定の傾向はみられなかった（図４）．加えて，

選手の競技レベルと月経異常出現率の関連をみたが，競

技レベルが高いほど異常率が高い，または低いといった

傾向は認められなかった（図５）．

３．体脂肪率と月間走行距離および競技レベルの関係

図１において月経周期異常の出現に体脂肪率が関与し

ている可能性が認められたことから，図６において選手

の体脂肪率に影響を与えると考えられる月間の走行距離

との関係について検討を行った．体脂肪率と月間走行距

離の間には有意な負の相関関係が認められ（p＜０．０５），

月間の走行距離が多い選手ほど体脂肪率が低い傾向を示

した．

加えて，競技レベル別に体脂肪率と月間走行距離の平

均値を算出し比較したが，全国大会レベルの選手の平均

体脂肪率は１６．６％，関東大会レベルの選手は１１．３％，県

大会レベル選手は１６．７％，記録会レベルは１４．９％と競技

レベルによる有意差は認められなかった．月間の走行距

離についても競技レベルが高い選手ほど距離が長くなる

という傾向は認められなかった．

�．考 察

１．月経状態

現代社会において運動は健康や体力の維持，増進のた

めに必要な生活習慣とされているが，日々激しいトレー

ニングを行う女子スポーツ選手には月経異常が多く，中

でも初経発来の遅延２）６），稀発月経や続発性無月経など周

期の異常が一般女性より高頻度にみられることが数多く

報告されている３）５）７－１０）．

目崎ら１１）によれば，スポーツ習慣のない一般女子大学

生の初経発来年齢は平均１２．８歳であるのに対し，スポー

ツ選手群ではピークが１３歳で平均初経年齢も１３．３歳と，

明らかに一般学生より遅延していると報告している．本

調査における対象者の初経年齢も平均１３．１歳であり，目

崎らの報告１１）とほぼ同値を示しており，さらに実技の授

業以外に運動習慣のない同大学の女子学生の平均初経年

齢１２．１歳（２００６年１１月調査，未発表）と比較しても明ら

かに遅延傾向を示した．

初経発来の遅延傾向は，スポーツトレーニングの開始

時期に関係があるとされている１２）．目崎ら１２）によれば，

図３ 練習に対する主観的運動強度別月経異常出現率
＊月経異常出現率＝不規則・無月経群／全体の度数（規則的群

＋不規則・無月経群）×１００

図４ 初経発来学年別月経異常出現率
＊月経異常出現率＝不規則・無月経群／全体の度数（規則的群

＋不規則・無月経群）×１００

図５ 競技レベル別月経異常出現率
＊月経異常出現率＝不規則・無月経群／全体の度数（規則的群

＋不規則・無月経群）×１００

図６ 体脂肪率と月間走行距離の相関関係
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初経発来前からトレーニングを開始した者の初経年齢は

平均１３．１歳であり，トレーニングをしていない対照群の

平均１２．６歳と比較して明らかに遅延していたが，初経発

来後にトレーニングを開始したとする者では初経年齢は

平均１２．０歳であり，対照群より早く発来すると報告して

いる．本調査においても５６．５％の選手が初経前よりト

レーニングを開始しており，初経後にトレーニングを開

始した選手の平均初経年齢１１．９歳に対し，初経前よりト

レーニングを開始した選手は１４．４歳であった．このこと

が一般女子大学生より初経発来に遅延傾向を示したこと

と，より関連があると考えられる．本調査対象の陸上競

技歴は長い選手では１１年，平均８．３年であり，小学校５

年生頃より専門的なトレーニングを開始している選手が

多いこともわかった．専門的なトレーニングの早期開始

は，思春期女子の正常な性機能の発達に何らかの影響を

及ぼし初経発来を遅延させているものと思われる．

日本を代表する一流女子選手（オリンピック強化指定

選手）の月経調査１１）の結果，続発性無月経（選手１５．４％，

対照群７．７％）や不整周期症（選手１５．４％，対照群１２．５％）

などの月経周期異常はスポーツ選手で対照群より高率で

あった．本調査の陸上中・長距離選手においても続発性

無月経，不整周期症と考えられる月経周期の異常を訴え

た選手の割合は４７．８％で，実技の授業以外に運動習慣の

ない同大学の女子学生の周期異常率が３１．８％（２００６年１１

月調査未発表）と比較して高率であった．本調査対象の

陸上中・長距離選手においても，スポーツ選手に多いと

されている初経発来の遅延，周期異常という従来の報告

と同じ傾向がみられた．

２．月経周期異常の競技的要因

スポーツ選手の月経異常，中でも続発性無月経など周

期の異常の原因としては身体的・精神的ストレス，体重

（体脂肪の）減少およびホルモン環境の変化が考えられ

ている５）．

日常のトレーニングにおける体力の消耗度を身体的ス

トレスの程度としてみた報告１３）によれば，体力を消耗す

ると感じている者の月経異常頻度は６０％，気にならない

とする者では４０％と，消耗すると感じている者の方が高

率である．また，陸上競技選手においては，一週間の走

行距離が増加するほど月経異常の発現頻度が増加すると

報告されている１４）１５）．しかし，本調査対象の選手におい

て，トレーニングに対する主観的強度と周期異常の出現

率に有意な関連は認められなかった．また，平均走行距

離は月経周期が規則的な群と不規則＋無月経の群の間に

有意差はみられなかった．しかし，月経周期が規則的な

群と不規則＋無月経群で違いがみられたのは，体重およ

び体脂肪率であり，各体脂肪率別（体脂肪率を５％区切

り）の月経異常出現率をみたところ，体脂肪率が２０．１％

以上あると月経異常を示す選手はなく，体脂肪率の減少

に伴って月経異常の出現率が増加し，体脂肪率が１０．０％

以下では全員の選手に月経異常が起こっていた．これは

目崎ら１６）が全競技種目を併せて体脂肪率と月経異常の割

合をみた報告と同様であった．

この他，初経年齢や陸上競技歴，競技レベルと月経異

常出現率の関連についても検討を行ったが，有意な関連

は認められなかった．

以上のことから，陸上中・長距離選手における月経周

期異常には初経年齢や陸上競技歴，競技レベルよりも体

脂肪量が少ないことが極めて強く作用しており，体脂肪

率が低いことが周期異常の主要な関連因子であると考え

られる．体脂肪は性機能の発現および維持にとって重要

であり，男性ホルモンであるアンドロゲンは脂肪組織に

おいてエストロゲンへ転換される１７）ため，体脂肪量が少

ないとアンドロゲンのエストロゲンへの転換率を低下さ

せ，高アンドロゲン状態をきたし月経異常の原因となる

と考えられている．

本研究の結果は，筆者らが新体操選手７３名を対象に体

脂肪率測定および月経状態，トレーニング状況に関する

調査を行い，月経周期が正常な選手群と不規則・無月経

の選手群における違いを比較したところ，身長，体重，

体脂肪率，トレーニング状況に差はみられなかったが，

不規則・無月経群の初経発来が有意に遅く，初経後の経

過年数が短い選手ほど月経周期異常の出現率が高く，新

体操選手の月経異常には初経後年数がもっとも強く作用

している可能性を認めた結果３）とは異なるものであった．

これは新体操選手の主たる減量方法が摂食制限を中心と

したものであるのに対し，陸上中・長距離選手の場合は

日々行われているトレーニング自体が体脂肪をエネル

ギー源とすることが多いエネルギー供給システムに依存

しているからではないかと考える．本研究において，一

ケ月間の走行距離が月経周期の規則的な群と不規則＋無

月経群の比較では有意差が認められなかった．しかし，

選手全体の体脂肪率と月間走行距離には有意な負の相関

関係が認められ，一ケ月間の走行距離が長い選手は体脂

肪率が低い傾向を示したことも，走行距離の増加そのも

のが月経異常を惹起させているのではなく，走りこんだ

結果として体脂肪量が減少したことが月経異常とより強

く関連しているのではないかと考えられる．

しかし，体脂肪量が減少する要因は走行距離のみでは

なく，本研究では体脂肪量の減少に関係すると思われる

食事の摂取量，摂食障害などの食行動に関する調査は

行っていない．一般女性も含め，続発性無月経をきたす

疾患の中には摂食障害（拒食症，過食症など）もあるこ

とが報告されている１８）．また，女子スポーツ選手は対照

群と比較して摂食障害の者の割合が高いとの報告もあ

る１９）．今後は食事の摂取量，摂食障害などの食行動に関

する調査，分析も必要である．

近年，陸上中・長距離選手は若い時期より専門的なト

レーニングを開始し，結婚後も現役で活躍する選手が増

えてきているが，このことは同時に妊孕性の問題が危惧

される．本研究の結果，陸上中・長距離選手において月
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経異常が高率であることは明らかであった．先行研究２０）

によれば運動中止後の月経周期回復状況は，周期失調の

期間と相関しており短期間の周期失調では早期に回復が

得られるのに対し，無月経期間が７から１２ケ月になると

排卵性周期への回復は５０％になると報告されている．さ

らに，１年を越える続発性無月経はプロゲステロンのみ

の投与では消退出血がみられない第二度無月経へと重症

化しやすく，周期が回復しにくくなるとされている２）．

本研究において，過去２年間月経周期が不規則または無

月経であった選手は，４７．８％と高率であり，今後の周期

回復状況が危惧される．また，「規則的である」と答え

た選手も性器出血は定期的に起こっているものの，排卵

の有無までは確認していないため無排卵性の月経も混在

している可能性は否定できず，将来の妊孕性に重大な影

響を及ぼすことが考えられる．

以上のことから，陸上中・長距離選手に対しては，早

期より体脂肪量とそれに影響を及ぼす走行距離，さらに

は栄養面に対する注意喚起を行い，適切な生活管理を

行っていくことが性機能の正常な発育および妊孕性保持

に有用であると考える．さらに体型的には正常でも続発

性無月経になる陸上選手の報告２１）もみられるため，今後

は毎月の走行距離の変動と体脂肪率および月経状態の変

化，各種ストレスとの関連性，栄養摂取状況など多方面

より個別に検討していく必要があると思われる．

�．要 約

月経異常が多いとされる陸上中・長距離選手を対象に，

月経状態，トレーニング状況に関する調査および体脂肪

量測定を行い，月経異常の実態を把握するとともに，陸

上中・長距離選手における月経異常の競技的要因につい

て検討を行った結果，以下のことが明らかになった．

１）陸上中・長距離選手の体脂肪率は５．０％から２５．９％

に分布し，平均体脂肪率は１４．４％であった．

２）平均初経年齢は１３．１歳で，一般女性より遅延傾向が

認められた．また，半数以上の選手が初経発来前より

トレーニングを開始していた．月経周期の異常は全体

の４７．８％に出現し，これも一般女性より明らかに高率

を示した．

３）月経周期が規則的な群と不規則＋無月経の群では年

齢，身長，初経年齢，月間走行距離，陸上競技歴の平

均値に有意な差は認められなかった．また，トレーニ

ングに対する主観的強度や競技レベルにも，月経周期

との有意な関連はみられなかった．しかし，体重と体

脂肪率では，規則的群と不規則＋無月経群に有意差が

認められた．

４）月経周期の異常出現率は，体脂肪率が低くなるのに

ともなって高くなる傾向を示し，体脂肪率が２０％以上

あると月経異常を示す選手はいないが，１０．０％以下に

なるとすべての選手に月経異常が生じていた．また，

月間走行距離と体脂肪率には有意な負の相関関係が認

められ，陸上中・長距離選手における月経異常の発現

は，トレーニングとして走る距離が増加し，その結果

として体脂肪量が減少することと強く関連しているこ

とが示唆された．
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会 報 平成１９年度 第４回日本学校保健学会理事会議事録

日 時：平成１９年９月１４日（金）１３：００～１５：００

場 所：和洋女子大学 南館９階大会議室

出席者：實成文彦（理事長）・佐藤祐造・数見隆生・松本健治・照屋博行（常任理事）・天野敦子・家田重晴・石川哲

也・石原昌江・市村國夫・植田誠治・岡田加奈子・勝野眞吾・鎌田尚子・後藤ひとみ・佐藤 理・住田

実・高橋浩之・瀧澤利行・武田眞太郎・津島ひろ江・中川秀昭・中安紀美子・三木とみ子・宮尾 克・宮下

和久・村松常司・森岡郁晴・横田正義・渡辺正樹（理事）・出井美智子・村田光範（監事）・大澤清二・和唐

正勝（委任状）・大津一義（年次学会長）・大沢 功（書記）・鈴江 毅・國本政子（事務局）

理事長挨拶

・会議に先立ち，實成理事長より挨拶があった．

議事録確認

・前回理事会（平成１９年度第３回）の議事録の確認を行い，一部修正した（署名人：天野敦子理事，石川哲也理事）．

議事録署名人の指名

・今回（平成１９年度第４回理事会）の議事録署名人として，石原昌江理事と市村國夫理事の２名が指名された．

報告事項

１．庶務関係（佐藤常任理事）

・資料に基づき，平成１８年度事業報告および平成１９年度中間報告，第１２期総括があった．

・名誉会員推薦について：前回の理事会で推薦を決定した３名の名誉会員候補者を確認した．

・会則改定の経過と改定事項を確認した．

２．学会活動関係（数見常任理事）

・資料に基づき，平成１８年度事業報告および平成１９年度中間報告，第１２期総括があった．

・学会賞，学会奨励賞：数見常任理事につづけて選考委員長の野村和雄評議員より，選考経過および選考理由に

ついての説明があった．野村和雄選考委員長より今回の学会賞選考では３５歳以下を除外したが，今後は両賞同

時受賞もあってよいという意見が出された．なお，この件のような選考に関わる重要な事項については，今後

選考経過中に理事会へ報告するようにとの要望が石川理事よりあった．

３．編集関係（松本常任理事）

・資料に基づき，平成１８年度事業報告および平成１９年度中間報告，第１２期総括があった．

・「学校保健研究」の編集状況：平成１８年度分は，投稿数４０編，査読中５編，受理２２編，不適１２編，取り下げ１

編である．平成１９年度分は現在のところ，投稿数１８編，査読中１１編，受理１編，不適６編である．

・次期への申し送り事項：編集委員の森岡郁晴理事より表紙変更，投稿システム（メール投稿）の変更等，次期

への申し送り事項についての報告があった．表紙については４案が紹介された．なお，表紙の変更理由として，

学会誌の学術的意義を高めることであることが確認された．

４．国際交流関係（照屋常任理事）

・資料に基づき，平成１８年度事業報告および平成１９年度中間報告，第１２期総括があった．

・石川理事より韓国学校保健学会との交流についての質問があり，實成理事長より現時点では慎重に進めていく

との説明があった．

５．選挙管理委員会（石川選挙管理委員長）

・第１３期役員選挙の経過および結果の報告があった．なお，常任理事の決定に伴い一部の役員の変更がある予定

である．

６．事務局

・平成１８年度決算：佐藤庶務担当常任理事より説明があった．

・平成２０年度予算：佐藤庶務担当常任理事より説明があった．

・後援名義依頼：事務局より，日本小児科学会から「第２回 子どもの食育を考えるフォーラム」に対する後援

名義使用の依頼があったことが紹介され承認された．

・前回の理事会で，平成１９年度厚生労働科学研究費補助金研究「薬物需要削減対策における関係機関の連携」研

究会での報告者の依頼があり勝野眞吾理事を推薦することとなったが，勝野理事より推薦していただいたのは

ありがたいが研究会の趣旨に疑問があるため辞退したいとの発言があり，理事会としては報告者の推薦を見送

ることとなった．
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審議事項

１．今期理事会総括および今後の課題について

・實成理事長より，第１２期の総括として常任理事会中心から複数の理事会開催による執行体制への変更，会則改

定による委員会の位置づけの明確化等，今期において実施された会務執行体制の見直しについての報告があっ

た．つづけて，研究倫理審査委員会および法制度検討委員会，学校保健コアカリキュラムの検討等の今後の課

題についての報告があった．

・石川理事より会則改定の付則の位置づけについての意見が出され，次期役員で検討することとなった．

２．第５４回日本学校保健学会総会（平成１９年度 市川）について

・大津年次学会長より，９月１４日（金）より３日間にわたって「ヘルシースクールの推進」をメインテーマとして

開催されるとの挨拶があった．

３．第５５回日本学校保健学会総会（平成２０年度 名古屋）について

・村松年次学会長より，平成２０年１１月１４日（金）～１６日（日）に「こころとからだの成長をサポートする学校保健」

をメインテーマとして愛知学院大学楠元キャンパスで開催される予定であるとの挨拶があった．

４．第５６回日本学校保健学会（平成２１年度）について

・前回の理事会で推薦された年次学会長候補者の琉球大学の高倉実教授から挨拶があった．

次回理事会予定：１１月を予定するが，詳細は未定．
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会 報 平成１９年度 第５４回日本学校保健学会評議員会議事録

日 時：平成１９年９月１４日（金）１５：１０～１７：００

場 所：和洋女子大学 南館９階大会議室

出席者：４５名出席，委任状４名

年次学会長挨拶

・大津一義年次学会長より挨拶があった．

理事長挨拶

・實成文彦理事長より挨拶があった．

議長選任

・大津一義年次学会長が議長に選任された．

議事録署名人の指名

・平成１９年度評議員会の議事録署名人として，野津有司評議員と西岡伸紀評議員の２名が指名された．

報告事項

１．平成１８年度事業報告，平成１９年度事業の中間報告

・資料に基づき，庶務関係については佐藤祐造常任理事，学会活動関係は数見隆生常任理事，編集関係は松本健

治常任理事，国際交流関係は照屋博行常任理事より報告があった．

２．第１３期役員紹介

・石川哲也選挙管理委員長より第１３期役員選挙の経過および結果の報告があった．また，選挙管理委員会の意見

として，役員数が地区によってバランスが悪いことが紹介され，今後理事会で検討するように要望があった．

審議事項

１．平成１８年度収支決算に関する件

・佐藤常任理事より平成１８年度決算の説明，つづけて村田光範監事より監査報告があり，決算は承認された．

２．平成２０年度事業計画案，平成２０年予算案に関する件

・佐藤常任理事より平成２０年度の事業計画案および予算案の説明があり承認された．承認にあたっては，評議員

より現実に即した予算を立てるように要望があった．

３．平成２１年度年次学会に関する件

・實成理事長より平成２１年度年次学会長の推薦経過および年次学会長候補者として琉球大学の高倉実教授の紹介

があり，決定された．

４．会則に関する件

・佐藤常任理事より，資料に基づき会則の改定案について説明があり，承認され，総会に諮ることとなった．

５．名誉会員に関する件

・佐藤常任理事より，斉藤和雄先生（北海道地区），林正先生（近畿地区），詫間晋平先生（中四国地区）の３名

の紹介があり，新たな名誉会員として決定され，総会に報告することとなった．

６．その他

・鎌田理事兼評議員より，学会は学校保健に関係する国の政策に関与する問題にも積極的に関わるべきだとの意

見があった．これに対し，實成理事長より第１３期において委員会体制の見直しの過程で学会として組織的に対

応できるような体制にしたいとの説明があった．

明年度学会長挨拶

・村松年次学会長より，平成２０年１１月１４日（金）～１６日（日）に「こころとからだの成長をサポートする学校保健」を

メインテーマとして愛知学院大学楠元キャンパスで第５５回日本学校保健学会が開催される予定であるとの挨拶が

あった．

第５６回日本学校保健学会（平成２１年度）年次学会長挨拶

・本評議員会で決定された年次学会長の琉球大学の高倉実教授より挨拶があった．
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会 報 平成１９年度 第５４回日本学校保健学会総会議事録

日 時：平成１９年９月１５日（土）１４：１０～１５：００

場 所：和洋女子大学 西１階会議室

出席者：１０８名（開会時）

年次学会長挨拶

・大津一義年次学会長より挨拶があった．

理事長挨拶

・實成文彦理事長より挨拶があり，今後の学会活動方針についても述べられた．

議長選任

・大津一義年次学会長が議長に選任された．

報告事項

１．平成１８年度事業報告，平成１９年度事業の中間報告

・資料に基づき，庶務関係については宮下和久理事（佐藤常任理事代理），学会活動関係は数見隆生常任理事，

編集関係は松本健治常任理事，国際交流関係は照屋博行常任理事より報告があった．

２．第１３期役員紹介

・實成文彦理事長より第１３期役員選挙の経過および結果の報告があった．

審議事項

１．平成１８年度収支決算に関する件

・宮下理事より平成１８年度決算の説明，つづけて出井美智子監事より監査報告があり，決算は承認された．

２．平成２０年度事業計画案，平成２０年予算案に関する件

・宮下理事より平成２０年度の事業計画案および予算案の説明があり承認された．

３．平成２１年度年次学会に関する件

・實成理事長より平成２１年度年次学会長の推薦経過および評議員会において，年次学会長として決定された琉球

大学の高倉実教授の紹介があり，承認された．

４．会則に関する件

・宮下理事より，資料に基づき会則の改定案について説明があり，承認された．

学会賞授与

・實成理事長より以下の２名にそれぞれ学会賞と学会奨励賞が授与された．

・学会賞：野津有司（筑波大学大学院人間総合科学研究科）．日本の高校生における危険行動の実態および危険行

動間の関連―日本青少年危険行動調査２００１年の結果―．学校保健研究４８：４３０～４４７，２００６

・学会奨励賞：松本美紀（愛媛大学大学院理工学研究科）．A Screening Method for Atherosclerosis in Children

using the Murata Index, Rohrer Index, and Body Mass Index as Atherogenic Indexes．学校保健研究４８：２１９

～２２８，２００６

名誉会員に関する報告

・宮下理事より，名誉会員として新たに斉藤和雄先生（北海道地区），林正先生（近畿地区），詫間晋平先生（中四

国地区）の３名が紹介された．

明年度学会長挨拶

・村松年次学会長より，平成２０年１１月１４日（金）～１６日（日）に「こころとからだの成長をサポートする学校保健」を

メインテーマとして愛知学院大学楠元キャンパスで第５５回日本学校保健学会が開催される予定であるとの挨拶が

あった．

第５６回日本学校保健学会（平成２１年度）年次学会長挨拶

・年次学会長に決定した琉球大学の高倉実教授より挨拶があった．
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日本学校保健学会 平成１８年度決算
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

【収入】 平成１８年度予算 決 算 差額（△は超過）
会員会費収入（個人） １３，０００，０００ １３，２２９，０００ △ ２２９，０００

（団体） ２，０００，０００ ２，１４６，０００ △ １４６，０００
（賛助） ８００，０００ ４００，０００ ４００，０００

雑収入（寄付金） ０ ３０，０００ △ ３０，０００
（補助金） １５０，０００ １５０，０００ ０
（その他・利息） １００，０００ ２，６０４ ９７，３９６

機関誌関係収入 １，９００，０００ １，７４８，９５９ １５１，０４１
英文誌関係収入 ７２，０００ ９０，３００ △ １８，３００

小計 １８，０２２，０００ １７，７９６，８６３ ２２５，１３７
前年度繰越金 ７，０００，０００ １２，４３６，６１４ △ ５，４３６，６１４
合 計 ２５，０２２，０００ ３０，２３３，４７７ △ ５，２１１，４７７

【支出】
事務費 １，６００，０００ １，６３２，８５０ △ ３２，８５０
年次学会補助金 ９００，０００ ９００，０００ ０
共同研究補助金 ４００，０００ ４００，０００ ０
学会活動委員会活動費 ３００，０００ ２９８，４８０ １，５２０
国際交流委員会活動費 ３００，０００ １０３，７６０ １９６，２４０
庶務委員会活動費 ３００，０００ ７５，９９３ ２２４，００７
学会賞・学会奨励賞（選考・副賞） １００，０００ ５７，３５０ ４２，６５０
機関誌関係費 ９，２００，０００ ８，４０２，３７０ ７９７，６３０
英文誌発行費 ４２６，０００ ９４０，８００ △ ５１４，８００
会議費 ３００，０００ １１３，４３２ １８６，５６８
旅費・交通費 ３，３６０，０００ ２，１６７，７４０ １，１９２，２６０
通信費 ６００，０００ ３３７，９６０ ２６２，０４０
印刷費 ４５０，０００ ２１５，６２０ ２３４，３８０
備品等 ２００，０００ １９，１００ １８０，９００
消耗品等 １００，０００ ２６，８７６ ７３，１２４
役員選挙積立 １００，０００ １００，０００ ０
名簿作成積立 ３２０，０００ ３２０，０００ ０
雑支出 １００，０００ ９０，３０１ ９，６９９
ホームページ・コンピューター維持管理費 ５００，０００ ５２，５００ ４４７，５００

小計 １９，５５６，０００ １６，２５５，１３２ ３，３００，８６８
予備費
次年度繰越金

５，４６６，０００
０

０
１３，９７８，３４５

５，４６６，０００
△ １３，９７８，３４５

合 計 ２５，０２２，０００ ３０，２３３，４７７ △ ５，２１１，４７７

【特別・積立金残高】
� 役員選挙積立金 前期残高 ７４８，３５３

当期取崩分 ０
当期積立金 １００，０００
利息 ４１４
残高 ８４８，７６７

� 名簿作成積立金 前期残高 １，３６５，９１５
当期取崩分 －１，０３３，７２５
当期積立金 ３２０，０００
利息 ７１１
残高 ６５２，９０１

残高合計 １，５０１，６６８
上記の収支決算書に相違ないことを確認しました。

平成１９年９月９日 監 事

監 事
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日本学校保健学会 平成２０年度予算
（平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日）

【収入】 平成１９年度予算 平成２０年度予算 差額（△は超過）

会員会費収入（個人） １３，０００，０００ １３，０００，０００ ０

（団体） ２，０００，０００ ２，０００，０００ ０

（賛助） ８００，０００ ８００，０００ ０

雑収入（寄付金） ０ ０ ０

（補助金） １５０，０００ １５０，０００ ０

（その他・利息） １００，０００ １００，０００ ０

機関誌関係収入 １，９００，０００ １，９００，０００ ０

英文誌関係収入 ７２，０００ ９０，０００ △ １８，０００

小計 １８，０２２，０００ １８，０４０，０００ △ １８，０００

前年度繰越金 ７，０００，０００ ８，０００，０００ △ １，０００，０００

合 計 ２５，０２２，０００ ２６，０４０，０００ △ １，０１８，０００

【支出】

事務費 １，６００，０００ １，６００，０００ ０

年次学会補助金 ９００，０００ ９００，０００ ０

共同研究補助金 ４００，０００ ４００，０００ ０

学会活動委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

国際交流委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

庶務委員会活動費 ３００，０００ ３００，０００ ０

学会賞・学会奨励賞（選考・副賞） １００，０００ １００，０００ ０

機関誌関係費 ９，２００，０００ ９，２００，０００ ０

英文誌発行費 ７００，０００ ９５０，０００ △ ２５０，０００

会議費 ３００，０００ ３００，０００ ０

旅費・交通費 ３，３６０，０００ ３，３６０，０００ ０

通信費 ６００，０００ ６００，０００ ０

印刷費 ４５０，０００ ４５０，０００ ０

備品等 ２００，０００ ２００，０００ ０

消耗品等 １００，０００ １００，０００ ０

役員選挙積立 １００，０００ １００，０００ ０

名簿作成積立 ３２０，０００ ３２０，０００ ０

雑支出 １００，０００ １００，０００ ０

ホームページ・コンピューター維持管理費 ５００，０００ ５００，０００ ０

小計 １９，８３０，０００ ２０，０８０，０００ △ ２５０，０００

予備費 ５，１９２，０００ ５，９６０，０００ △ ７６８，０００

合 計 ２５，０２２，０００ ２６，０４０，０００ △ １，０１８，０００
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日本学校保健学会会則の改定について

現 行 改 定 案

日本学校保健学会会則 （昭和２９年１０月８日制定 平

成１６年１１月１３日改正）

（会計）

第１７条 本会の経費は，入会金・会費ならびに寄付金

その他の収入をもって当てる．

第１８条 本会の収支決算は監事の監査を受け，評議員

会の議をへて総会に報告し承認をうるものとする．

第１９条 本会の会計年度は毎年４月１日より翌年３月

３１日までとする．

（年次学会）

第２０条 本会は毎年１回年次学会を開催する．

第２１条 年次学会の学会長は評議員会において決定す

る．

第２２条 年次学会の運営などについては学会長が処理

する．

（会則の変更企画）

第２３条 本会の会則は総会出席会員の２／３以上の承

認を得なければこれを変更することができない．

（付則）

第２４条 本会には理事長の委嘱によって事務局長およ

び幹事若干名をおくことができる．ただし，事務局

長については理事会の議を経るものとする．

第２５条 入会金は１，０００円，個人会員会費は年額７，０００

円，（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費は

年額１０，０００円とする．

第２６条 本会則は平成１６年１１月１３日制定し，平成１７年

４月１日より施行する．

日本学校保健学会会則 （昭和２９年１０月８日制定 平

成１９年９月１６日改正）

（委員会）

第１７条 本会の理事会のもとに委員会を置くことがで

きる．委員会に関する規定は，別に定める．

（会計）

第１８条 本会の経費は，入会金・会費ならびに寄付金

その他の収入をもって当てる．

第１９条 本会の収支決算は監事の監査を受け，評議員

会の議をへて総会に報告し承認をうるものとする．

第２０条 本会の会計年度は毎年４月１日より翌年３月

３１日までとする．

（年次学会）

第２１条 本会は毎年１回年次学会を開催する．

第２２条 年次学会の学会長は評議員会において決定す

る．

第２３条 年次学会の運営などについては学会長が処理

する．

（会則の変更企画）

第２４条 本会の会則は総会出席会員の２／３以上の承

認を得なければこれを変更することができない．

（付則）

第２５条 本会には理事長の委嘱によって事務局長およ

び幹事若干名をおくことができる．ただし，事務局

長については理事会の議を経るものとする．

第２６条 入会金は１，０００円，個人会員会費は年額７，０００

円，（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費は

年額１０，０００円とする．

第２７条 本会則は平成１９年９月１６日改正し，平成２０年

４月１日より施行する．
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会 報 理事会報の掲載について

近年，学校保健に関係する審議会や法案などの内容，またそれらに対する学会としての対応の内容など，広く会員

に広報すべきものが増えてまいりました．そこで，学会機関紙「学校保健研究」の会報の中で理事会報として，理事

会で審議・報告・検討された内容の中で，広く会員に広報すべきと考えられるものを順次掲載していくことにいたし

ました．会員各位におかれましては，このことをご理解いただき，掲載情報を活用いただければ幸いに存じます．

平成２０年４月４日

日本学校保健学会 広報・出版担当常任理事

植田誠治

平成２０年度理事会報第１号：平成１９年１２月に文部科学省の中央教育審議会スポーツ・青少年分科会「学校健康・安全

部会」から「審議経過報告への意見」（パブリックコメント）募集の案内が出されました．募集締め切りの期間が非

常に短いこともあり，全理事の意見を聴取し，当学会の意見（総論・概略版）としてとりまとめ提出しました．

平成２０年度理事会報第２号：第１６９回国会で学校保健法の一部を改正する法律案が審議中です．これに対応して，理

事会及び担当委員会から会員にお知らせ致します．

平成２０年度理事会報第３号：平成１９年度第７回理事会（平成２０年３月２２日）において確定致しました今期各委員会構

成一覧等を掲載します．
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会 報

平成２０年度理事会報第１号

中央教育審議会スポーツ・青少年分科会
「学校健康・安全部会」パブリックコメント

審議経過報告への意見

平成１９年１２月２０日

日本学校保健学会

理事長 實成文彦

今回の子どもの現代的な健康課題に対応した学校全体としての取組を進めるための方策について，短時日の内に精

力的に検討を進め，その審議経過を報告される関係者のご努力に対し，まず敬意を表する次第です．

今回，メインテーマとされた学校全体としての取組を進めるための方策の中心に，社会全体で子どもの健康づくり

に取り組んでいく必要があるとの考えのもとに，ヘルスプロモーションの思想と手法を取り入れられている点は，安

全，食育も含め現代的な健康課題に対応したまことに時宜にかなった取組と高く評価する次第です．これまでもヘル

スプロモーションの考え方を取り入れた諸施策を進めて来られたことは承知していますが，危機的状況にあるとも言

える現在の諸状況に対しては，今こそ地に着いた実践活動として，全国の学校・地域で展開されるようにすることが，

関係者及び社会の大きな責務であると考えます．即ち，取組の実行性と，諸課題の解決に寄与する実効性こそが問わ

れる点であると考えます．

この点に関しては，今回に限ったことではありませんが，過去に出された審議会答申が，施策として現場にどう生

かされ，成果の評価がどのようになされ，次の審議の際にその成果がどのように生かされて，答申としてまとめられ

ていくのかについては明確でないように思われます．そのプロセスを踏まなければ，新しい答申をまとめ上げるにし

ても，現場の意見を充分に受け止められないのではないかと思料致します．過去の答申とその成果をふまえ，現状の

問題点の抽出，対策等，その過程を明らかにされることを望みます．

以上述べましたごとく，基本的な考え方につきましては，基本的には賛同し，理に適った形で，実践として強力に

推進されることを望みます．

以下，学校保健，食育，学校安全のための方策について総論的意見を述べ，それぞれの具体的・各論的意見につき

ましては最後にまとめて述べさせて頂きます．

まず，学校保健の充実を図るための方策について示されている事項は，概ね妥当と思われますが，具体的な要望や

さらに検討を頂きたい点については後に箇条書と致しましたので，十分にご検討のほどよろしくお願い致します．

ヘルスプロモーションの視点からは，学校保健を重視した学校経営，学校保健計画の推進，学校保健委員会の活性

化，地域学校保健委員会の設置，学校地域保健連携推進協議会（仮称）の設置など，学校，家庭，地域社会，保健福

祉機関（保健所，役場，児童相談所等），医療機関等多くの関係者と連携した取組が提示されており，ヘルスプロモー

ションの大きな柱である子どもの保健に関する学校及び地域ぐるみの支援的環境の整備としては十分なものが提案さ

れており，今回の報告の骨子とも理解されます．これらは基本的には，学校・地域の実践現場からのボトム・アップ

方式の展開が理想ではありますが，これまでなかなか進捗しなかった点を考慮して，政策的・施策的にも重要課題と

して取り上げ，法・制度の充実や，実現因子としての人・物・金の現実的な整備・充実と，各学校単位での評価指

標・基準の設定など，実現・活性化に向けての具体的な取組を望みます．

学校においては校長・教頭のリーダーシップ，保健主事のマネジメント力，中核となるべき養護教諭の専門性や

コーディネーター能力は特に重要ポイントであり，それぞれの力量形成に努めると共に，適正な点検・評価による活

性化に努めるべきであると思われます．

中でも，今報告の中で学校保健活動推進の中核として位置づけられ現代的な健康課題の解決の上で重要な責務を担
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うとされた養護教諭が，その役割を十分に果たせるようにするためには，現状よりは格段の環境整備が必要と思われ

ます．特に，学校内外におけるコーディネーター機能が十分に果たせる体制の確立や，養護教諭の専門性や資質能力

の向上を図るための研修制度の保証，学校における養護教諭の必置や複数配置の促進については，特段の施策が必要

であり，国においては一層の努力をされんことを，当学会としても切に要望致します．

なお，養護教諭に関する要望や検討頂きたい事項について，会員より多くの意見が寄せられており，具体的・各論

的意見の中でまとめて提示致しましたので，実践現場に近い切実な声としてお受け取り頂き，十分なる検討をお願い

する次第です．

ヘルスプロモーションのもうひとつの柱であるところの人々（子ども）が自らの健康課題を主体的に解決するため

の力量形成に関しては，健康教育，保健教育が最重要課題と思われますが，今回の報告書を拝見する限りにおいては

十分に考察・検討されていないように感じます．これらに関しては教育課程部会の審議を踏まえる旨の記述が見られ

ますが，教育が自他の健康の保持・増進に関して本質的重要性を有していることは申し上げるまでもないことであり，

教育と健康が分離することなく，部会の壁を越えて論ずるべきことと思われます．昨年（平成１８年）大きな社会問題

となった高等学校における未履修問題の折に，未履修科目の上位に保健体育があるとの報道に接しました．このこと

が広汎な事実であるなら，教育界における健康の軽視にも繋がる問題であり，学習指導要領に言うところの体育・健

康に関する指導は学校教育活動全体を通じ適切に行うものとする理念にも反し，もしこのような価値観が教育界にあ

る限りは，学校全体としてのヘルスプロモーションの推進も現実味のない絵空事に終わる危険性があると思います．

これに関連して，今回，体育科・保健体育科などの教科を通じて保健教育が行われるとの記述がありますが，過去

の臨時教育審議会（昭和６１年）において「保健（健康）教育」を独立教科として取り扱う旨の答申がなされた件のそ

の後の取り扱いの経過を明らかにすることと，改めて「保健教育」を基本的に重要な独立教科として実施すべき事を

要請致します．現行の制度においては，保健体育教師の保健教育の力量形成と，定期的かつ適正な点検・評価が必要

であり，もしこれらに関する資料があればその開示を要請致します．

なお，今回の審議内容が子どもの現代的健康課題（いじめ，メンタルヘルス，生活習慣病，感染症，アレルギー等）

に対応した学校保健の充実を図るための方策の立案であったことから考えると，今回提案された方策が子どもの現代

的健康課題の解決にいかに寄与するかの具体的なアセスメント（事前影響評価）が提示されれば，より説得力が増し

たと思われることより，今後の検討課題として留意頂きたいと思います．

次に，食育の推進を図るための方策については，ご指摘のごとく学校給食が「生きた教材」として十分に活用され

ることが基本的に重要であること，また，学校全体計画の策定の中で，食育を教育課程の中でどのように位置付けて

いくか，さらに栄養教諭の役割については食育を推進する観点から制度上位置付ける必要があることなど，概ね妥当

と思われます．

今日的課題としては，給食の安全確保だけでなく，日常生活における生産から流通，消費を通しての食の安全・安

心に関する教育も必要と思われます．

最後に，学校安全の充実を図るための方策については，学校安全における危機管理の充実においては，組織，体制，

ハード整備は不可欠である点，また家庭，地域社会及び関係機関との連携が重要であることなど，今日的状況からみ

て妥当であると思われます．教職員の資質能力の向上がうたわれていますが，人材育成の観点からの方策が最も重要

と思われます．これについては，生命の尊重と個人の尊厳を根底にすえた広い意味での「健康」に対応できる人材育

成が基本となるべきと思われます．

今回の報告では安全に対する危機管理が中心的課題となっていますが，感染症，食中毒，毒物，建築物解体時のア

スベスト飛散，大気・水等の環境汚染からの健康危機等に対する健康危機管理の確立も重要課題です．特に新興・再

興感染症の発生時対策（新型インフルエンザ，学校・大学における麻疹，百日咳，結核等の集団発生等）は，より専

門性の高い危機管理で，校長，養護教諭，学校医，外部の保健所，役場，医療機関等の迅速な連携が必要であり，ま

た多くの法的規制もあるなど，より広い視野での対応が必要とされます．日常的な保健教育，保健管理，情報収集が

大切であり，今回の報告では，学校保健及び食育の推進方策において断片的に述べられているところではありますが，

発生時には明確に確立された危機管理システムが必要であることより，体制の整備が急がれる課題として検討して頂

きたいと存じます．

以上，総論的な観点から意見を申し上げました．よろしくご検討の程，お願い申し上げます．
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会 報

平成２０年度理事会報第２号

法・制度検討委員会からのお知らせ

５０年ぶりの「学校保健法」改正が国会で審議されています．

平成２０年３月２２日に開催された日本学校保健学会 法・制度検討委員会で，第１６９回国会で審議中の学校保健法の

一部を改正する法律案について，現状と問題点などを検討しました．

「学校保健法」は，昭和３３年（１９５８年）に制定されたものですが，５０年後の本年２月２９日に第１６９回国会に提出され，

審議されています．新しい法律の名称は，「学校保健安全法」です．施行日は，平成２１年４月１日となっています．

特徴は，学校保健と学校安全の二本柱に分けて規定を整備しています．学校保健については，「養護教諭を中心と

して関係教職員等と連携した組織的な保健指導の充実」，学校安全に関しては，「子どもの安全を脅かす事件，事故及

び自然災害に対応した総合的な学校安全計画の策定による学校安全の充実」などが重視されています．

法律案は，以下のウエブサイトを参照してください．このサイトの，「閣法の一覧」のうち，議案番号５２です．

http:／／www.shugiin.go.jp:８０／index.nsf／html／index_gian.htm

また，文部科学省のウエブサイト：http:／／www.mext.go.jp／で，「政策関連情報」のうち，「国会提出法律」の中で，

「第１６９回国会における文部科学省提出法律案」があり，学校保健法の一部改正案として，概要，要綱，法律案，理

由，新旧対照表，参照条文がダウンロードできます．

（文責：法・制度検討委員会委員長 宮下和久）
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会 報

平成２０年度理事会報第３号

日本学校保健学会 常任理事および各委員会構成
第１３期（２００７―２０１０）

（５０音順敬称略）

理事長

實 成 文 彦

常任理事

総務担当 宮 下 和 久

学術担当 松 本 健 治

庶務担当 瀧 澤 利 行

広報・出版担当 植 田 誠 治

渉外担当 岡 田 加奈子

監 事

出 井 美智子 村 田 光 範

地区代表理事

横 田 正 義（北海道） 数 見 隆 生（東北） 鎌 田 尚 子（関東） 中 川 秀 昭（北陸）

佐 藤 祐 造（東海） 勝 野 眞 吾（近畿） 友 定 保 博（中国四国）市 村 國 夫（九州）

学会誌編集委員会

委 員 長 佐 藤 祐 造

「学校保健研究」担当

副委員長 川 畑 徹 朗

委 員 石 川 哲 也 岩 田 英 樹 大 沢 功 鎌 田 尚 子 高 橋 浩 之

土 井 豊 中 垣 晴 男 野 津 有 司 村 松 常 司 守 山 正 樹

門 田 新一郎 横 田 正 義

「School health」担当

副委員長 森 岡 郁 晴

委 員 家 田 重 晴 大 澤 清 二 岡 田 加奈子 佐 藤 洋 鈴 江 毅

高 倉 実 宮 井 信 行 宮 尾 克 守 山 正 樹

法・制度検討委員会

委 員 長 宮 下 和 久

副委員長 宮 尾 克

委 員 数 見 隆 生 勝 野 眞 吾 笹 嶋 由 美 友 定 保 博 三 木 とみ子

山 本 万喜雄

学術委員会

委 員 長 松 本 健 治

副委員長 門 田 新一郎

委 員 大 津 一 義 小 林 正 子 後 藤 ひとみ 白 石 龍 生 中 川 秀 昭

渡 邉 正 樹

国際交流検討委員会

委 員 長 市 村 國 夫

委 員 家 田 重 晴 笠 井 直 美 佐 藤 理 野 村 良 和 渡 邊 基
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会 報 平成２０年度日本学校保健学会共同研究の募集について

学術担当常任理事

学術委員会委員長 松本 健治

日本学校保健学会では学会活性化の一つの施策として，共同研究への研究費の補助をしています．平成２０年度の学

会共同研究の募集を以下の要領で行います．とくに若手の方の応募を歓迎しますが応募者の年齢に制限はありません．

応募に際しては，以下の規定を周知のうえ，下記の必要事項を記載した学会共同研究申請書を学会事務局内，学会

理事長宛に５月３１日（消印有効）までに送付して下さい．

【応募の方法】

申請書に下記の必要事項を記入し期限までに，学会事務局へ郵送すること．

【応募の資格】

応募は平成１９年度学会費を納入している本学会の会員に限る．共同研究者も同様でなければならない．

また，同一会員が複数の課題の研究代表者および共同研究者になることはできない．

【研究費と研究期間】

研究費は一件につき２０万円，１年に２件以内とする．また，研究の期間は１年または２年とし，期間の延長は認め

ない．なお，２年計画の場合は２年次にも改めて申請をし審査をうけるものとする．採択された場合の研究費の交付

は８月をめどに行なう。

【研究成果の報告】

研究費の交付を受けた場合は，研究補助期間終了後１年以内に研究成果の報告を本学会誌に投稿しなければならな

い．また，その報告には本学会より研究補助を受けた旨を明記することとする．

【研究課題の選考】

研究課題に対する特段の縛りはないが，現代的な学校保健研究上の課題が意識されていることが望ましい。その採

択は，一定の基準のもとに公平を期して二段階の審査（学術委員会での選考および理事会での承認）を経て最終決定

する．決定次第その可否を研究代表者へ文書で通知する．

「平成２０年度学会共同研究申請書」への記載事項

研究または活動の課題，新規，継続の区別，予定研究期間（１年または２年）

研究代表者

氏名，生年月日

所属機関，職名，所属機関の所在地，Tel・Fax番号 メールアドレス（あれば）

自宅住所，Tel番号

略歴

研究の計画と内容（具体的に），キーワード（３つ）

研究の独創性（具体的に）

研究組織（代表者及び研究分担者）

氏名，所属機関，職名，年齢，役割分担（具体的な分担事項）

ここ３年間の本学会における活動状況（「学校保健研究」や「School Health」への投稿，学会における発表など）

〈なお，この申請書はワープロまたはタイプで作成し，Ａ４サイズ用紙，２枚以内として下さい．〉
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会 報

原稿の種類 内 容

総 説

論 説

原 著

報 告

会 報

会員の声

その他

学校保健に関する研究の総括，文献解題

学校保健に関する理論の構築，展望，提言等

学校保健に関して新しく開発した手法，発見

した事実等の論文

学校保健に関する論文，ケースレポート，

フィールドレポート

学会が会員に知らせるべき記事

学会誌，論文に対する意見など（８００字以内）

学校保健に関する貴重な資料，書評，論文の紹

介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成１９年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は未発表のものに限る．

４．本誌に掲載された原稿の著作権は日本学校保健学会

に帰属する．

５．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

６．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

ただし，「論説」，「原著」，「報告」，「会員の声」以

外の原稿は，原則として編集委員会の企画により執筆

依頼した原稿とする．

７．投稿された論文は，専門領域に応じて選ばれた２名

の査読者による査読の後，掲載の可否，掲載順位，種

類の区分は，編集委員会で決定する．

８．原稿は別紙「原稿の様式」にしたがって書くこと．

９．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１０．原稿は，正（オリジナル）１部にほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１１．投稿原稿には，査読のための費用として５，０００円の定

額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封して納入

する．

１２．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１７７―００５１

東京都練馬区関町北２―３４―１２

勝美印刷株式会社 内

「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―５９９１―０５８２ FAX：０３―５９９１―７２３７

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１３．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する投稿原

稿が受理されるまでは受付けない．

１４．掲載料は刷り上り６頁以内は学会負担，超過頁分は

著者負担（一頁当たり１３，０００円）とする．

１５．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと，「至急掲載」原稿は査読終了までは通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１６．著者校正は１回とする．

１７．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１８．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年

月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は和文または英文とする．和文原稿は原則とし

てMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字×３５

行（１４００字）横書きとする．ただし査読を終了した最

終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけて提出

する．

英文はすべてＡ４用紙にダブルスペースでタイプす

る．

２．文章は新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．外国語は活字体を使用し，１字分に半角２文字を収める．

４．数字はすべて算用数字とし，１字分に半角２文字を

収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を論文原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は書替

えまたは割愛を求めることがある．（専門業者に製作

を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳，英

文原稿には１，５００字以内の和文抄録をつけ，５つ以内

のキーワード（和文と英文）を添える．これらのない

原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．論文の内容が倫理的考慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す．（別刷に関する費用はすべて著者負担

とする）副（コピー）原稿の表紙には，表題，キーワー

ド（以上和英両文）のみとする．

９．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の

形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また

は，「…２）４），…１―５）」のように文献番号をつける．著

者が４名以上の場合は最初の３名を記し，あとは「ほ

か」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発行年
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［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，発

行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco―growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石，出

井編）．学校保健マニュアル，１２９―１３８，南山堂，東京，

２００４

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential edu-

cation on youth development. In: Kendall JC and As-

sociates, eds. Combining Service and Learning: A Re-

source Book for Community and Public Service. Vol

１,１１９―１２９, National Society for Internships and Ex-

periential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life―threatening medical emer-

gencies: the medical emergency response plan for

schools. ２００４. Available at: http:／／circ.ahajournals.

org／cgi／reprint／０１. CIR. ００００１０９４８６. ４５５４５. ADv１.

pdf. Accessed April６,２００４
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制 定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成１９年５月２７日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より論説，原著，報告として論文の審査依頼がなされた場合（以下，投稿論

文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担当編集委員を決定する．

ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委員を決定することができ

る．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．

２．編集担当委員は，評議員の中から投稿論文査読者（以下査読者と略す）２名を推薦し，委員会においてこれを決定する．

ただし，当該投稿論文領域に適切な評議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．

３．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．

４．編集委員長は，査読者に対し下記の書類を送付し，査読を依頼する．

� 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー

� 投稿論文査読依頼用紙

� 審査結果記入用紙（別紙を含む）

� 返送用封筒

� 論文受領確認用のFAX用紙

５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．

６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．

７．第１回目の査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，担当編集委員の意見をそえて投稿者へ返却

する．なお，論文の採否や原稿の種類の最終判断は，編集委員長が行う．

８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．

９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依

頼する．

１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添えるよう指

示する．

１１．第２回目の査読の結果，２名の査読者の結果が異なる場合は，担当編集委員の判断により調整するとともに委員会で審議

する．

１２．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して最終判断を行う．

１３．その他，査読に当っての留意点

� 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で

ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由

に採否の基準にしてはならない．

� 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して

はならない．

� 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員

長は，委員会に報告する．

� 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採用とし，採用できない理由を付す．

� 査読者のいずれか１名が，不採用とした場合，編集委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼することができる．

その際，不採用とした査読者の査読は，その時点で終了する．
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会 報 第５５回日本学校保健学会開催のご案内（第２報）
年次学会長 村松 常司（愛知教育大学）

１．メインテーマ：「こころとからだの成長をサポートする学校保健」

２．開 催 期 日：平成２０年１１月１４日（金）～１６日（日）

３．学 会 会 場：愛知学院大学 楠元キャンパス

〒４６４―８６５０ 名古屋市千種区楠元町１―１００

（名古屋駅から地下鉄東山線「本山駅」下車（約１５分），１番出口より徒歩５分）

※ なお，１１月１４日（金）は，学会会場に入ることはできませんので，ご注意下さい．

（１４日の行事は，この会場では行われません）

４．主 催：日本学校保健学会

５．後 援
（予定）

：愛知県医師会，名古屋市医師会，愛知県歯科医師会，名古屋市歯科医師会，愛知県薬剤師会，名古

屋市薬剤師会，愛知県教育委員会，名古屋市教育委員会，岐阜県教育委員会，三重県教育委員会，

静岡県教育委員会，長野県教育委員会，愛知県学校保健会，愛知県立高等学校学校保健会，名古屋

市学校保健会 ほか

６．学会の概要

１１月１４日（金）：理事会，評議員会，学会関連行事 等

（これらの会場は，懇親会を行う「ルブラ王山」となりますのでご注意下さい）

１１月１５日（土）：

学会長講演「青少年の健康支援への工夫―受動喫煙・喫煙防止・セルフエスティームを中心に―」

演者：村松常司（愛知教育大学教授）

特 別 講 演「生理学から見た喫煙の生体影響」

演者：淺野牧茂（国立公衆衛生院名誉教授）

特 別 企 画「日韓ジョイント学校保健シンポジウム」

演者：張昌谷（Chang―Gok Chang）（韓国学校保健学会前会長，同徳女子大学教授）他

シンポジウム（４題），ランチョンセミナー（１題），一般口演，ポスター発表，学会総会，等

１１月１６日（日）：

招待講演（２題），シンポジウム（１題），ランチョンセミナー（１題），ミニフォーラム（４題），教育講演（３

題），学会賞・奨励賞受賞講演（予定），市民公開フォーラム（１題），一般口演，ポスター発表，自由集会 等

※ なお，ここに記載したプログラムは，今後，変更されることがあります．

また，プログラムの詳細は本誌の次号以降に掲載する予定です．

７．懇 親 会

役員懇親会 平成２０年１１月１４日（金）１８：００～

会員懇親会 平成２０年１１月１５日（土）１８：００～

いずれも「ルブラ王山」（公立学校共済組合名古屋宿泊所）で行う予定です．

〒４６４―０８４１ 愛知県名古屋市千種区覚王山通８―１８

（地下鉄東山線「池下駅」（「本山」より２駅名古屋寄り）２番出口より徒歩３分）

※ 学会会場より徒歩で移動することもできますが，約１５分ほどかかります．

８．宿泊，交通

年次学会事務局ではお取り扱いしませんが，JTB中部法人営業名古屋支店がご案内させていただきます．

詳細は，本誌後方のページ「宿泊・交通のご案内」をご参照下さい．

９．一般発表（口演，ポスター）の演題申し込み

１）演題申し込み 締め切り：平成２０年５月３１日（土）（必着）

２）申し込み方法：原則として次のホームページから，Ｅメールで受け付けます．

http:／／www.yokyo.aichi-edu.ac.jp／sh５５.html（第５５回日本学校保健学会トップページ）
※ 次の各項目を必ず記入して，締め切り日までに学会事務局まで送付して下さい．

（送付先アドレス：sh５５＠wa-o.net（第５５回学会専用アドレス））
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� 演題名

� 発表者氏名（フリガナ）（所属機関）

� 共同研究者氏名（フリガナ）（所属機関）（必ず，全員記載して下さい）

� 発表形式 １．口演 ２．ポスター（どちらか１つ）

� 演題区分（第１希望，第２希望）（下記から，あてはまるジャンルを２つ選んで下さい）

� 発表者連絡先「郵便番号，住所，氏名，電話，FAX，Ｅメールアドレス」

� 発表内容の概要（２００字程度）

【演題区分番号】

１．原理，歴史 ２．発育，発達 ３．疾病予防，健康管理

４．学校給食，食育 ５．喫煙，飲酒，薬物 ６．学校安全，安全教育

７．性教育，エイズ教育 ８．環境衛生，環境教育 ９．保健学習，保健指導

１０．ライフスキル教育 １１．健康評価，保健統計 １２．学校保健組織活動

１３．養護教諭，保健室 １４．心の健康，健康相談 １５．特別支援教育

１６．歯科保健 １７．国際保健 １８．その他

※ �～�のすべての内容の記載がないと，受け付けられないことがあります．

※ Ｅメールが利用できない場合は，この内容を記載した用紙を下記の事務局まで郵送して下さい．

（平成２０年５月３１日必着でお願いします）

【郵送先】〒４４８―８５４２

愛知県刈谷市井ヶ谷町広沢１番地 愛知教育大学養護教育講座内

第５５回日本学校保健学会事務局

※ トラブルを避けるため，FAXでの受付はできませんのでご了承下さい．

３）申し込みに際してのご注意

・発表内容は，これまで未発表の研究に限ります．

・発表者および共同研究者は，すべて日本学校保健学会の会員に限ります．学会員でない方は，速やかに入会の

手続きをお願いします．

・口演は，発表８分，討論４分を予定しています．すべての会場で，パワーポイントが利用できる予定です．な

お，パワーポイントは必須ではありません．

・ポスター発表は，学会２日目（１１月１５日）と３日目（１１月１６日）に，原則として午前９時から掲示し，午前１１

時から約１時間，発表と討論を行う予定です．

・演題の採否，および発表形式（口演かポスターか），演題の割り振り等は，最終的に，年次学会長に一任させ

ていただきますのでご了承下さい．

１０．講演集の原稿提出締め切り

平成２０年７月３１日（木）を予定しています．昨年度同様，Ｅメールによる添付を原則とする予定です．

詳細は，年次学会ホームページ，および本誌次号に掲載します．

１１．学会関連行事および自由集会の申し込み

申し込み締め切り：平成２０年５月３１日（土）とさせていただきます．

学会関連行事および自由集会については，事務局としては，会場のご提供のみとさせていただきます．

ただし，プログラムや講演集には，会場のご案内や内容のご紹介をさせていただきます．

学会関連行事：平成２０年１１月１４日（金）に「ルブラ王山」の会議室等を確保しておりますので，必要な場合は，お

手数ですが，下記の学会事務局までご一報下さい．

自由集会：平成２０年１１月１６日（日）午後３時から約２時間の枠で，学会会場の主要な部屋を確保しております．こ

の時間，他のプログラムはございません．自由集会を企画されている方は，お手数ですが，下記の学会事務局ま

でご一報下さい．

【連絡先】第５５回日本学校保健学会事務局 E-mail：sh５５＠wa-o.net（第５５回学会専用）
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１２．事前参加登録および学会参加費

１）事前参加登録（９月３０日まで）

本誌に同封されている，郵便振替用紙に必要事項をご記入の上，送金いただくと参加登録ができます．お振り

込みいただいた方には，「参加登録証」を郵送させていただきます．学会当日の受付がスムーズになりますので，

是非，事前登録をご利用下さい．

【振込先】（郵便振替）

加入者名：第５５回日本学校保健学会 口座番号：００８８０―４―２０５８５５

※ 本誌に同封の用紙以外で振り込まれる方は，通信欄に，必ず振り込み金額の内訳をお書き下さい．

２）学会参加費

１．学会参加費（一般）

� ８月３１日までにお振り込みの場合 ８，０００円（講演集代込み）

� ９月３０日までにお振り込みの場合 ９，０００円（講演集代込み）

� 当日，参加費をお支払いの場合 ９，０００円（講演集代込み）

※ ��の場合は，事前に「参加登録証」を郵送致しますので，必ず学会当日にお持ち下さい．

※ なお，�の場合に限り，講演集の事前送付をさせていただきます．ご希望の方は，送料 ５００円を加えてご

送金下さい．

２．講演集代のみ

� 事前送付をご希望の場合は，１冊 ３，５００円（送料込み）で必要冊数をご記入の上，送金して下さい（た

だし，９月３０日までとさせていただきます）．

� 学会当日は，１冊 ３，０００円で販売致します．（数に限りがございますのでご注意下さい）

３．懇親会費（１１／１５ 会員懇親会）（事前振り込み，当日支払いとも）７，０００円

４．昼食（弁当）代（１１／１５，１１／１６）それぞれ １，０００円

※ 学会会場の周辺には，あまり飲食店がありません．昼食時の混乱を避けるため，事前予約の方に限り，特製

弁当を販売致します．会場内の休憩室で，お弁当を召し上がっていただけます．ご希望の方は，本誌同封の郵

便振替用紙の該当欄に○をつけて，送金して下さい（当日販売は致しませんのでご注意下さい）．なお，１１／１５，

１１／１６ともに昼食時にランチョンセミナーを開催する予定です（詳細については，学会ホームページと本誌次

号に掲載します）．こちらにご参加を予定されている方は（ただし，当日整理券が必要となります），特製弁当

の事前予約は必要ありません（昼食がつきます）．

５．学会参加費（学生，大学院生）

� 事前振り込み，当日支払いとも ２，０００円（講演集代を含まず）

� 事前団体割引（５名以上の短大生，大学生，専門学校生のグループに限る，大学院生は除く）

１人 １，０００円（講演集代を含まず）

※ �は，９月３０日までにお振り込みの場合に限り団体割引を適用します．代表者氏名と住所，所属学校名，参

加人数を明記し，上記の郵便振替で送金して下さい．

※ 講演集が必要な方は，２．の講演集代を加えてお支払い下さい．

※ �，�とも，９月３０日までにお振り込みの場合は，事前に「参加登録証」を郵送させていただきますので，

必ず学会当日にお持ち下さい．

１３．年次学会事務局

本学会に関するご質問，お問い合わせは，下記の事務局へお願いします．

〒４４８―８５４２

愛知県刈谷市井ヶ谷町広沢１番地 愛知教育大学養護教育講座内

第５５回日本学校保健学会事務局 （事務局長：愛知教育大学教授 古田真司）

E-mail：sh５５＠wa-o.net（第５５回学会専用） TEL & FAX：０５６６―２６―２５８５

（事務員はおりませんので，お問い合わせは，できるだけＥメールでお願いします）

１４．ホームページ，その他

最新の情報は，下記のホームページでもご案内します．

http:／／www.yokyo.aichi-edu.ac.jp／sh５５.html（第５５回日本学校保健学会トップページ）
※ 一般発表（口演，ポスター）の演題申し込みと講演集の原稿提出は，主に，このホームページを通じてご案内

しますので，是非ご覧下さい．
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第５５回日本学校保健学会

宿泊・交通のご案内
１．宿泊のご案内

宿泊設定日：２００８年１１月１３日（木）～１６日（日）の４日間ご用意しております．

ホ テ ル 名 部屋記号 部屋タイプ 宿泊料金 最寄駅までの所要時間

名古屋マリオットアソシアホテル
�―Ｓ シングル ￥２１，０００ JR名古屋駅

真上�―Ｔ ツイン ￥１６，８００

ロイヤルパークイン名古屋
�―Ｓ シングル ￥１０，５００ JR名古屋駅

徒歩３分�―Ｔ ツイン ￥８，９２５

ホテルアソシア名古屋ターミナル
�―Ｓ シングル ￥１１，０２５ JR名古屋駅

徒歩１分�―Ｔ ツイン ￥９，４５０

駅 前 モ ン ブ ラ ン ホ テ ル
�―Ｓ シングル ￥７，５００ JR名古屋駅

徒歩２分�―Ｔ ツイン ￥６，５００

ホテルサンルートプラザ名古屋
�―Ｓ シングル ￥９，４５０ JR名古屋駅

徒歩５分�―Ｔ ツイン ￥８，４００

ナチュラルホテルエルセラーン
（全館禁煙）

�―Ｓ シングル ￥１２，５００ JR名古屋駅
徒歩３分�―Ｔ ツイン ￥１０，２００

名 古 屋 東 急 ホ テ ル

�―Ｓ シングル ―
地下鉄栄駅
徒歩５分

�―Ｔ ツイン ￥１３，０００

�―TS ツインの一人使用 ￥１９，０００

名 古 屋 第 一 ホ テ ル 錦
	―Ｓ シングル ￥１０，５００ 地下鉄栄駅

徒歩３分	―Ｔ ツイン ￥９，４５０

名古屋錦ワシントンホテルプラザ

―Ｓ シングル ￥７，５６０ 地下鉄栄駅

徒歩３分
―Ｔ ツイン ―

名 古 屋 観 光 ホ テ ル
�―Ｓ シングル ￥１４，７００ 地下鉄伏見駅

徒歩３分�―Ｔ ツイン ￥１１，５５０

○ご希望が満室の場合，ご希望以外の部屋タイプ又は上記以外の他ホテル（表記以外のホテルも含む）になる場合

がございます．

○ご宿泊代金は，お一人様あたりの１泊朝食つき（税金・サービス料金込）です．

○事務手数料として，この他に別途５２５円を申し受けいたしますので，予めご了承ください．

２．交通（航空券）のご案内

航空券手配のご希望がある方は，申込用紙にその旨ご記入ください．お申込み日により割引が適用できる場合は割

引運賃で，適用できない場合は普通運賃にてご案内いたします．

日本航空（JAL）は中部国際空港（セントレア）発着のものと，県営名古屋空港（小牧）発着のものがございます．

全日空（ANA）はすべて中部国際空港（セントレア）発着となります．ご希望の会社名と発着空港名をご記入の上，

おおよその希望時刻を記入してお申し込み下さい．なお，名古屋との便がある空港は次の通りです．（平成２０年４月

現在）

日本航空（JAL）：札幌，青森，秋田，いわて花巻，山形，仙台，新潟，成田，高知，松山，福岡，長崎，熊本，

鹿児島

全日空（ANA）：千歳，仙台，新潟，成田，米子，徳島，松山，福岡，大分，熊本，長崎，宮崎，鹿児島，

沖縄（那覇）

○別途郵送料として１，０５０円を申し受けいたしますので，予めご了承いただきますようお願い致します．
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３．エクスカーション（半日観光）のご案内

平成２０年１１月１４日（金）に愛知県内をめぐるエクスカーション（半日観光）をご用意しております．参加ご希望の方

は下記申込書にご記入いただきますようお願い致します．

○申込人数が最小催行人数に満たない場合は中止させていただく場合もございますので，予めご了承いただきます

ようお願い致します．

《行程内容》 最小催行人数 ２０名／参加料金 １５，０００円（お一人様あたり）

日次
月日

（曜）
行 程 朝

食
昼
食
夕
食

１
１１／１４
（金）

名古屋駅前…………産業技術記念館…………（名古屋高速）…………（小牧IC）

出発 １２：３０ １２：４５ １３：４５

…………国宝犬山城／有楽苑（国宝茶室如庵
１６：２５

）…………文化史料館

１６：３０

／からくり展示館
１５：１５ １７：００

…………名鉄犬山ホテル（夕食）…………（小牧IC）…………（名古屋高速）…………名古屋駅

１７：１５ １８：４５ ２０：１５頃着

― ― ○

４．申込書のご案内

弊社にてご宿泊・交通の手配をお考えの方は，申込書に必要事項をご記入の上，下記までFAXまたは郵送にてお

送り願います．

申込締切日：平成２０年９月３０日
※ お電話でのお申し込みはトラブル防止上，ご遠慮いただいております．

※ お申し込みいただいた方に，請求書を送付いたします．

５．取消料のご案内

変更・取消が生じた場合はお早めにご連絡下さい．お取消の場合は下記取消料を申し受けます．

取消日
ご宿泊日の

８日前まで

ご宿泊日の７日

から６日前まで

ご宿泊日の５日

から２日前まで
ご宿泊日前日

ご宿泊日当日及び

無連絡

取消料 無料 １，０００円 宿泊料金の２０％ 宿泊料金の５０％ 宿泊料金の１００％

６．お問合せ先：JTB中部法人営業名古屋支店

「第５５回日本学校保健学会」係
〒４６０―０００２ 名古屋市中区丸の内１―１７―１９ キリックス丸の内ビル７F

電 話：０５２―２１１―６７０４

FAX：０５２―２１１―６４１５
担当：営業４課 田中・久野

営業時間：９時３０分～１７時３０分

（土・日・祝日・休日振替日は休ませていただいております）

個人情報の取扱いについて
� 当社らは，提出された資料請求欄に記載された個人情報について，お客様との連絡のために利用させていた
だきます．

� 当社らは，当社らが保有するお客様の個人データのうち，氏名，住所，電話番号またはメールアドレスなど
のお客様への連絡にあたり必要となる最小限の範囲のものについて，当社らのグループ企業との間で共同して
利用させていただきます．当該グループ企業は，それぞれの企業の営業案内，お客様のお申し込みの簡素化，
催し物内容等のご案内，ご購入いただいた商品の発送のために，これを利用させていただく事があります．な
お，当社グループ企業の名称及び各企業における個人情報取扱い管理者の氏名については，株式会社ジェイ
ティービーのホームページ（http:／／www.jtb.co.jp／）をご参照ください．
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第５５回 日本学校保健学会

宿泊・交通・エクスカーション手配申込書

FAX送信先：０５２―２１１―６４１５
フ リ ガ ナ 送付先

（○をつけて下さい）

ご自宅・勤務先
送 付 先

住 所

〒（ ― ）

送 付 先

電 話 番 号

送付先

FAX番号

フ リ ガ ナ 年齢 性別

氏 名 才 男・女

宿 泊 希 望

（相部屋不可）

利用ホテル

申込記号

宿泊希望日

（○印）

１１／１３（木） １１／１４（金） １１／１５（土） １１／１６（日）

航空便希望

利用航空便

（往路）

出発

（ ）空港

↓

到着

中部空港

または小牧空港

出発日 月 日
出発時間

（およそ）
時 分

利用航空便

（復路）

出発

中部空港

または小牧空港

↓

到着

（ ）空港

出発日 月 日
出発時間

（およそ）
時 分

１１月１４日（金）

エクスカーション参加希望
希望あり ・ 希望なし

備考欄（何かご質問などございましたら，ご記入ください）

７８ 学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



会 報

平成２０年度（平成２０年４月～平成２１年３月）会費納入のお願い
平成２０年度の会費の納入をお願い致します．５０巻１号に同封の振替用紙（手数料学会負担）をご利用

の上，個人会員会費７，０００円（但し，学生は年額５，０００円），団体会員会費１０，０００円，賛助会員会費

１００，０００円をお支払いください．

（振替用紙は，下記必要事項をご記入いただければ，郵便局に用意してあるものでもお使いいただけま

す．但し，手数料がかかります．）

なお，退会を希望される会員の方は，至急文書にて事務局までご一報下さい．特にお申し出のないか

ぎり継続扱いとさせていただいております．

また，住所・勤務先変更等がございましたら，変更事項を５０巻１号巻末に綴じ込みのハガキ又は下記

変更届用紙でご連絡ください．

変更先をご連絡いただかないと，機関誌の送付ができなくなることがありますのでご注意ください．

郵便局振替口座 ００１８０―２―７１９２９

日本学校保健学会

銀行口座 百十四銀行 医大前出張所（普通）０１５８７４５

日本学校保健学会 實成 文彦

（にほんがっこうほけんがっかい じつなり ふみひこ）

連絡先 〒７６１―０７９３ 香川県木田郡三木町大字池戸１７５０―１

香川大学医学部 人間社会環境講座 衛生・公衆衛生学内

日本学校保健学会事務局 TEL ０８７―８９１―２４３３ FAX ０８７―８９１―２１３４
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地方の活動 第５５回 近畿学校保健学会

（平成２０年度 年次学会）開催要項
第５５回近畿学校保健学会会長 白石 龍生

（大阪教育大学 養護教育講座）

第５５回近畿学校保健学会を下記の通り開催します．今学会は，学校現場での実践報告も歓迎いたします．皆様のご

参加を心よりお待ちいたします．

記

１．会 場 ホテルアウィーナ大阪 大阪市天王寺区石が辻町１９―１２

２．日 時 平成２０年６月２１日（土） ９：００～１７：５０

午前・一般演題

昼 ・評議員会

午後・総会

・体験学習ワークショップ ―癒しの芸術フィーリングアーツ―

演者：北村義博（フィーリングアーツ研究会代表）・吉岡隆之（ 同 研究会副代表）

・特別講演 「学齢期における身体情報の個別的評価とその利用について」

講師：三野 耕（兵庫教育大学 教授）

座長：白石龍生（学会長・大阪教育大学 教授）

・シンポジュウム 「これからの学校保健を考える」

基調講演 講師：白石龍生（学会長・大阪教育大学 教授）

シンポジスト

・学校医の立場から 小川 實 （小川クリニック院長・大阪府立池島高等学校学校医）

・教育委員会の立場から 中尾 俊治 （大阪府教育委員会 教育振興室 保健体育課長）

・保健主事部会の立場から 竹内千佳夫 （大阪府学校保健会 保健主事部会会長）

・養護教諭の立場から 佐伯 光子 （西宮市立鳴尾東小学校 養護教諭）

座長：宮下和久（和歌山県立医科大学 教授）・北口和美（大阪教育大学 教授）

３．参加申込 特に必要ありません．当日会場にお越し下さい．

４．参 加 費 正会員 無料（但し，平成２０年度会費納入者），当日会員２，０００円，当日学生会員１，０００円

５．懇 親 会 平成２０年６月２１日（土）１８：００より，ホテルアウィーナ大阪「二上の間」にて懇親会を開催いたしま

す．参加費は５，０００円（当日受付ます）です．是非ご参加下さい．

６．第５５回近畿学校保健学会事務局

〒５８２―８５８２ 大阪府柏原市旭ヶ丘４―６９８―１

大阪教育大学 養護教育講座 小山健蔵研究室気付

第５５回近畿学校保健学会事務局 （事務局長 小山健蔵）

Eメール：kgakuho＠cc.osaka-kyoiku.ac.jp

TEL ０７２―９７８―３４３９（小山）・０７２―９７８―３４３８（白石） FAX ０７２―９７８―３４３５
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お知らせ ライフスキル（心の能力）の形成を目指す

第１７回JKYB健康教育ワークショップ

“楽しくて，できる”ライフスキル教育＆健康教育プログラムの開発をめざして！

主 催 JKYBライフスキル教育研究会

（代表 神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗）

共 催 伊丹市教育委員会

【JKYBライフスキル教育研究会とは】

JKYBライフスキル教育研究会（http:／／www５c.biglobe.ne.jp／～jkyb／）は，ライフスキル教育およびライフスキル

形成に基礎を置く健康教育プログラムの開発と普及を目指して１９８８年に発足しました．

【本ワークショップの目的は】

近年我が国でも深刻化しつつある喫煙，飲酒，薬物乱用，早期の性行動の若年妊娠，いじめ，暴力などを始めとす

る思春期のさまざまな危険行動の根底には，ライフスキル（心の能力）の問題が共通して存在すると考えられています．

本ワークショップでは，セルフエスティームの形成を中核とするライフスキル教育，ライフスキル形成を基礎とす

る喫煙，飲酒，薬物乱用防止教育，食生活教育，心の健康教育，性教育，いじめ防止などの理論と実際について理解

を深めるとともに，参加者が主体的に学習し，経験することによって，行動変容に結びつくライフスキル教育や健康

教育を指導するのに必要な知識，態度，スキルの形成を図ることを目的としています．

対 象：一般教諭，養護教諭，栄養士，保健師など約１２０名（初参加者４０名，参加経験者８０名）

日 時：２００８年７月２４日（木） 午前９時半～２５日（金） 午後４時半（２日間）

会 場：兵庫県伊丹市立文化会館「いたみホール」

参加費用：１３，０００円（一般参加費：資料費，事後報告書費，懇親会費を含む）

〈申し込み方法〉

ワークショップに参加御希望の方は，封筒の表に【第１７回JKYB健康教育ワークショップ参加希望】と朱書し，参

加希望コース（初回，２回目，３回目コースのいずれか）を明記して，事務局までお送り下さい．また，お名前，連

絡先住所を明記し，８０円切手を添付した返信用封筒を同封して下さい．

なお，お申し込みの際には，お名前，所属，職種，連絡先電話番号，JKYBライフスキル教育研究会が主催する

ワークショップへの参加回数をお知らせ下さい．

申し込み受付期限は６月２３日（当日消印有効）といたしますが，定員に達し次第締め切らせていただきます．参加

費用のお支払い方法については，参加申し込み受付の時点でお知らせいたします．

【申し込み先】

〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗

Tel & Fax ０７８―８０３―７７３９
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お知らせ ライフスキル（心の能力）の形成をめざす

JKYB健康教育一日ワークショップ大阪

“楽しくて，できる”ライフスキル教育＆健康教育プログラムの開発をめざして！

主 催 JKYBライフスキル教育研究会

（代表 神戸大学大学院教授 川畑徹朗）

共 催 第５５回近畿学校保健学会

（会長 大阪教育大学教授 白石龍生）

後 援 近畿学校保健学会

（幹事長 神戸大学大学院教授 川畑徹朗）

目 的：近年我が国でも深刻化しつつある喫煙，飲酒，薬物乱用，不健康な食生活，早期の性行動や若年妊娠，

いじめ，暴力などを始めとする思春期のさまざまな危険行動の根底には，ライフスキル（心の能力）

の問題が共通して存在すると考えられています．本ワークショップでは，セルフエスティームの形成

を中心的要素とするライフスキル教育の理論と実際について理解を深めるとともに，参加者が主体的

に学習し，経験することによって，行動変容に結びつくライフスキル教育や健康教育を指導するのに

必要な能力の形成を図ることを目的としています．

対 象：一般教諭，養護教諭，栄養教諭，管理栄養士，保健師，学生・院生など約５０名

日 時：２００８年６月２２日（日） 午前９時～午後４時半

会 場：ECC国際外語専門学校（大阪市北区中崎西２―１―６ 最寄り駅 阪急梅田駅）

参 加 費：

JKYBライフスキル教育研究会会員，第５５回近畿学校保健学会参加者，平成２０年度近畿学校保健学会

会員は，２千円

その他の方は，４千円

申し込み方法：

ワークショップに参加御希望の方は，お名前，連絡先住所を明記し，８０円切手を添付した返信用封

筒を同封して，封筒の表に【JKYB健康教育一日ワークショップ大阪 参加希望】と朱書して，下記

までお申し込み下さい．

なお，お申し込みの際には，お名前，所属，職種，連絡先電話番号を明記下さるようお願い申し上

げます．また，第５５回近畿学校保健学会参加者もしくは平成２０年度近畿学校保健学会会員の方は，そ

の証明となる振込用紙の半券のコピーを必ず同封して下さい．

申し込み受付期限は５月３１日といたしますが，定員に達し次第締め切らせていただきます．参加費

用のお支払い方法については，参加申し込み受付の時点でお知らせいたします．

【申し込み先】

〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科 川畑徹朗

Tel & Fax ０７８―８０３―７７３９
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お知らせ 子どもの防煙合同研究集会２００８

（第８回子どもの防煙研究集会）のご案内

テーマ：子どもをタバコの害から守る……厚生労働省研究班からの報告を中心に

〈日 時〉平成２０年４月２６日（土）１８：００―２０：００

〈場 所〉第１１１回日本小児科学会学術集会・関連行事として

東京国際フォーラム（東京都千代田区丸の内３―５―１）（Room G４０９）

〈共 催〉日本小児科連絡協議会＊「子どもをタバコの害から守る」合同委員会

（委員長：衞藤 隆）

厚生労働科学研究（がん臨床研究事業）「がん予防に資する未成年等における包括的たばこ対策に関す

る研究」班（主任研究者：原めぐみ）

＊日本小児科連絡協議会は（社）日本小児科学会，（社）日本小児保健協会，（社）日本小児科医会の３団

体による連絡協議のための組織です．

〈協 力〉子どもの防煙研究会

〈対 象〉日本小児科学会会員に限らず，子どもの防煙に関心のある方々

〈参加費〉無料（ただし別途資料代５００円）

１８：００―１９：２０ 講演

１）「厚生労働科学研究班の活動総括」

佐賀大学医学部社会医学講座予防医学分野 原めぐみ

２）「２１世紀出生児縦断調査および日本医師会喫煙調査から」

日本大学医学部社会医学系公衆衛生学分野 兼板佳孝

３）「胎児・乳幼児のタバコ曝露の実態―バイオマーカーを用いた検討―」

札幌市衛生研究所 矢野公一

４）「小児生活習慣病検診と受動喫煙検診との有機的結合」

群馬パース大学保健科学部看護学科 井埜利博

５）「若年者のニコチン依存度指標」

群馬大学大学院医学系研究科生態情報学分野 大谷哲也

６）「子どものお口から，なにがみえますか？」

愛知学院大学短期大学部歯科衛生学科 稲垣幸司

１９：２０―２０：００ パネルディスカッション

子どもの防煙研究会世話人：中川恒夫・原田正平・加治正行

後援：文部科学省，厚生労働省，日本医師会，日本学校保健学会，日本健康教育学会，日本小児アレルギー学会，

日本子ども健康科学会（予定／順不同）

問い合わせ先：「子どもの防煙研究会」事務局

国立成育医療センター成育政策科学研究部成育医療政策科学研究室

原田正平 FAX０３―３４１７―２６９４ E-mail：harasho@nch.go.jp

または事務担当：家田泰伸 TEL０５２―８８１―３５９４ FAX０５２―８７２―４５９０
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お知らせ The First Asia―Pacific Conference on

Health Promotion and Health Education

Main Theme Asia―Pacific Perspectives on Health Promotion and Health Education: Sharing Experiences,

Efforts and Evidence

Date July１８―２０,２００９

Venue Makuhari Messe International Conference Hall, JAPAN

Organizers ・Northern Part of Western Pacific Region of International Union of Health Promotion and

Health Education（NPWP／IUHPE）

・Japanese Society of Health Education and Promotion

Chair Professor Takashi Muto

（IUHPE Board of Trustee, Dokkyo Medical University School of Medicine）

Official Language English

Secretariat Department of Public Health, Dokkyo Medical University School of Medicine

TEL: ＋８１２８２８７２１３３ FAX: ＋８１２８２８６２９３５

E-mail：apac@dokkyomed.ac.jp

For more information

http:／／www.dokkyomed.ac.jp／dep-m／pub／apac.html

「第１回アジア太平洋ヘルスプロモーション・健康教育学会」

メインテーマ ヘルスプロモーション・健康教育に関するアジア太平洋的観点

―経験，努力，エビデンスの共有

会 期 ２００９年７月１８日～２０日

会 場 幕張メッセ国際会議場

主 催 ・ヘルスプロモーション健康教育世界連合西太平洋北部地域（NPWP／IUHPE）

・日本健康教育学会

学 会 長 武藤 孝司（IUHPE理事，獨協医科大学教授）

公 式 言 語 英語（基調講演とシンポジウムは同時通訳有り）

事 務 局 獨協医科大学医学部公衆衛生学講座

TEL：０２８２８７２１３３ FAX：０２８２８６２９３５

E-mail：apac@dokkyomed.ac.jp

詳細は下記の学会ホームページをご覧下さい．

http:／／www.dokkyomed.ac.jp／dep-m／pub／apac.html
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お知らせ 神戸大学大学院

人間発達環境学研究科教員公募について

１．職 名 准教授

２．所 属 大学院人間発達環境学研究科

３．専 門 分 野 子どもの心身の健康な発達に関する研究を行う分野．できれば，心の健康の増進に関する理論及

び実践的研究に関わる業績がある人物が望ましい．

４．担当授業科目 � 大学院心身発達専攻健康発達論コースの授業科目

（小児健康発達学特論�，小児健康発達学特論演習など）

� 発達科学部人間行動学科健康発達論コースの専門科目

（発達・行動小児科学など）

� 学部・学科共通科目（発育発達論など）

� 全学共通授業科目（健康・スポーツ科学講義）

５．募 集 人 員 １名

６．応 募 資 格 � 博士の学位を有すること．

� 子どもの心身の健康な発達を支援することに深い興味・関心があり，本専攻の大学院生（博

士課程前期課程・後期課程）及び学部学生に対して熱意を持って指導できること．

７．採用予定日 平成２０年１０月１日

８．応 募 期 限 平成２０年５月１２日必着

９．提 出 書 類 以下の書類の形式は自由

� 履歴書（写真添付，学歴は高等学校卒業以降，電子メールアドレスを記入のこと）

� 研究業績一覧表（著書，論文，最近５年間の口頭発表に分類し，論文については査読つきと

その他に分けること）

� 主要論文５編（掲載予定も可，別刷またはコピー，各編４００字程度の概要を添えること）

� これまでの研究内容の説明（Ａ４用紙２枚以内）

� 着任後の研究計画及び教育に対する抱負（Ａ４用紙２枚以内）

� 応募者の業績などについて意見を伺える方の氏名（２名以内）と連絡先（住所，電話番号，

メールアドレスなど）

当研究科では，個人情報保護の観点から，応募書類は次のとおり取り扱いますので，あらか

じめご了承下さい．

� 提出書類は選考以外の目的には使用しない．

� 提出書類返却の希望のない書類は，選考後適正に廃棄する．（なお，提出書類返却を希望す

る場合は返却先を書いた封筒（切手を貼付）を同封のこと）

１０．送 付 先 〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１

神戸大学大学院人間発達環境学研究科長宛

（封筒に「心身発達専攻教員公募書類在中」と朱書し，書留で送付すること）

１１．問い合わせ先 神戸大学大学院人間発達環境学研究科心身発達専攻

健康発達論コース 主任 川畑 徹朗

電話 ０７８―８０３―７７３９

e-mail：shinshin-hattatsu-koubo０８＠h.kobe-u.ac.jp

１２．そ の 他 � 審査の過程で面接及び口頭による研究内容の発表をお願いすることがありますが，旅費は支

給できませんのであらかじめご了承下さい．

� 審査の状況により主要研究業績以外の研究業績を提出願うことがあります．

� 本研究科の概要につきましては，下記のURLをご参照下さい．

http:／／www.h.kobe-u.ac.jp

８５学校保健研究 Jpn J School Health５０；２００８



編 集 後 記

本学会の機関誌「学校保健研究」がB５版からA４版に
なったのが２００７年４月の第４９巻１号からであり，また，
本号（第５０巻１号）からは表紙の体裁も変わりました．
機関誌「学校保健研究」はこれまで通り地道な歩みを続
けて行くと思いますが，何やら日本学校保健学会の新た
な出発のような印象を受けます．本誌には５つの原著論
文が掲載されており，最近にない原著論文の数であり，
いずれも貴重な研究が報告されています．
学会創立５０周年を記念して５年前から英文誌「School
Health」が立ち上げられ，その「School Health」には

学校保健に関する貴重な論文が掲載されてきました．し
かし，最近，「School Health」をもっと学会員の身近な
存在にする工夫をしてほしいとの意見を耳にします．今
後，このことを含め機関誌「学校保健研究」のさらなる
発展を考え，学会員の利益に繋がる改革を提案していき
たいと思います．本編集委員会は松本委員会からバトン
タッチされたばかりであり，やっと走り出したところで
あります．多くの学会員の先生方からの投稿やお便りを
お待ちしております．

（村松常司）
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